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第１章 計画策定について 
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第１節 計画の趣旨 

 

本市は、平成 9 年 12 月 16 日、「松戸市基本構想」を策定し、本市のまちづくりを行

うにあたり、次の３つを基本理念としています。 

⑴ 人権が尊重されすべての人が安心して暮らせるまち 

⑵ 快適な環境の中で人と人が支え合う地域社会のあるまち 

⑶ 地球にやさしい市民の交流を支える活力と魅力あるまち 

この基本構想に基づく総合計画前期基本計画が平成 10 年度からスタートし、平成 23

年度から平成 32 年度までの 10 年間を期間とする総合計画後期基本計画が平成 23 年度

から新たにスタートしています。 

 

「松戸市基本構想」における社会福祉の施策の大綱については、「豊かな人生を支え

る福祉社会の実現」を標榜し、「一人ひとりの市民が、その生涯を通してそれぞれの生

活に合わせた成長発達ができ、いつでも心のはりをもった豊かな人生を送れるよう、

保健・医療・福祉の機会を拡充していきます。また、思いやりのある福祉が充実し、

地域の活力を維持し、増進できる地域社会をめざし、互いに支え合って生きることが

できる福祉社会を実現します。」と定めております。 

この基本構想に沿って高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画がそれぞれ計画内容

の充実を図りつつ改訂を重ね、現在に至っています。 

 

 今回の『いきいき安心プランⅥまつど（第８期高齢者保健福祉計画・第７期介護保

険事業計画）』の策定に当たっては、松戸市基本構想の実現を目指して、前期計画の内

容を十分踏まえつつ、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供する「地

域包括ケアシステム」の深化・推進に向けた施策の積極的な展開を図りました。 
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第２節 計画の位置づけ 

 

⑴ 本計画は、21 世紀の松戸市が、市民にとって豊かな生活ができるよう、また、安

心して安全で快適に暮らすことができるよう、今後の松戸市のあるべき姿をまとめ

た最上位計画である「松戸市総合計画」に盛り込まれている保健、医療及び福祉部

門の計画の一つに位置づけられているものです。 

⑵ 本計画は、「松戸市総合計画」を踏まえて人口減少克服・地方創生に関する政策目

標及び施策をまとめた「松戸市総合戦略」（計画期間：平成 27 年度～平成 31 年度）

及びその前提となる「松戸市人口ビジョン」の内容を踏まえて、作成しています。 

⑶ 本計画は、平成 6 年度から平成 32 年度までを計画期間とする「高齢者保健福祉計

画」の実施計画として位置づけられているものです。 

⑷ 本計画は、松戸市地域福祉計画との整合性・調和を図るほか、保健施策、医療施

策、障害者施策、住宅施策、協働のまちづくりなどの諸計画との整合性、調和を図

るものです。 

⑸ 本計画は、高齢者の福祉、介護、保健、医療、生きがいや社会参加及びまちづく

りなどの高齢者施策全般に関わる計画であるとともに、高齢者を中心とした地域社

会における生活のあり方に深くかかわる計画であり、市民の参画及び各種団体など

と行政との協働により計画の推進を図るものです。 

 

◇ 松戸市の行政計画における「いきいき安心プラン」の位置づけ 

 

 

  

地域福祉計画

松戸市
総合計画
基本構想

松戸市総合計画
基本計画

高齢者保健
福祉計画・
基本構想
基本計画

障
害
福
祉
計
画

そ
の
他
部
門
計
画

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画

いきいき安心
プラン

（高齢者保健
福祉計画・

介護保険事業
計画）

健
康
増
進
計
画
（健
康
松
戸
21
）

社会福祉協議会
地域福祉活動計画
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第３節 計画策定の法的根拠 

 

「老人福祉計画」は、老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づき、また、「介護保険事

業計画」は、介護保険法第 117 条の規定に基づき策定が義務付けられています。この

２つの計画は、それぞれの法において「一体のものとして作成されなければならない。」

と定められているとともに、「地域包括ケアシステム」の構築には、保健、医療、福祉

及び居住に関する各分野の連携が不可欠なため、「老人福祉計画」及び「介護保険事業

計画」を総合的な計画として策定することとしています。 

 

◇ 参考法令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）抜粋 

（市町村老人福祉計画） 

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以

下「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老

人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福

祉事業の量の目標を定めるものとする。 

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保

険事業計画と一体のものとして作成されなければならない。 

８ 市町村老人福祉計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉

計画その他の法律の規定による計画であって老人の福祉に関する事項を定める

ものと調和が保たれたものでなければならない。  

 

◎介護保険法（平成九年法律第百二十三号）抜粋 

（市町村介護保険事業計画）  

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保

険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」

という。）を定めるものとする。  

６ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人

福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。  

10 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福

祉計画、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律第二十六号）第四条

の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定による計

画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定めるものと調和

が保たれたものでなければならない。  
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第４節 計画期間 

 

本計画の期間は、平成 30 年度を初年度とし、平成 32 年度までの３か年とします。 

ただし、「介護保険事業計画」については、いわゆる団塊の世代＊が後期高齢者（75

歳以上）となる 2025 年度（平成 37 年度）のサービス水準、給付費や保険料水準など

も推計し、その将来像も見据えた上での計画策定に努めています。 

 

◇ 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定経過と今後の計画策定 

 

  

平成
年度

24
（2012）

25
（2013）

26
（2014）

27
（2015）

28
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

31
（2019）

32
（2020）

見直し

見直し

見直し

いきいき安心プランⅣ
（第６期高齢者保健福祉計画・

第５期介護保険事業計画）
（平成24～26年度）

いきいき安心プランⅤ
（第７期高齢者保健福祉計画・

第６期介護保険事業計画）
（平成27～29年度）

いきいき安心プランⅥ
（第８期高齢者保健福祉計画・

第７期介護保険事業計画）
（平成30～32年度）

計
画
期
間

松戸市総合計画　基本構想
（平成10～32年度）

松戸市総合計画　後期基本計画
（平成23～32年度）

松戸市総合計画
第４次実施計画

（平成23～25年度）

松戸市総合計画
第５次実施計画

（平成26～28年度）

松戸市総合計画
第６次実施計画

（平成29～32年度）

高齢者保健福祉計画　基本計画
（平成６～32年度）　※平成12年３月一部読替
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第５節 計画策定の背景 
 

 介護保険制度がスタートしてから 17 年が経過し、この間、高齢化が進んできました。

本市の常住人口＊で見ると、介護保険制度がスタートした平成 12 年（2000 年）には、

65 歳以上の高齢者人口は 56,815 人（高齢化率：12.2％）でしたが、平成 27 年には 124,080

人（高齢化率：25.7％）に上昇しています。 

今後も、いわゆる団塊の世代が全て 75 歳以上になる平成 37 年（2025 年）に向けて、

高齢化のさらなる進展とともに、特に、介護や医療の必要性が高まる 75 歳以上人口の

大幅な増加が予想されています。また、平成 37 年（2025 年）に向けて、支援の必要性

の高い１人暮らし高齢者や認知症の人の増加も予想されています。 

こうした状況の中で、「可能な限り、住み慣れた自宅や地域で生活し続けたい」とい

う多くの高齢者の希望を実現するため、医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体

的に提供する「地域包括ケアシステム」の深化・推進に向けた取組みを進めていくこ

とが重要になっています。 

なお、こうした観点から、国においても、平成 29 年に、「地域包括ケアシステムの

強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」に基づく介護保険制度等の改正が

行われたところであり、計画策定に当たっては、この制度改正の内容も十分踏まえて

いくことが必要です。 

 

 

[地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の

ポイント]  

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、

制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービ

スが提供されるようにする。 

 

１．地域包括ケアシステムの深化・推進 

⑴ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法） 

 全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの

制度化  

 ・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画

に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 

・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設 

・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備 
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（その他） 

 ○ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等） 

○ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普

及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入） 

 ○ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連

施策の総合的な推進）を制度上明確化） 

 

⑵ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法） 

① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」とし

ての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設「介護医療院＊」を創設 

   ※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長。 

 ② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供

その他の支援の規定を整備 

⑶ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総

合支援法、児童福祉法） 

 ○ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野

の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

 ○ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と

障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける 

（その他） 

 ○ 有料老人ホーム＊の入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払

金の保全措置の義務の対象拡大等） 

 ○ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し

（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。） 

 

２．介護保険制度の持続可能性の確保 

⑷ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法） 

 

⑸ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 

各医療保険者が納付する介護納付金（40～64 歳の保険料）について、被用者保険間

では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。 

 

※ 平成 30 年４月１日施行。（２⑸は平成 29 年８月分の介護納付金から適用、２⑷は

平成 30 年８月１日施行） 
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第２章 現況と将来推計 
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第１節 人口の現況と将来推計 

 

⑴ 人口推計の方法 

本市では、平成 27 年 10 月に策定した「松戸市人口ビジョン」において、「松戸の持

つ魅力、潜在能力をフル活用し、良好な居住環境の整備、経済の活性化により、人口

規模を維持していく。」という「目指すべき将来の方向」を定めるとともに、これを実

現するべく、「松戸市総合戦略」に基づく施策を推進しています。 

松戸市人口ビジョンでは、この「目指すべき将来の方向」が実現した場合の「目指

すべき将来人口の展望」が示されていることから、本計画においては、松戸市人口ビ

ジョンにおける将来人口展望をベースに、今後の将来人口の推計を行いました。この

ため、松戸市人口ビジョンに合わせて、一定の前提の下、常住人口（直近の国勢調査

による人口及び世帯数を基準とし、これに、出生・死亡・転出入等の毎月の住民基本

台帳の移動状況を加えて集計する人口）の現状と将来を推計しました。 

なお、介護保険の資格管理は、原則として、住民票ベースで行われており、介護保

険の被保険者数や要介護・要支援者数の推計に当たっては、住民基本台帳人口＊の推計

が必要になることから、常住人口の推計と整合性を図る形で、住民基本台帳人口の推

計も行っています。 

 

⑵ 松戸市全体の人口の現況と将来推計 

松戸市全体の常住人口についての平成 29 年から平成 32 年にかけての変化を見ると、

総人口は 488,187 人から 490,725 人へと増加している一方、高齢化の進展によって、

65 歳以上の高齢者数が 130,922 人から 140,097 人へと増加し、高齢化率（総人口に占

める 65 歳以上人口の比率）は 26.8％から 28.5％へと上昇しています。 

特に、介護や医療の必要性が高まる 75 歳以上人口の増加が大きく、平成 29 年の

61,958 人（総人口比 12.7％）から、平成 32 年には 73,443 人（総人口比 15.0％）へと

増加し、さらに、平成 37 年（2025 年）には 88,993 人（総人口比 18.1％）への増加が

見込まれています。 
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◇ 松戸市全体の常住人口の推計・人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54,029 
58,001 

61,958 
65,774 

69,602 
73,443 

88,993 

25.7%
26.2%

26.8% 27.4%
28.0%

28.5% 29.1%

11.2%
11.9%

12.7%
13.4%

14.2%
15.0%

18.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

75歳以上

65～74歳

40～64歳

40歳未満

高齢化率

75歳以上

人口比率

※ 各年 10 月 1 日時点 

※ 平成 27 年は国勢調査の人口 

※ 平成 32 年・37 年は、「松戸市人口ビジョン」の推計値（常住人口を基にした推計値） 

※ 平成 28 年・29 年の総人口は、平成 27 年の総人口に自然動態・社会動態による変動を加味し

た常住人口 

※ 平成 30 年・31 年の総人口は、平成 29 年から 32 年まで比例的に変動するとして算出 

※ 平成 28 年～31 年の人口の内訳は、平成 27 年から 32 年までの年齢構成が比例的に変動するも

のとして算出 

※ 推計値については、端数処理のため、合計値が一致しないことがある 

（人 ） 

将来推計

年齢　　　 年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

483,480 486,045 488,187 489,033 489,879 490,725 491,965

191,765 189,954 187,950 185,430 182,901 180,361 175,868

167,635 168,548 169,315 169,632 169,950 170,267 172,943

124,080 127,543 130,922 133,970 137,029 140,097 143,154

65～74歳 65～74歳 70,051 69,542 68,964 68,196 67,427 66,654 54,161

75歳以上 75歳以上 54,029 58,001 61,958 65,774 69,602 73,443 88,993

高齢化率 25.7% 26.2% 26.8% 27.4% 28.0% 28.5% 29.1%

11.2% 11.9% 12.7% 13.4% 14.2% 15.0% 18.1%

介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 第７期介護保険事業計画

総人口

40歳未満

40～64歳

75歳以上人口比率

65歳以上

（単位：人）

（再掲）
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◇ （参考）松戸市全体の住民基本台帳人口の実績・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 日常生活圏域別の人口の現況と将来推計 

 ⑵における松戸市全体の常住人口の推計結果や、直近における日常生活圏域＊別の住

民基本台帳人口の伸びに基づき、日常生活圏域別の常住人口を推計すると、次ページ

以降の表のとおりとなります。 

 表にあるとおり、高齢化率や 75 歳以上人口比率の現況や将来推計値は、各圏域で異

なっています。また、高齢化のスピードも圏域ごとに異なっており、例えば、現状で

は、他地域と比べて 75 歳以上人口比率が高くない圏域の中でも、75 歳以上人口が急ピ

ッチで増大すると推計される圏域もあれば、75 歳以上人口の増加スピードが緩やかな

圏域もあります。 

 このように、高齢化の状況やスピードは圏域ごとに特徴があることから、こうした

特徴を踏まえた対応策の検討が重要になります。 

 

  

※ 各年 10 月１日時点 

※ 平成 27 年～29 年は、住民基本台帳人口の実績 

※ 平成 30 年以降は、常住人口の推計値から伸び率を算出した上で、前年の数値に当該伸び率を

乗じることによって算出 

（単位：人）

将来推計

年齢　　　 年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

489,176 491,741 493,883 494,739 495,595 496,451 497,705

202,145 200,861 200,004 197,828 195,641 193,447 188,919

168,644 169,291 169,973 170,290 170,608 170,926 173,599

118,387 121,589 123,906 126,621 129,346 132,078 135,187

65～74歳 66,770 66,358 65,247 64,356 63,464 62,566 51,026

75歳以上 51,617 55,231 58,659 62,265 65,882 69,512 84,161

24.2% 24.7% 25.1% 25.6% 26.1% 26.6% 27.2%

10.6% 11.2% 11.9% 12.6% 13.3% 14.0% 16.9%

第７期介護保険事業計画

高齢化率

（再掲）

75歳以上人口比率

介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

総人口

40歳未満

40～64歳

65歳以上
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◇ 日常生活圏域別の常住人口の推計・人口構成 

 

 

 

 

  

平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒
37年の増加
率

53,904 54,466 54,999 55,542

19,381 19,718 20,071 20,784

12,426 13,062 14,032 14,402 15.9%

65歳～74歳 6,963 6,887 6,766 5,670

75歳以上 5,463 6,175 7,266 8,732 59.8%

23.1% 24.0% 25.5% 25.9%

10.1% 11.3% 13.2% 15.7%

29,575 29,831 29,822 29,631

10,037 10,174 10,327 10,645

8,191 8,524 8,935 8,915 8.8%

65歳～74歳 4,806 4,495 3,984 2,673

75歳以上 3,385 4,029 4,951 6,242 84.4%

27.7% 28.6% 30.0% 30.1%

11.4% 13.5% 16.6% 21.1%

25,943 26,381 26,563 26,703

9,256 9,421 9,472 9,616

5,753 6,061 6,405 6,432 11.8%

65歳～74歳 3,241 3,198 3,019 2,339

75歳以上 2,512 2,863 3,386 4,093 62.9%

22.2% 23.0% 24.1% 24.1%

9.7% 10.9% 12.7% 15.3%

24,012 24,445 24,521 24,501

8,666 8,818 8,762 8,727

5,061 5,310 5,598 5,562 9.9%

65歳～74歳 2,857 2,843 2,851 2,477

75歳以上 2,204 2,467 2,747 3,085 40.0%

21.1% 21.7% 22.8% 22.7%

9.2% 10.1% 11.2% 12.6%

18,873 19,002 19,000 18,885

6,321 6,390 6,347 6,316

5,304 5,464 5,798 5,862 10.5%

65歳～74歳 2,826 2,690 2,601 2,115

75歳以上 2,478 2,774 3,197 3,747 51.2%

28.1% 28.8% 30.5% 31.0%

13.1% 14.6% 16.8% 19.8%

（単位：人）

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

矢切地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

明第２西地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

明第１地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

本庁地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

明第２東地区
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平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒
37年の増加
率

44,931 46,881 49,727 54,054

15,383 16,265 17,427 19,456

9,546 10,325 11,374 12,108 26.8%

65歳～74歳 5,493 5,472 5,386 4,529

75歳以上 4,053 4,853 5,988 7,579 87.0%

21.2% 22.0% 22.9% 22.4%

9.0% 10.4% 12.0% 14.0%

52,304 52,295 52,077 51,418

18,427 18,541 18,622 18,878

14,140 14,867 15,980 16,445 16.3%

65歳～74歳 7,594 7,511 7,366 6,152

75歳以上 6,546 7,356 8,614 10,293 57.2%

27.0% 28.4% 30.7% 32.0%

12.5% 14.1% 16.5% 20.0%

7,669 7,323 6,728 5,722

2,506 2,299 2,050 1,652

3,629 3,758 3,841 3,690 1.7%

65歳～74歳 1,902 1,825 1,594 1,029

75歳以上 1,727 1,933 2,247 2,661 54.1%

47.3% 51.3% 57.1% 64.5%

22.5% 26.4% 33.4% 46.5%

34,711 34,833 34,796 34,534

11,817 12,053 12,309 12,812

9,705 10,094 10,646 10,678 10.0%

65歳～74歳 5,448 5,218 4,882 3,714

75歳以上 4,257 4,876 5,764 6,964 63.6%

28.0% 29.0% 30.6% 30.9%

12.3% 14.0% 16.6% 20.2%

24,310 24,018 23,329 22,075

8,931 8,841 8,606 8,276

5,926 6,394 7,008 7,377 24.5%

65歳～74歳 3,574 3,610 3,602 3,105

75歳以上 2,352 2,784 3,406 4,272 81.6%

24.4% 26.6% 30.0% 33.4%

9.7% 11.6% 14.6% 19.4%

（単位：人）

六実六高台地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

五香松飛台地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

常盤平団地地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

常盤平地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

東部地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率
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※ 各年 10 月 1 日時点。 

※ 平成 27・29 年は、日常生活圏域ごとの住民基本台帳人口を常住人口に置き換える形で推計。

※ 平成 32・37 年は、平成 28 年から 29 年までの日常生活圏域ごとの年齢階級別住民基本台帳人

口の増加数や「松戸市人口ビジョン」の推計値に基づき推計。 

※ 住民基本台帳人口から常住人口への置き換えは、⑵における松戸市全体の年齢階級別常住人口

の推計結果と平成 27・29 年の年齢階級別住民基本台帳人口の比率に基づき算出。 

 

平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒
37年の増加
率

42,716 43,288 43,546 43,708

14,947 15,038 15,061 15,198

10,694 11,331 12,068 12,218 14.3%

65歳～74歳 5,987 6,045 5,921 4,935

75歳以上 4,707 5,286 6,147 7,283 54.7%

25.0% 26.2% 27.7% 28.0%

11.0% 12.2% 14.1% 16.7%

27,690 27,585 27,146 26,273

8,986 8,901 8,587 8,123

9,243 9,455 9,759 9,519 3.0%

65歳～74歳 4,687 4,410 3,978 2,787

75歳以上 4,556 5,045 5,781 6,732 47.8%

33.4% 34.3% 36.0% 36.2%

16.5% 18.3% 21.3% 25.6%

37,037 37,332 37,309 37,053

12,356 12,049 11,661 11,096

9,622 10,550 11,715 12,491 29.8%

65歳～74歳 6,291 6,491 6,595 5,863

75歳以上 3,331 4,059 5,120 6,628 99.0%

26.0% 28.3% 31.4% 33.7%

9.0% 10.9% 13.7% 17.9%

22,064 22,231 22,197 22,013

7,479 7,477 7,435 7,415

5,642 5,984 6,424 6,599 17.0%

65歳～74歳 3,307 3,218 3,062 2,411

75歳以上 2,335 2,766 3,362 4,188 79.4%

25.6% 26.9% 28.9% 30.0%

10.6% 12.4% 15.1% 19.0%

37,743 38,277 38,965 39,852

13,142 13,329 13,530 13,948

9,197 9,742 10,514 10,855 18.0%

65歳～74歳 5,075 5,050 5,047 4,361

75歳以上 4,122 4,692 5,467 6,494 57.5%

24.4% 25.5% 27.0% 27.2%

10.9% 12.3% 14.0% 16.3%

（単位：人）

馬橋地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

馬橋西地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

新松戸地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

小金原地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

小金地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率
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◇ （参考）日常生活圏域別の住民基本台帳人口の実績・推計 

 

 

 

 

 

 

  

平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒37年
の増加率

54,539 55,101 55,641 56,190

19,498 19,795 20,149 20,863

11,856 12,362 13,228 13,600 14.7%

65歳～74歳 6,637 6,516 6,351 5,342

75歳以上 5,219 5,846 6,877 8,258 58.2%

21.7% 22.4% 23.8% 24.2%

9.6% 10.6% 12.4% 14.7%

29,923 30,179 30,170 29,977

10,097 10,214 10,367 10,685

7,815 8,067 8,426 8,421 7.8%

65歳～74歳 4,581 4,253 3,740 2,518

75歳以上 3,234 3,814 4,686 5,903 82.5%

26.1% 26.7% 27.9% 28.1%

10.8% 12.6% 15.5% 19.7%

26,249 26,689 26,873 27,015

9,312 9,458 9,509 9,652

5,489 5,737 6,039 6,074 10.7%

65歳～74歳 3,089 3,026 2,834 2,204

75歳以上 2,400 2,711 3,205 3,871 61.3%

20.9% 21.5% 22.5% 22.5%

9.1% 10.2% 11.9% 14.3%

24,295 24,730 24,807 24,787

8,718 8,852 8,796 8,760

4,829 5,026 5,276 5,251 8.7%

65歳～74歳 2,723 2,690 2,676 2,334

75歳以上 2,106 2,336 2,600 2,917 38.5%

19.9% 20.3% 21.3% 21.2%

8.7% 9.4% 10.5% 11.8%

19,095 19,224 19,222 19,105

6,359 6,415 6,372 6,340

5,061 5,171 5,467 5,536 9.4%

65歳～74歳 2,694 2,545 2,441 1,993

75歳以上 2,367 2,626 3,026 3,544 49.7%

26.5% 26.9% 28.4% 29.0%

12.4% 13.7% 15.7% 18.5%

（単位：人）

明第１地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

明第２西地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

明第２東地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

本庁地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

矢切地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率



18 
 

 

 

 

 

 

 

  

平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒37年
の増加率

45,460 47,428 50,307 54,685

15,476 16,328 17,494 19,530

9,108 9,772 10,723 11,434 25.5%

65歳～74歳 5,236 5,177 5,056 4,267

75歳以上 3,872 4,595 5,667 7,167 85.1%

20.0% 20.6% 21.3% 20.9%

8.5% 9.7% 11.3% 13.1%

52,920 52,905 52,685 52,018

18,538 18,613 18,694 18,950

13,492 14,070 15,067 15,530 15.1%

65歳～74歳 7,238 7,106 6,914 5,796

75歳以上 6,254 6,964 8,153 9,734 55.6%

25.5% 26.6% 28.6% 29.9%

11.8% 13.2% 15.5% 18.7%

7,759 7,408 6,807 5,789

2,521 2,308 2,058 1,658

3,463 3,557 3,623 3,486 0.7%

65歳～74歳 1,813 1,727 1,496 969

75歳以上 1,650 1,830 2,127 2,517 52.5%

44.6% 48.0% 53.2% 60.2%

21.3% 24.7% 31.2% 43.5%

35,120 35,239 35,202 34,937

11,888 12,100 12,357 12,861

9,260 9,553 10,038 10,085 8.9%

65歳～74歳 5,193 4,937 4,583 3,499

75歳以上 4,067 4,616 5,455 6,586 61.9%

26.4% 27.1% 28.5% 28.9%

11.6% 13.1% 15.5% 18.9%

24,596 24,298 23,601 22,333

8,985 8,875 8,639 8,307

5,654 6,051 6,605 6,965 23.2%

65歳～74歳 3,407 3,415 3,381 2,925

75歳以上 2,247 2,636 3,224 4,040 79.8%

23.0% 24.9% 28.0% 31.2%

9.1% 10.8% 13.7% 18.1%

東部地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

常盤平地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

常盤平団地地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

五香松飛台地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

六実六高台地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

（単位：人）
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※ 各年 10 月 1 日時点。 

※ 平成 27・29 年は、日常生活圏域ごとの住民基本台帳人口の実績 

※ 平成 32・37 年は、日常生活圏域別の常住人口（総数・年齢階級別）の推計値に、各年におけ

る松戸市全体の住民基本台帳人口・常住人口の比率（総数・年齢階級別）を乗ずる形で算出。 

平成27年
（2015年）

平成29年
（2017年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

平成27年⇒37年
の増加率

43,219 43,793 44,054 44,218

15,037 15,096 15,119 15,256

10,204 10,724 11,376 11,537 13.1%

65歳～74歳 5,707 5,719 5,558 4,649

75歳以上 4,497 5,005 5,818 6,888 53.2%

23.6% 24.5% 25.8% 26.1%

10.4% 11.4% 13.2% 15.6%

28,016 27,907 27,463 26,580

9,040 8,936 8,620 8,154

8,820 8,948 9,206 8,992 2.0%

65歳～74歳 4,467 4,172 3,734 2,626

75歳以上 4,353 4,776 5,472 6,366 46.3%

31.5% 32.1% 33.5% 33.8%

15.5% 17.1% 19.9% 24.0%

37,473 37,768 37,744 37,485

12,430 12,096 11,706 11,138

9,178 9,984 11,036 11,792 28.5%

65歳～74歳 5,996 6,141 6,191 5,524

75歳以上 3,182 3,843 4,846 6,268 97.0%

24.5% 26.4% 29.2% 31.5%

8.5% 10.2% 12.8% 16.7%

22,324 22,490 22,456 22,270

7,524 7,506 7,464 7,443

5,383 5,664 6,056 6,232 15.8%

65歳～74歳 3,152 3,045 2,874 2,271

75歳以上 2,231 2,619 3,182 3,961 77.5%

24.1% 25.2% 27.0% 28.0%

10.0% 11.6% 14.2% 17.8%

38,188 38,724 39,420 40,317

13,221 13,381 13,582 14,001

8,775 9,220 9,912 10,250 16.8%

65歳～74歳 4,837 4,778 4,737 4,109

75歳以上 3,938 4,442 5,174 6,141 56.0%

23.0% 23.8% 25.1% 25.4%

10.3% 11.5% 13.1% 15.2%

（単位：人）

75歳以上人口比率

小金原地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

小金地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

新松戸地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

75歳以上人口比率

馬橋西地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率

75歳以上人口比率

馬橋地区

総人口

40～64歳

65歳以上

高齢化率
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第２節 要介護者数等の現況と将来推計 

 

 第１節の人口推計や厚生労働省の『地域包括ケア「見える化」システム』等を用い

て、要介護者・要支援者の現況と将来推計をまとめると、次ページの表のとおりとな

ります。 

要介護者・要支援者の総数は、平成 29 年度は 19,868 人となっていますが、今後も、

高齢化の進展に伴って増加が見込まれており、平成 32 年度には 23,330 人に、平成 37

年度（2025 年度）には 28,054 人になる見込みです。65 歳以上人口に対する要介護・

要支援認定率は、平成 29 年度は 16.0％ですが、介護の必要性が高まる 75 歳以上人口

の増加に伴って、今後、上昇するものと推計され、平成 32 年度には 17.7％、平成 37

年度（2025 年度）には 20.8％に上昇するものと推計されます。 

 なお、本計画に基づき、自立支援及び介護予防・重度化防止に資する取組みを推進

していきますが、その結果、仮に、平成 37 年度において、平成 29 年度からの要介護

者・要支援者の増加数が１割程度抑制等された場合、要介護者・要支援者の総数は

27,124 人に、65 歳以上人口に対する要介護・要支援認定率は 20.1％になるものと推計

されます。 
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◇ 要介護者・要支援者の現況と将来推計   

 

 

  

※ 各年 10 月１日時点 

※ 平成 27 年度・28 年度・29 年度は、介護保険事業状況報告のデータ 

※ 平成 27 年度は年報、平成 28 年度・29 年度は月報 

※ 平成 30 年度から平成 32 年度・平成 37 年度の第１号被保険者＊の要介護者・要支援者数は 75

歳以上人口比率の伸び率の推計値を用いて推計、第２号被保険者＊の要介護者・要支援者数は厚

生労働省の『地域包括ケア「見える化」システム』により推計 

※ 介護保険の被保険者数は住民基本台帳人口に近い数値となることから、人口データは、第１節

の住民基本台帳人口の推計結果を用いている 

※ 平成 37 年度の参考値は、仮に、平成 37 年度において、平成 29 年度からの要介護者・要支援

者の増加数が１割程度抑制等された場合の粗い試算 

※ 推計値については、端数処理のため、合計値が一致しないことがある 

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

（参考）
平成37年

【仮に施策効果が

発現した場合の粗

い試算】

18,479 19,205 19,868 21,011 22,171 23,330 28,054 27,124

15.6% 15.8% 16.0% 16.6% 17.1% 17.7% 20.8% 20.1%

1,971 2,089 2,367 2,500 2,643 2,786 3,285 3,181

2,463 2,494 2,750 2,893 3,044 3,197 3,760 3,641

2,865 3,034 3,335 3,553 3,768 3,985 4,800 4,643

4,344 4,367 4,246 4,473 4,697 4,917 5,890 5,694

2,725 2,914 2,949 3,120 3,297 3,471 4,230 4,086

2,264 2,422 2,391 2,540 2,687 2,836 3,500 3,378

1,847 1,885 1,830 1,932 2,035 2,138 2,589 2,502

要介護者・要
支援者数

17,815 18,520 19,169 20,314 21,455 22,595 27,293 26,363

住基人口総数 118,387 121,589 123,906 126,621 129,346 132,078 135,187 135,187

認定率 15.0% 15.2% 15.5% 16.0% 16.6% 17.1% 20.2% 19.5%

要介護者・要
支援者数

2,881 2,911 2,837 2,840 2,837 2,835 2,251 2,192

住基人口総数 66,770 66,358 65,247 64,356 63,464 62,566 51,026 51,026

認定率 4.3% 4.4% 4.3% 4.4% 4.5% 4.5% 4.4% 4.3%

要介護者・要
支援者数

14,934 15,609 16,332 17,474 18,618 19,760 25,042 24,171

住基人口総数 51,617 55,231 58,659 62,265 65,882 69,512 84,161 84,161

認定率 28.9% 28.3% 27.8% 28.1% 28.3% 28.4% 29.8% 28.7%

要介護者・要
支援者数

664 685 699 697 716 735 761 761

住基人口総数 168,644 169,291 169,973 170,290 170,608 170,926 188,919 188,919

認定率 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4%

要介護１

（単位：人）

要介護者・要支援者総数

６５歳以上に対する認定率

要支援１

要支援２

後期
高齢者
（７５歳
以上）

第２号被
保険者
（４０～
６４歳）

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

第１号被
保険者
（６５歳
以上）

前期
高齢者

（６５歳～
７４歳）
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◇（参考）事業対象者＊の現況と将来推計   

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 各年 10 月１日時点 

※ 平成 27 年度・28 年度・29 年度は、高齢者支援課調べ。 

※ 平成 30 年度以降は、前ページの表における各年度の要介護者・要支援者総数と同様の比率

で増加していくものとして推計。 

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成37年

553 1,110 1,156 1,223 1,290 1,357 1,632

（単位：人）
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第３節 高齢者のいる世帯の現況と将来推計 

 

 国勢調査の結果及び第１節における人口推計の結果等に基づき、本市における総世

帯数及び高齢者のいる世帯数の現況と粗い将来推計をまとめると、以下の表のように

なります。 

 高齢化の進展に伴って、高齢者のいる世帯数は増加傾向にあり、平成 27 年の 81,062

世帯（総世帯数に占める割合 37.6％）から、平成 32 年の 91,526 世帯（同 41.8％）、

平成 37 年の 93,523 世帯（同 42.6％）へと増加するものと推計されます。 

 従前から、高齢者のいる世帯の中でも、高齢者夫婦世帯及び高齢者単身世帯（１人

暮らし高齢者）の増加が大きくなっていますが、特に、今後は、高齢者単身世帯の増

加が大きくなると予想されています。具体的には、平成 27 年現在の 25,317 世帯（総

世帯数に占める割合 11.7％）から、平成 32 年には 31,037 世帯（同 14.2％）、平成 37

年には 34,220 世帯（同 15.6％）へと増加すると推計されており、平成 27 年から平成

37 年にかけて約 35％増加するものと見込まれます。  

 

◇ 松戸市における総世帯数・高齢者のいる世帯数の現況と粗い将来推計 

 

  

※ 高齢者夫婦世帯とは、夫婦とも 65 歳以上の世帯 

※ 総世帯数は、施設世帯などを含む 

※ 平成 12 年～27 年は、国勢調査（各年 10 月１日現在）の結果 

※ 平成 32 年・37 年は、平成 27 年の国勢調査結果及び第１節の人口推計結果を用いて、総人口

又は高齢者数に占める当該世帯数の比率が平成 27 年と同一であるものとして推計。ただし、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2014 年 4 月推

計）における千葉県データから、平成 27 年以降も大幅な増加が予想される高齢者単身世帯に

ついては、平成 12 年～27 年と同程度、高齢者数に占める当該世帯数が増加するものとして推

計。 

平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 平成３２年 平成３７年

182,703 192,962 209,570 215,627 218,858 219,411

40,817 53,491 67,615 81,062 91,526 93,523

22.3% 27.7% 32.3% 37.6% 41.8% 42.6%

世帯数 8,149 12,066 17,234 20,916 23,616 24,131

総世帯数に占
める割合

4.5% 6.3% 8.2% 9.7% 10.8% 11.0%

世帯数 8,609 12,603 17,470 25,317 31,037 34,220

総世帯数に占
める割合

4.7% 6.5% 8.3% 11.7% 14.2% 15.6%

（単位：世帯）

総世帯数

国勢調査結果 粗い推計

高齢者
のいる
世帯

世帯数

総世帯数に占める割合

高齢者夫婦
世帯

高齢者単身
世帯（１人暮
らし高齢者）
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第４節 認知症の人の数の現況と将来推計 

 

国の「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」（平成 27 年 1 月 26 日）にお

いて示された推計方法を活用して、本市における認知症の人等の数を粗く推計すると、

以下の表のようになります。 

本市における認知症の人の数は、平成 27 年時点で 1.9～2.0 万人と推計されますが、

高齢化の進展に伴って増加し、平成 32 年には 2.4～2.5 万人に、平成 37 年には 2.7～

2.9 万人になると推計されます。この結果、認知症の人は、平成 27 年から 37 年にかけ

て、約 40～50％増と大幅な増加が見込まれます。 

あわせて、認知症の人の数の推計に基づき、健常と認知症との中間の状態である軽

度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment)の人の数を粗く推計すると、平成 27

年の 1.7 万人から、平成 32 年には 2.1～2.2 万人に、平成 37 年には 2.4～2.6 万人に

と、大幅な増加が見込まれます。 

◇ 松戸市における認知症の人等の数の粗い推計 

 平成 27 年 

（2015 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

認知症の人の数 1.9～2.0 万人 2.4～2.5 万人 2.7～2.9 万人 

MCI の人の数 1.7 万人 2.1～2.2 万人 2.4～2.6 万人 

 

◇ 認知症の有病率と松戸市における認知症の人の数の粗い推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料出所） 

・「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成 26 年度厚生労働科学研究

費補助金特別研究事業、研究代表者：九州大学二宮利治教授） 

・「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」（厚生労働科学研究費補助金

（認知症対策総合研究事業）、研究代表者：筑波大学朝田隆教授） 

平成27年
（2015年）

平成32年
（2020年）

平成37年
（2025年）

124,080 140,097 143,154

認知症の人の数 19,481 24,097 27,199

有病率 15.7% 17.2% 19.0%

認知症の人の数 19,853 25,217 29,490

有病率 16.0% 18.0% 20.6%

（単位：人）

各年齢層の認知症有病率
が、2012年以降一定の場
合

各年齢層の認知症有病率
が、2012年以降も糖尿病
有病率の増加により上昇
する場合

高齢者数（65歳以上）
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第５節 医療需要の現況と将来推計 

 

 平成 26 年に成立した「医療介護総合確保推進法」により、平成 27 年４月より、都

道府県は「地域医療構想」を策定しなければならないこととされました。地域医療構

想は、2025 年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに 2025 年

の医療需要と病床の必要量を推計し、定めるものです。 

 千葉県においては、平成 28 年 3 月に地域医療構想が策定され、東葛北部区域（松戸

市、野田市、柏市、流山市、我孫子市）における将来の必要病床数と在宅医療等の必

要量が定められました。松戸市介護保険運営協議会において、地域医療構想で定めら

れた数値に基づき、本市における在宅医療等の需要（患者数）の推移を粗く推計した

ところ、2013 年から 2025 年にかけて、3,875 人／日から 6,785 人／日へと、在宅医療

等の需要が 75.1％の大幅な増加になるものと推計されました。 

 

◇ 松戸市における医療需要の粗い推計 

 
2013 年 

（人／日） 

2025 年 

（人／日） 

2013 年⇒2025 年の変化 

増加数 

（人／日） 
増加率 

入院患者数 2,470 3,494 1,024 41.5％

在宅医療等の需要 

（患者数） 
3,875 6,786 2,911 75.1％

 

※ 在宅医療等とは、厚生労働省の地域医療構想ガイドラインにおいては、「居宅、特別養護老人

ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養

生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供される医

療を指し、現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定」することとさ

れている。 

※ 推計は、地域医療構想で定められた東葛北部区域の入院患者数・在宅医療等の需要（患者数）

を、５市間の総人口比で按分することにより算出している。 

 

資料出所： 

・千葉県「千葉県保健医療計画（地域医療構想・基準病床数・評価指標）」（平成 28 年３月） 

・千葉県「千葉県年齢別・町丁字別人口（平成 25 年度）」 

・国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）」 
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第３章 計画のビジョンと重点施策 
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第１節 計画のビジョン 

 

１．松戸市総合戦略の基本目標と市民の希望 

⑴ 松戸市総合戦略における基本目標といきいき安心プランⅥまつどとの関係 

「松戸市総合戦略（平成 27～31 年度）」は、「少子高齢化に対応する、特色ある自立

した都市～多世代がともにいきいきと暮らすことができるまち～」という本市の将来

像に向けて重点的に取り組むための基本目標・具体的な施策をまとめたものです。『い

きいき安心プランⅥまつど』では、松戸市総合戦略における以下の基本目標を実現す

る観点から、具体的内容を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 介護サービスについての市民の希望 

今後、高齢化の進展に伴って、75 歳以上の後期高齢者が増加し、介護サービスを必

要とする高齢者が増大するとともに、介護保険料など、サービス提供を支えるための

費用負担も増大していくことが予想されます。 

こうした中で、市民アンケート調査によれば、今後の介護サービスと介護保険料な

どの費用負担について、以下のような意向が示されています。 

まず、介護が必要になった場合に、どのような介護を望むかについては、一般高齢

者（介護保険の要支援・要介護認定や事業対象者の特定を受けていない 65 歳以上の高

齢者）では、約 65％が自宅での介護を希望しています。また、自宅での介護を希望す

る中でも、家族介護に依存せずに生活できる介護サービスの充実を求める意見も多く

（25.1％）、単身・重度者への対応や家族介護負担の軽減に資する在宅サービスの充実

が求められていると考えられます（次ページのグラフ参照）。 

次に、介護サービスと保険料の関係について、どう考えるかについては、一般高齢

者では、以下の表のように、「保険料負担の引上げ幅を抑えるため、介護に関する希望

を可能な限り実現しつつ、費用負担を軽減する対策も講じる」が最も多く、42.1％と

なっています。つまり、高齢化の進展に伴う保険料の引上げは許容した上で、引上げ

幅を抑えるために、介護に関する希望を可能な限り実現しつつ、費用負担の軽減策を

講じるべきとする意見が最も多くなっています（次ページのグラフ参照）。 

このように、市民アンケートの結果によれば、「可能な限り、住み慣れた自宅や地域

で生活し続けたい」、「介護に関する希望を可能な限り実現しつつ、費用負担の軽減策

を講じるべき」とする意見が多くなっています。  

【松戸市総合戦略の基本目標２】 

高齢者がいつまでも元気に暮らせるまちづくり 

１ 高齢になっても健康で暮らすことができるまち 

２ 医療や介護が必要になっても安心して暮らすことができるまち 
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◇ 一般高齢者の介護に関する希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 一般高齢者の介護サービスと保険料の関係に関する意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⼀般⾼齢者の介護サービスと保険料の関係に関する意向
（介護サービスと、サービスを⽀える保険料の関係について、あなたはどう考えますか？）

資料出所：松戸市「いきいき安心プランⅥ策定のための市民アンケート調査結果（一般高齢者調査（JAGES調査））」

22.9%

4.8%

42.1%

4.9%

16.3%

8.9%

１．現在のサービス水準を維持するために
必要な保険料引上げであれば、やむを得な
い

２．現在以上にサービスを充実するために、
１．よりもさらに保険料負担が引き上げられ
てもやむを得ない

３．保険料負担の引上げを１．よりも抑える
ため、介護に関する希望を実現しつつ、費
用負担を軽減する対策も講じる。

４．保険料を現状程度に維持することが重要
であり、サービスが削減されても構わない。

５．わからない

６．無回答

10.2%

29.7%

25.1%

9.0%

9.9%

4.1%

1.8%
10.0%

１．自宅で家族中心に介護を受けたい

２．自宅で家族と外部の介護サービスを
組み合わせて介護を受けたい

３．家族に頼らずに生活できる介護サー
ビスがあれば自宅で介護を受けたい

４．ケア付き高齢者住宅などに住み替え
て介護を受けたい

５．特別養護老人ホームなどの施設で介
護を受けたい

６．医療機関に入院して介護を受けたい

７．その他

８．無回答

⼀般⾼齢者の介護に関する希望
（あなたが介護が必要になった場合、どのような介護を望みますか？）

資料出所：松戸市「いきいき安心プランⅥ策定のための市民アンケート調査結果（一般高齢者調査（JAGES調査））」

：⾃宅での介護を希望（合計 約65％）
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２．計画が目指すビジョン（将来像）：地域包括ケアシステムの深化・推進 

松戸市総合戦略における基本目標や、「可能な限り、住み慣れた自宅や地域で生活し

続けたい」という多くの市民の希望を実現するため、本計画が目指すビジョン（将来

像）は「地域包括ケアシステムの深化・推進」とします。 

地域包括ケアシステムとは、重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けられるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支

援を一体的に提供するシステムです。こうしたシステムが十分に構築されれば、以下

の図のように、それぞれの高齢者のニーズに応じて、住み慣れた地域で暮らし続ける

ためのサービスが提供されることとなります。 

本市においては、平成 24 年度から、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みを

開始し、順次、取組みの強化を図ってきました。今後の高齢化の進展に向けて対応力

を強化するとともに、これまでの取組みから把握された課題を解決するため、今期計

画期間（平成 30 年度～32 年度）においては、地域包括ケアシステムの深化・推進を図

るための施策を、計画的かつ総合的に講じていきます。 

なお、「介護に関する希望を可能な限り実現しつつ、費用負担の軽減策を講じるべき」

という多くの市民の希望を踏まえて、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取

組みの推進とともに、利用状況とニーズを踏まえたサービス整備や、介護予防・重度

化防止に向けた取組みの推進など、効果的・効率的なサービス提供を図っていきます。 

◇ 地域包括ケアシステムの概要 
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３．ビジョン実現に向けた施策の検討方法 

⑴ アンケート結果や関係会議の成果に基づく実効性ある施策の立案 

本計画においては、「地域包括ケアシステムの深化・推進」というビジョンの実現に

向けて、アンケート結果や関係会議の成果に基づき、具体的施策の検討を行いました。 

具体的には、前期計画までと同様、計画策定のための市民等へのアンケート調査の

結果、松戸市高齢者保健福祉推進会議における議論、同会議及び松戸市介護保険運営

協議会における前期計画（平成 27～29 年度）の進捗状況の点検結果、国における介護

保険制度改正の内容等を、計画の具体的内容に反映しています。 

これに加えて、本計画では、地域ケア会議＊の議論や、松戸市介護保険運営協議会に

おける給付分析の内容も計画策定に反映しました。 

本市における地域ケア会議は、個別事例レベル・日常生活圏域レベル・市レベルの

三層構造の会議で構成されています。それぞれの会議は、可能な限り、自らの会議で

の議論を通じて、個別事例や地域の課題の解決を図りますが、自らの会議で解決でき

ない課題については、上位の会議につなげることで、課題の解決を推進しています。

こうした三層構造の地域ケア会議の連携の中で、松戸市地域ケア会議において、日常

生活圏域（15 地区）における課題や個別事例から、中長期の課題と方向性がとりまと

められました（※１）。地域の課題や議論に即した計画の策定を進める観点から、この

地域ケア会議におけるとりまとめの内容を、本計画の具体的内容に反映していきます。 

また、平成 29 年の介護保険制度改正においては、保険者機能の強化の観点から、デ

ータに基づく課題分析を行い、分析結果を計画策定に反映させていくことが求められ

ています。こうした点に対応するため、松戸市介護保険運営協議会において、保険給

付についての総合的な実績把握と分析が行われました（※２）。データ分析に基づく実

効性ある施策の立案を図るため、この介護保険運営協議会における給付分析の内容も

計画に反映していきます。 

このように、従前から計画に反映していたアンケート調査の結果や前期計画の進捗

状況の点検結果等のほか、新たに、地域ケア会議の議論や介護保険運営協議会におけ

る給付分析の結果も計画に反映することによって、地域包括ケアシステムの深化・推

進に向けた実効性ある施策の立案を行いました。 

 

※１ 「地域ケア会議の議論から把握された中長期の課題と方向性」（平成 29 年度第１回松

戸市地域ケア会議とりまとめ） 

※２ 「地域マネジメントの推進に向けた給付分析」（平成 29 年度第２回松戸市介護保険運

営協議会とりまとめ）  
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⑵ ６つの重点施策の積極的な推進 

⑴に記載の検討の結果を踏まえて、以下のとおり、本計画における６つの重点施策

を定めました。これらの重点施策の積極的な推進を通じて、地域包括ケアシステムの

深化・推進に向けた取組を効果的・効率的に推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 松戸市地域ケア会議の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【６つの重点施策】 

１ 住み慣れた地域で暮らし続けるための介護サービスの充実 

２ 在宅医療・介護連携の強化 

３ 介護予防・生活支援の推進 

４ 認知症対策の充実 

５ 地域共生社会に向けた取組の推進 

６ 介護人材の確保・育成・定着  

松⼾市地域ケア会議の役割（イメージ図）
市地域ケア会議（市レベル）

◎役 割 ：市レベルの課題の解決
・地域レベルでは解決できない課題
・市全体で対応すべき課題

◎メンバー：関係団体・機関の代表等
◎事務局 ：松⼾市（⾼齢者⽀援課）
◎開催回数：年２回程度

地域包括ケア推進会議（地域レベル）
◎役 割 ：地域レベルの課題の解決

・個別事例の検討から把握された課題
・地域の専⾨職・関係者が把握した課題

◎メンバー：地域の専⾨職・関係者
地域包括⽀援センター（事務局）

◎開催回数：年２回程度

解決
・関係団体・機関等での取組
・⾏政による対応
・他の会議等への提⾔

地域個別ケア会議（地域レベル）
◎役 割 ：個別事例（困難事例等）の課題の解決

専⾨職への職務を通じたトレーニング（OJT）
◎メンバー：個別事例に関係する幅広い地域の専⾨職（医療・介

護関係者以外も含む）など
地域包括⽀援センター（事務局）

◎開催回数：年４〜６回程度

地域レベルでは解決できない
課題

個別事例の検討から把握され
た地域レベルの課題

※ 地域包括ケア推進会議・地域個別ケア会議は、⾼齢者⽀援連絡会との連携など、地域の実情に応じて開催。

解決
・地域の専⾨職・関係者によ
る取組

解決
・個別事例（困難事例等）へ
の対応

・専⾨職の能⼒向上
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第２節 計画の重点施策 

 ※ この節では、６つの重点施策に関する第４章（計画事項）の記載を要約や図

示することで、重点施策の概要を記載しています。 

 

１．住み慣れた地域で暮らし続けるための介護サービスの充実 

⑴ 重度者向け在宅サービスの整備・普及   

市民アンケート調査の結果で示されたように、多くの市民は、要介護状態になって

も、住み慣れた自宅で生活し続けることを希望しています。こうした希望を実現する

ためには、利用者のニーズに応じた柔軟かつ多様なサービスの提供、日中・夜間を通

じた 24 時間対応、医療ニーズへの対応などが可能な在宅サービスの整備を図ることが

重要です。 

このため、小規模多機能サービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型

居宅介護）や定期巡回・随時対応サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）の

整備・普及を推進していきます。 

小規模多機能サービスとは、次ページ図のとおり、①住み慣れた身近な地域で、②

なじみの職員によって、③利用者のニーズや希望に応じて「通い」「泊まり」「訪問介

護」「訪問看護（看護小規模多機能型居宅介護のみ）」を柔軟に組み合わせて提供する

サービスであり、重度や認知症の方など要介護者の在宅生活を支えるために有効なサ

ービスです。あわせて、要介護者の主たる介護者へのアンケート調査の結果によれば、

仕事と介護の両立支援のために必要なサービスとして「必要なときにいつでも利用で

きるサービスの充実」を求める回答が最も多く、「ショートステイなど、休息のための

サービスの充実」や「早朝や夜間も対応できるデイサービスの充実」との回答も多く

なっており、小規模多機能サービスの積極的な整備は、家族介護負担の軽減にも資す

るものと考えられます。このため、今期（平成 30 年度～32 年度）を重点整備期間と位

置づけ、全ての日常生活圏域への整備など、小規模多機能サービスの積極的な整備と

普及を図ります。なお、重度者への対応を充実する観点から、医療ニーズへの対応力

の強い看護小規模多機能型居宅介護を優先的に整備していきます。 

定期巡回・随時対応サービスとは、次ページ図のとおり、①日中・夜間を通じて、

②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回型訪問と随時対応を行うサービス

です。こうしたサービスの特長から、定期巡回・随時対応サービスは、単身・重度の

方を始めとした要介護者の在宅生活を 24 時間支えるのに効果的なサービスであるため、

定期巡回・随時対応サービスの整備・普及を推進していきます。 
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◇ 小規模多機能サービス（小規模多機能、看護小規模多機能）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 定期巡回・随時対応サービスの概要 
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⑵ 利用状況とニーズを踏まえた施設・居住系サービスの整備 

施設・居住系サービス＊については、高齢化の進展に伴うニーズの増大とともに、サ

ービスの利用状況を踏まえつつ、整備の在り方を検討していきます。 

具体的には、松戸市介護保険運営協議会における給付分析によれば、介護老人保健

施設＊、介護療養型医療施設＊、特定施設入居者生活介護＊、軽費老人ホーム＊・住宅型

有料老人ホーム＊及びサービス付き高齢者向け住宅＊については、空床（未利用）が相

当程度あるとともに、市外利用率が高くなっており、現時点で、供給が需要を上回っ

ていると考えられます。また、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）＊については、

900 人程度の待機者が存在していますが、他の施設・居住系サービスに入居しながら待

機している人も多く、また、アンケート調査や基準に基づく試算から、特別養護老人

ホームへの早期入所の必要性が高い待機者は、概ね２割から３割と考えられます。さ

らに、施設・居住系サービスについては、前期計画期間（平成 27～29 年度）において

積極的な整備が図られたところであるとともに、今後も、サービス付き高齢者向け住

宅の整備が進むものと予想されています。 

上記のような状況を総合的に勘案して、施設・居住系サービスについては、利用状

況とニーズを踏まえた整備を図っていきます。 

◇ 施設・居住系、重度者向け在宅サービスの給付分析のまとめ（イメージ図） 

  

 

 

 

 

  

小多機
173

施設・居住系、重度者向け在宅サービスの給付分析のまとめ（イメージ図）

整
備
済
・
整
備
予
定

待
機
者

定員
1,096

利用率：
92.1％

市外利用：
33.5％

空床
うち87

100
（30年3月）

⽼健施設

定員114 

空床 うち4

介護療養

定員
2,365

利用率：
89.8％

市外利用：
57.1％

空床
うち241 

特定施設⼊居者
⽣活介護

定員
1,031

利用率：
86.3％

市外利用：
31.3％

空床
うち141 

軽費・
住宅型有料

定員
735

利用率：
72.8％

市外利用：
33.6％

空床
うち202 

サ⾼住

定員
628

利用率：
94.1％

市外利用：
1.4％

空床 うち37  

18

グループ
ホーム

18
（29年６月）

（29年度中）

待機者 37

定員
1,612

利用率：
92.4％

市外利用：
7.0％

空床
うち114

100
（30年3月）

100
（31年3月）

待機者
925

特養
(地域密着含む)

緊
急
度
の
⾼
い
待
機
者
か
ら
特
養
⼊
所

緊急度高
の待機者
うち251

看多機
73

重度者向け
在宅サービス

定巡 40

※特養待機者（925人）のうち、
・ 231人は老健施設入所者
・ 141人はグループホーム・有料・軽費・
サ高住・他の特養の入居者

※サ高住は、
2020年度まで
に、約50％増
加する見込
み。

※2014年度末の合
計139から286へ
と約２年で大幅に
増加。

※在宅医療の需要
は、2013年から
2025年にかけ
て、約75％増加
する見込み。

（資料出所）平成29年度第２回松戸市介護保険運営協議会資料８

利用率：96.5％
市外利用：46.4％
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⑶ 介護サービスの整備目標 

⑴・⑵の内容から、今期計画期間（平成 30～32 年度）における重度者向け在宅サー

ビス、施設・居住系サービス等の整備目標を、以下の表のとおり、定めます。 

 

◇ 介護サービスの整備目標 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「１．住み慣れた地域で暮らし続けるための介護サービスの充実」の詳細な内

容は、第４章第２節で記載しています（60～66 ページ）。 

  

介護サービスの整備⽬標
３０年度 ３１年度 ３２年度 7期合計 考え方

介護老人福祉施設（特別養護老
人ホーム）

100床
（決定済）

増床
80床以内

（※）
180床以内

・待機者（約900人）の概ね２～３割が早期入所の必
要性が高いと想定。

・別途、30年３月には、特養100床整備予定。
・地域密着特養の場合、原則、市民のみ入所できる

とともに、圏域整備が行いやすい。
※：原則、既存施設（複数）の増床で対応。

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護（地域密着型
特別養護老人ホーム）

29床 29床

介護老人保健施設 ０床
・利用状況（利用率、市外利用）を考慮。
・別途、30年３月には、100床整備予定。

特定施設入居者生活介護 ０床 ・利用状況（利用率、市外利用）を考慮。

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

18床 18床
・需給均衡しており、高齢化の進展による自然増に

対応。
・整備率の低い圏域での整備を優先

小規模多機能型居宅介護
又は
看護小規模多機能型居宅介護

２か所 ３か所 ３か所 ８か所

・第７期を集中整備期間と位置づけ積極整備。
・市内全圏域に小規模多機能又は看護多機能を整

備。
・医療ニーズへの対応力が強い看護多機能の整備

を優先。

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

１か所 １か所 １か所 ３か所
・積極的に整備し、市内のどこへでも、概ね20分程

度で訪問できる体制の整備を目指す。

地域密着型通所介護 ０か所

・小規模多機能等の普及を図るとともに、地域密着
型通所介護自体は需要に比して供給が多いため、
改正介護保険法に基づき、圏域の整備状況や機
能を勘案しつつ、新規整備（出張所も含む）を規制
（認知症対応型通所介護・療養通所介護は除く）。

※広域型通所介護の整備については、千葉県に市町村協議を求める。
※総合事業従前相当サービスの通所型の新規指定は、原則、行わない。
※介護医療院については、既存の介護療養型医療施設からの転換を除き、７期中の新規整備は行わない。（なお、介護療養型医療施設

については、事業者の転換方針が未定であるため、現時点では、介護医療院等の他の施設への転換は見込んでいない）
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２．在宅医療・介護連携の強化 

⑴ 在宅医療・介護連携支援センターの創設 

 要介護者の多くは慢性疾患＊を抱えているため、高齢者が重度な要介護状態になって

も、住み慣れた地域で生活し続けるためには、訪問診療などを提供する在宅医療が必

要であるとともに、在宅医療と在宅介護の緊密な連携が必要です。 

 本市では、前期計画期間（平成 27 年度～29 年度）より、松戸市医師会への委託等を

通じて、介護保険法に基づく在宅医療・介護連携推進事業を実施し、相談窓口、在宅

医療・介護関係者の連携推進、在宅医療・病院の連携推進、研修・情報共有支援、地

域住民への普及に関する取組みを進めてきました。 

 その一方で、第２章第５節の推計のとおり、2013 年から 2025 年にかけて、本市にお

ける在宅医療の需要（患者数）は約 75％の大幅な増加となっており、在宅医療・介護

連携の一層の強化が必要になっています。また、地域ケア会議で指摘されているよう

に、在宅医療・介護連携推進事業の機能充実のためには、地域に幅広く存在する医療

関連の相談事例への対応を強化するとともに、在宅医療・介護連携推進のための取組

みを具体的に運用し、充実させていく専門的な執行機能が必要になっています。 

このため、平成 30 年４月より、松戸市医師会への委託を通じて、在宅医療・介護連

携支援センターを設置し、在宅医療・介護連携推進のための専門的な相談機能・執行

機能の強化を図ります（次ページ図参照）。 

 

⑵ 在宅医療・介護連携推進事業の充実 

在宅医療・介護連携支援センターの創設を通じて、在宅医療・介護連携推進事業の

機能の充実を図っていきます。 

具体的には、在宅医療・介護連携支援センターにおいては、地域包括支援センター＊・

ケアマネジャー等への医療連携関係の相談支援を幅広く展開するとともに、地域に存

在する医療関連の困難事例等の解決に向けて、圏域担当の医師がアウトリーチ＊（訪問

支援）等を行う地域サポート医制度の充実を図っていきます（次ページ図参照）。 

また、在宅医療・介護連携の体制強化のため、在宅医療・介護連携支援センターに

おいて、在宅医療に新規参入する開業医への支援、退院支援推進のための在宅医と病

院医師の連携体制の構築、在宅医と他職種間の連携ルールの作成・運用、家族の休息

のためのレスパイト入院＊の受付・調整、連携能力向上のための関係人材に対する研修

等の実施、在宅ケア普及のための地域でのきめ細かな普及活動等を実施していきます。 

 

※ 「２．在宅医療・介護連携の強化」の詳細な内容は、第４章第３節で記載して

います（67～70 ページ）。 
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◇ 在宅医療・介護連携支援センターの創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 地域サポート医の概要 
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３．介護予防・生活支援の推進 

⑴ 都市型介護予防モデル「松戸プロジェクト」の推進 

住民主体の介護予防に資する活動を推進し、その効果及び科学的根拠について、千

葉大学予防医学センターと共に研究するため、都市型介護予防モデル「松戸プロジェ

クト」を実施し、ニーズ調査及び介入調査を実施します。 

「松戸プロジェクト」では、住民主体の介護予防の都市型モデルという観点から、

プロボノ型のボランティア（職務上の専門的な知識・経験・技能を社会貢献のために

提供するボランティア）の参画を進めています。今後は、住民主体の介護予防活動を

より幅広く展開していく観点から、例えば、地区社会福祉協議会が行っている「ふれ

あい会食会」や「いきいきサロン」など、既存の活動との連携を図っていきます。 

 

⑵ 地域の支え合いによる外出支援の推進 

高齢者の社会参加を促進し、閉じこもりを予防するため、地域の支え合いによる外

出支援を推進していきます。 

具体的には、例えば、市内を走行している医療機関等の送迎バスや介護事業者等の

車両を活用した外出支援策の実施、市内の店舗と連携し、通いの場＊等に定期的に商品

を配送してもらうことによる外出支援・買い物支援と介護予防の一体的な推進等を検

討します。 

こうした外出支援策については、地域ケア会議等における多様な関係者の議論に基

づき、検討を進めることによって、地域のニーズに合った支援策の実施を図ります。 

 

⑶ 生活支援体制の整備  

 生活支援体制の整備を推進するため、密接に関連している地域包括支援センター業

務との連携を確保しつつ、平成 30 年度より、第１層（市全域）及び第２層（日常生活

圏域）に生活支援コーディネーターを配置します。具体的には、第１層の生活支援コ

ーディネーター＊は、基幹型地域包括支援センターを所管する高齢者支援課に配置する

とともに、第２層の生活支援コーディネーターは地域包括支援センターに配置します。

基幹型地域包括支援センターにおいては、各地域の実情を踏まえつつ、各地域包括支

援センターに対する後方支援を積極的に行っていきます。 

 また、協議体＊については、本市では、日常生活圏域レベルで地域の課題を議論する

地域包括ケア推進会議において、社会資源の把握・開発なども含めて、地域の課題を

解決するための熱心な議論が行われていること、また、参加する地域関係者・関係団

体代表者等の負担軽減という点も考慮し、平成 30 年度以降は、住民主体の取組みと連

携を図りつつ、地域ケア会議（松戸市地域ケア会議、地域包括ケア推進会議）など既

存の会議の枠組みを活用して、協議体に係る議論も実施していきます。第２層におい

ては、「支え合う地域づくり勉強会」や高齢者支援連絡会＊などの住民主体の取組みと
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地域包括ケア推進会議が連携しながら協議体に係る議論を行うことによって、社会資

源の開発など、地域の実情に応じた生活支援体制の整備を進めていきます。 

 

◇ 都市型介護予防モデル「松戸プロジェクト」の概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 「３．介護予防・生活支援の推進」の詳細な内容は、第４章第４節・第５節の

中で記載しています（71・72、84～86 ページ）。 
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４．認知症対策の充実 

第２章第４節の推計のとおり、平成 27 年時点で、本市における認知症の人は約 2 万

人と推計されるなど、認知症は多くの高齢者に関係する疾患となっています。また、

高齢化の進展に伴って、2025 年（平成 37 年）には、認知症の人が約 2.8 万人に増加す

ると推計されるなど、今後、認知症の人の増加が予想されています。このため、高齢

者が住み慣れた地域で暮らし続けていくために、認知症対策の充実を図っていきます。 

 

⑴ 認知症における地域支援の推進 

認知症の地域支援に当たっては、認知症の理解の推進が重要であり、引き続き、さ

まざまな世代・職種を対象として、認知症サポーター＊を積極的に養成します。あわせ

て、市役所の全ての部署・担当者が認知症に対応できるようにするため、平成 30 年度

までに、原則として、市役所の全ての正規職員が認知症サポーターとなります。 

また、認知症の人と家族を地域で支援していくために、専門職と連携して実践的な

支援活動（認知症の人やその家族の話の傾聴や認知症カフェ＊・サロンの運営補助等）

を行う本市独自のボランティアである「オレンジ協力員」の養成を推進します。あわ

せて、オレンジ協力員活動の好事例の収集・周知や積極的なモデルケースづくり、受

入機関における環境整備を推進することによって、オレンジ協力員による実践的な支

援活動の充実を図っていきます（次ページ図参照）。 

 

⑵ 認知症の早期支援・予防の推進 

医療・介護連携に基づき軽度認知症の把握・ケアマネジメントを行う「まつど認知

症予防プロジェクト」は、実施機関（地域包括支援センター、医療機関、薬局、介護

事業所、居宅介護支援事業所等）の専門職が、①軽度認知症の早期把握・アセスメン

ト＊、②ケアマネジメント＊、③モニタリング＊を行う事業です。平成 28 年度から、本

市独自のプロジェクトとして開始し、医療・介護の関係団体の協力の下、幅広い実施

機関において実施され、医療連携やセルフケアの推進につなげることができるなど、

一定の成果をあげています。 

このため、今期においては、まつど認知症予防プロジェクトの定着・拡充を図ると

ともに、同プロジェクトと関係施策（認知症初期集中支援チーム、地域サポート医、

地域保健体制等）の連携体制の構築を図ることにより、認知症早期支援の効果の向上

を図っていきます（次ページ図参照）。 

 

※ 「４．認知症対策の充実」の詳細な内容は、第４章第７節で記載しています（93

～97 ページ）。 
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◇ オレンジ協力員の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ まつど認知症予防プロジェクトの基本コンセプト 
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５．地域共生社会に向けた取組みの推進 

地域においては、高齢の親と障害者である子で構成される世帯や、育児と介護に同

時に直面するダブルケアなど、課題が複合化している事例も多く存在しており、高齢

者以外の分野も含めた支援の重要性が高まっています。また、平成 29 年の介護保険法

等の改正に伴って、地域共生社会の実現に向けた取組みの推進が求められています。

これらの状況を勘案し、高齢者・介護分野においても、地域共生社会に向けた以下の

取組みを推進していきます。 

 

①基幹型地域包括支援センターの共生窓口への深化 

 基幹型地域包括支援センター（市役所本庁舎に設置）の高齢者総合相談窓口の機能

を拡充し、高齢者分野のほか、障害分野、児童分野等について、基礎的な相談への対

応や適切な機関の紹介ができる体制を構築します。 

 

②多分野における相談機関の連携の推進 

 基幹型地域包括支援センター・地域包括支援センター（高齢者）、基幹相談支援セン

ター＊（障害児者）、親子すこやかセンター＊（子ども）、松戸市社会福祉協議会相談セ

ンター（生活支援）、松戸市自立相談支援センター＊（生活困窮者）、中核地域生活支援

センター＊（分野横断）及び市関係各課で構成される「地域共生相談機関連絡会」（平

成 29 年度開始）を定期的・継続的に開催するとともに、参加する相談機関の順次拡大

を通じて、多分野における相談機関の連携を深化させていきます。 

 

③在宅医療・介護連携支援センターにおける多分野対応 

 在宅医療・介護連携支援センター（松戸市医師会へ委託、平成 30 年４月創設）にお

いて、平成 30 年 10 月以降、高齢者等に係る相談支援を行う一環として、世帯全体の

課題を把握する観点から、障害児者などの多分野に係る支援を行います。 

 

④包括的な地域保健体制の構築 

 地域保健に関わる市の関係部署の連携推進会議（平成 29 年度開始）を定期的・継続

的に開催するとともに、他機関との連携を通じて、包括的な地域保健体制の構築に向

けた取組みを深化させます。 

 

⑤地域ケア会議における共生対応の推進 

 地域ケア会議において、世代を超えて、学生や障害者、元気な高齢者など、一般市

民もともに協議できる場の設定を検討していきます。 
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⑥共生型サービス整備の検討の推進 

 国において具体的な指定基準や報酬が決定されたのち、本市における共生型サービ

スのニーズを把握するとともに、事業者の意向を確認しつつ、共生型サービス整備の

検討を推進していきます。 

 

※ 「５．地域共生社会に向けた取組みの推進」の詳細な内容は、第４章第 10 節で

記載しています（105～107 ページ）。 
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６．介護人材の確保・育成・定着 

今後、少子高齢化の進展により、必要となる介護サービスが増大する一方で、若年

層の減少により、労働力人口が減少し、介護人材確保が困難になると予想されます。 

松戸市介護保険運営協議会の給付分析における粗い推計によれば、現状の本市にお

ける介護従事者数（職種は問わず、介護事業所・施設で従事する者の数）は約１万人

となっており、そのうち、直接介護を行う介護職員（訪問介護員等）は約 6,000 人、

看護師・准看護師は約 1,100 人となっています。この粗い推計を基に、高齢者の増加

に伴って単純に介護従事者の必要数が増加するものと仮定して推計すると、平成 32 年

度には、必要人材数は約 10％増加して約 11,000 人となり、４年間で約 1,000 人の人材

を確保することが必要になると推計されます。 

経営者・管理者向けアンケート調査に基づく推計及び厚生労働省の平成 28 年雇用動

向調査によれば、平成 28 年度の本市介護事業所における正規職員の離職率は 11.4％で

あり、全国の主要産業合計における一般労働者（正規職員）の離職率と同程度となっ

ています。一方、本市介護事業所ごとの正規職員の離職率を見ると、51.3％の事業所

が離職率 10％未満であるのに対して、16.3％の事業所は離職率 30％以上であるなど、

その状況は事業所ごとに大きくばらついていることから、各事業所における雇用管理

改善や処遇改善の取組が重要になっていると考えられます。 

このため、介護事業への入職を推進するとともに、雇用管理改善や処遇改善を通じ

て離職防止を図ることによって、必要な介護人材の確保を図るため、参加支援・雇用

管理改善・処遇改善のための対策を総合的に講じていきます。 

 

⑴ 参加支援の推進 

介護事業への人材の参加を推進するため、地方創生交付金を活用して実施している

「有期雇用として働きながら介護職員初任者研修の資格を取り、正規雇用へ移行する

プログラム」について、継続して実施していきます。また、介護施設合同就職フェア

を開催するとともに、写真展や小中学校への介護キャラバン隊＊の派遣を通じた介護の

魅力の発信を行います。あわせて、処遇改善策を通じて事業者におけるキャリアパス

の構築が進めば、職場の魅力が向上し、参加促進にもつながると考えられます。 

 

⑵ 雇用管理改善の推進 

事業者における雇用管理改善を推進するため、事業者向けに雇用管理改善に関する

経営セミナーを実施するとともに、労働基準監督署との連携強化や、介護報酬の処遇

改善加算におけるキャリアパス要件を適正にチェックすることで、労働法規の遵守を

推進します。あわせて、介護ロボットへの補助を通じて、職員の業務負担の軽減を図

るとともに、女性が多い職場である点を踏まえ、育児と仕事の両立が図れるよう、事

業所内保育施設の運営を支援します。 
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⑶ 処遇改善の推進 

介護職員等の処遇改善を推進するため、事業者において処遇改善の原資とできるよ

う、平成 30 年度から、介護報酬における地域区分を６級地から５級地へ引上げ、人件

費に係る介護報酬の増加（約 3.8％の増加）を図ります。さらに、こうした地域区分の

引上げによる介護報酬の増額分を、介護人材の処遇改善に積極的に活用するよう、介

護事業者に対して働きかけるとともに、引き続き、介護報酬における処遇改善加算の

取得を推進していきます。 

これらに加えて、介護職員の安定的・自立的な確保・育成を図るためには、事業所

ごとにキャリアアップの仕組み（能力や実績に応じて役職や給与を決定する仕組み）

が構築され、OJT（職場での仕事の経験を通じた職業訓練）等を通じて介護職員の能力

の向上が図られていくことが重要です。このため、キャリアアップについての事業者

の好事例を収集・周知するとともに、キャリアアップの取組みに係る表彰制度の創設

を検討します。あわせて、事業者向けに、キャリアアップの仕組みの構築を推進する

ための実践的なセミナーを開催していきます。 

 

※ 「６．介護人材の確保・育成・定着」の詳細な内容は、第４章第 12 節で記載し

ています（112～116 ページ）。 

 

◇ 松戸市における現状の介護従事者数（粗い推計） 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

松⼾市における現状の介護従事者数（粗い推計）
○ 松⼾市の聞き取り調査等に基づいて粗く推計すると、松⼾市の介護事業所・施設に従事する介護従事者数
（28年度（29年１⽉１⽇）現在）は約１万⼈と推計される（松⼾市内雇⽤労働者推計数12万⼈の約８％）。

○ 介護従事者のうち、直接介護を⾏う介護職員は約6,000⼈、看護師・准看護師は約1,100⼈と推計される。
○ 仮に、⾼齢者数の伸びに応じて単純に必要な⼈材が増加すると仮定する場合、28年度から32年度の間に、
約10％の⼈材の増加（介護従事者数：約1,000⼈の増加）が必要であると推計される。

注１：介護従事者：介護保険関係の事業所・施設に従事する全ての従事者のこと。介護職員のほか、医師・看護師・介護支援専門員等も含む。
注２：介護職員：直接介護を行う従事者であり、訪問介護員（ホームヘルパー）も含む。

区分 サービス種別
介護従事
者合計

介護従事者（介護支援
専門員以外）

介護職員
（訪問介護
員）

看護師
准看護
師

介護支援
専門員

常勤 非常勤

合計 9,999 4,590 4,705 6,074 693 395 704

（主なサービス）

訪問系
訪問介護 2,020 521 1,410 1,886 0 0 89

訪問看護 393 231 153 0 250 24 10

通所系
通所介護（広域型） 1,144 431 700 619 65 72 13

地域密着型通所介護 810 271 531 441 47 52 8

短期入所系 短期入所生活介護 446 249 191 283 24 23 5

ケアマネ 居宅介護支援 558 35 102 ー ー ー 558

居住系
グループホーム 681 351 295 481 11 3 35

特定施設入居者生活介護 765 573 165 510 52 29 27

施設系
特養（広域型） 1,349 835 461 855 66 52 53
老健施設 816 545 252 418 83 79 19

資料出所：平成29年度第２回松戸市介護保険運営協議会資料８、松戸市介護保険課・高齢者支援課の聞き取り調査、厚生労働省「平成27年介護サービス施設・事業所調査」、
松戸市「平成28年版統計書（国勢調査）」（元データは総務省統計局「国勢調査報告」（平成22年10月１日現在））
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◇ 松戸市内介護事業所における離職率の状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 松戸市における総合的な介護人材確保対策 

  

 

 

 

 

  

松⼾市における総合的な介護⼈材確保対策

28年度（粗い推計）
介護従事者 10,000⼈
※常勤・⾮常勤⽐率は１：１

介護職員（ヘルパー）：6,000⼈
看護師・准看護師：1,100⼈

参加⽀援・雇⽤管理改善・処遇改善に向けた対策を総合的に講じることにより、⼊職を増や
し、離職を減少させて、必要な介護⼈材の確保を図る。

⼊職者（学卒、社会⼈）

注１：介護従事者とは、介護保険関係の事業所・施設に従事する全ての従事者のこと。介護職
員のほか、医師・看護師・介護支援専門員等も含む。

注２：介護職員とは、直接介護を行う従事者であり、訪問介護員（ホームヘルパー）も含む。

離職者

1,000⼈増

参加⽀援
○「働きながら資格をとり、正規雇⽤に移⾏する」介護⼈材育成事業（地⽅創⽣交付⾦事業）
○介護事業所合同就職フェアの開催 ○介護職の魅⼒発信（介護だんし・介護じょし写真展の開催等）
○⼩中学⽣への介護キャラバン隊の派遣 ○事業者におけるキャリアアップの仕組みの構築

⼊職増加

離
職
減
少

雇⽤管理改善
○雇⽤管理改善のための事業者へのセミ
ナーの実施

○労働法規の遵守の推進（監督署との連
携強化、介護職員処遇改善加算のキャ
リアパス要件の厳格な確認）

○介護事業所内保育施設への⽀援
○介護ロボット等の活⽤推進による負担
軽減

⼊職多い

離職少ない

32年度必要数（粗い推計）
介護従事者 11,000⼈
※常勤・⾮常勤⽐率は１：１

介護職員（ヘルパー）：6,600⼈
看護師・准看護師：1,210⼈

処遇改善
○介護報酬地域区分の引上げ（６級地⇒５
級地）を通じた、⼈件費に係る介護報酬
の増加（約3.8％増（※））

○介護職員処遇改善加算の取得促進
○事業者におけるキャリアアップの仕組み
の構築（好事例の収集・普及・表彰、事
業者に対するセミナーの実施）

○介護職のモチベーションアップ・社会的
評価の向上

離
職
減
少

資料出所：厚生労働省「介護職員の処遇改善等に関する懇談会」資料（平成24年５月24日）
平成29年度第２回松戸市介護保険運営協議会資料８

※実際の介護報酬総額は、サービスごとの⼈件費割合
を考慮して設定されており、報酬総額の増加幅は、
サービスごとに異なる（訪問介護：約2.7％増加、
特養・通所介護：約1.8％増加など）

松⼾市内介護事業所における離職率の状況
○ 松⼾市内介護事業所の離職率を、産業計（全国）の離職率と⽐較すると、正規職員（⼀般労
働者）では同程度となる⼀⽅で、⾮正規職員（パートタイム労働者）では低くなっている。

○ 離職率は、事業所ごとに⼤きくバラつきがあることから、事業所における取組が影響を及ぼ
していると考えられる。

資料出所：松戸市「いきいき安心プランⅥ策定のためのアンケート調査結果（介護事業所従事者調査（経営者・管理者））」、厚生労働省「平成28年雇用動向調査」
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第４章 計画事項 
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計画事項の骨子   

 

第１節 共通事項 

１．日常生活圏域の設定 

２．自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた取組み・目標設定 

  ⑴ 自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた具体策及び目標の明確化 

  ⑵ 主要施策等についての数値目標の設定 

  ⑶ 本市の基本方針等の周知・普及 

３．関連計画との連携 

  ⑴ 本市における関連計画との連携 

   ①松戸市地域福祉計画（第３次）・松戸市地域福祉活動計画（第５次）との連携 

   ②松戸市障害福祉計画（第５期）との連携 

   ③松戸市健康増進計画（健康松戸21Ⅲとの連携） 

   ④松戸市データヘルス計画（第２期）・松戸市特定健康診査等実施計画（第３

期）との連携 

  ⑵ 医療計画との連携 

 ４．関係団体・関係者との連携に基づく取組みの推進 

 ５．地域住民への情報提供の推進 

 ６．計画の点検・評価及び進行管理 

 

第２節 介護サービスの充実 

 １．重度者向け在宅サービスの整備・普及 

  ⑴ 小規模多機能サービスの整備 

  ⑵ 定期巡回・随時対応サービスの整備 

  ⑶ 重度者向け在宅サービスの普及・機能強化の推進 

  ⑷ 小規模多機能サービス普及のための環境整備 

 ２．在宅サービスの充実 

  ⑴ 在宅サービスの確保 

  ⑵ 在宅サービスの機能強化 

 ３．施設・居住系サービスの整備 

  ⑴ 利用状況とニーズを踏まえた施設・居住系サービスの整備 

  ⑵ 施設・居住系サービスの機能強化 

 ４．介護サービスの質の確保・向上 

  ⑴ 事業者の指導・監督・指定 

   ①事業者の指導及び監督 

   ②地域密着型サービス等の指定 

  ⑵ 介護サービスの質の向上に向けた取組みの推進 

   ①経営セミナーの実施 

   ②事業者の自主研修会への支援 

   ③居宅介護支援事業者対象研修会の実施 

   ④介護相談員の派遣 
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第３節 在宅医療・介護連携の強化 

  ⑴ 在宅医療・介護連携支援センターの創設 

  ⑵ 在宅医療・介護連携の課題と対応策の検討 

  ⑶ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

  ⑷ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

  ⑸ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

  ⑹ 医療・介護関係者の研修 

  ⑺ 地域住民への普及啓発 

  ⑻ 地域の医療・介護の資源把握 

  ⑼ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 

 

第４節 介護予防・社会参加の推進 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

 ⑴ 都市型介護予防モデル「松戸プロジェクト」の推進 

 ⑵ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

   ①訪問型サービス 

   ②通所型サービス 

   ③介護予防ケアマジメント 

  ⑶ 一般介護予防事業 

   ①介護予防把握事業 

   ②介護予防普及啓発事業 

   ③地域介護予防活動支援事業 

   ④地域リハビリテーション活動支援事業 

２．健康増進事業の推進と連携強化 

  ⑴ 健康増進啓発事業の推進 

   ①まつど健康マイレージの推進 

   ②はり・きゅう・あん摩など施術費助成 

  ⑵ 生活習慣病予防対策の推進 

   ①特定健康診査・特定保健指導の推進 

   ②後期高齢者の健康診査の実施 

   ③生活習慣病予防の実践指導の実施 

  ⑶ 感染症予防接種の実施 

 ⑷ 各種がん検診の実施 

３．社会参加の推進 

  ⑴ 就労支援の推進 

   ①シルバー人材センターの利用促進 

   ②雇用に向けた支援 

   ③ハローワーク等との連携  

⑵ ボランティア活動の推進 

   ①ボランティア支援制度の推進 

   ②社会福祉協議会（ボランティアセンター）との連携   
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⑶ 生きがいづくり支援 

   ①はつらつクラブ活動の推進 

   ②シニア交流センター・老人福祉センターの機能の充実 

   ③生涯学習活動の推進 

 

第５節 日常生活を支援する体制の整備 

 １．見守り体制の整備・推進 

  ⑴ 民生委員・児童委員の見守り活動との連携 

  ⑵ 高齢者支援連絡会との連携 

  ⑶ 見守り協定に基づく事業者との連携 

  ⑷ 避難行動要支援者名簿の活用の促進 

  ⑸ 安否確認システムの運用 

  ⑹ 認知症施策と連動した見守りの推進 

  ⑺ 孤立を生まない地域づくり 

 ２．生活支援体制の整備 

  ⑴ 生活支援コーディネーターの配置 

  ⑵ 地域の実情に応じた協議体の実施 

  ⑶ 軽度生活援助の実施 

 ３．外出支援の推進 

  ⑴ 地域の支え合いによる外出支援の推進 

  ⑵ 福祉有償運送の推進 

  ⑶ 情報発信を通じた買い物支援 

  ⑷ 高齢者が利用しやすい交通手段の導入の推進 

  ⑸ 公共施設等のバリアフリー化の推進 

 ４．防災・防犯・交通安全事業 

  ⑴ 防災対策の推進 

   ①避難行動要支援者名簿を活用した避難支援体制の整備 

   ②家具転倒防止器具の設置支援 

  ⑵ 防犯対策の推進 

  ⑶ 交通安全対策の推進 

 ５．介護する家族への支援 

  ⑴ 仕事と介護の両立支援のための環境整備 

  ⑵ 介護者のつどい・認知症カフェの推進 

  ⑶ 家族介護講座の開催等 

 

第６節 高齢者の住まいの確保 

  ⑴ 多様な高齢者向け住まいの確保 

   ①高齢者向け住まいの利用状況の定期的な把握 

   ②高齢者向け住まいにおける介護サービスの検証 

   ③ケアハウス・養護老人ホームの運営 

   ④住まいに関する情報の提供 

   ⑤公的高齢者住宅の供給 
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  ⑵ 住宅環境の整備 

   ①住宅改修費貸付・助成事業の利用促進 

   ②シルバーハウジング入居者への支援 

   ③「空家」の活用等の検討 

 

第７節 認知症対策の充実   

 １．認知症の地域支援・普及啓発の推進 

  ⑴ 認知症サポーターの養成 

  ⑵ オレンジ声かけ隊の養成 

  ⑶ オレンジ協力員の養成と活動の充実 

  ⑷ 認知症カフェやサロンの取組みの推進 

  ⑸ 認知症高齢者の安全対策の充実 

  ⑹ 認知症に関する情報発信の推進 

   ①認知症ガイドブック（認知症ケアパス）の普及・活用 

   ②講演会・ホームページ・広報・リーフレット等を用いた周知の推進 

 ２．認知症の早期支援・予防の推進 

  ⑴ まつど認知症予防プロジェクト（軽度認知症把握・ケアマネジメント事業）

の推進 

  ⑵ 認知症初期集中支援チーム（オレンジサポートチーム）の充実 

  ⑶ 認知症予防教室の開催 

 ３．認知症に関する諸課題への対応の推進 

  ⑴ 若年性認知症対策の推進 

  ⑵ 認知症地域支援推進員等の活動支援・連携 

  ⑶ 認知症研究会における検討 

  

第８節 権利擁護の推進 

 １．虐待防止対策の推進 

  ⑴ 虐待の予防 

  ⑵ 虐待の早期発見 

  ⑶ 虐待への早期対応 

  ⑷ 虐待の再発防止 

 ２．認知症等の意思決定支援の推進 

  ⑴ 成年後見制度利用推進体制の充実 

  ⑵ 日常生活自立支援事業の充実 

  ⑶ 消費者被害の防止の推進 

 

第９節 地域包括支援センターの機能強化  

  ⑴ 基幹型地域包括支援センターの機能強化 

  ⑵ 地域包括支援センターの安定的な運営 

  ⑶ 事業評価を通じた地域包括支援センターにおける業務改善の推進 

  ⑷ 地域包括支援センターにおける新たな課題への対応の推進 

  ⑸ 地域ケア会議を通じた課題解決の推進 
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第10節 地域共生社会に向けた取組みの推進 

⑴ 基幹型地域包括支援センターの共生相談窓口への深化 

⑵ 多分野における相談機関の連携の推進 

⑶ 在宅医療・介護連携支援センターにおける多分野対応 

⑷ 包括的な地域保健体制の構築  

⑸ 地域ケア会議における共生対応の推進 

⑹ 共生型サービス整備の検討の推進  

 

第11節 介護保険制度の安定的な実施 

 １．安定的な財政運営 

 ２．公平性の確保 

  ⑴ 費用負担の公平化 

   ①保険料収納率の維持・向上 

   ②介護保険料の減免 

   ③サービス利用料金の軽減 

   ④サービス利用負担の公平化 

  ⑵ 要介護認定の平準化等の推進 

 ３．介護給付の適正化 

  ⑴ 要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 

  ⑵ ケアプラン点検 

  ⑶ 住宅改修、福祉用具購入・貸与の点検 

  ⑷ 縦覧点検・医療情報との突合 

  ⑸ 介護給付費通知 

 

第12節 介護人材の確保・育成・定着   

  ⑴ 事業者との連携に基づく介護人材の必要数の把握・確保 

  ⑵ 参加支援の推進 

   ①「働きながら資格をとり、正規雇用に移行する」介護人材確保事業 

   ②介護事業所合同就職フェアの開催 

   ③介護職イメージアップ事業の実施 

  ⑶ 雇用管理改善の推進 

   ①事業者向け雇用管理改善研修の実施 

   ②労働法規の遵守の推進 

   ③介護事業所内保育施設への支援 

   ④介護ロボット等の活用推進による負担軽減 

  ⑷ 処遇改善の推進 

   ①介護報酬地域区分の引上げ 

   ②介護報酬における処遇改善加算の取得の推進 

   ③事業者におけるキャリアアップの取組の推進 

   ④介護職のモチベーションアップ・社会的評価の向上 
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第１節 共通事項 

 

１．日常生活圏域の設定 

本市では、地域力の強化という観点から、様々な分野について、地区社会福祉協議

会の15地区をベースにしたまちづくりを進めています。このため、高齢者・介護保険

分野における日常生活圏域についても、これまでどおり、地区社会福祉協議会単位の

15地区を基本として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた取組み・目標設定 

介護保険制度は、高齢者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営めるように

支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の改善、重度化の防

止などを基本理念とした制度です。 

平成29年の介護保険法改正では、地域包括ケアシステムの深化・推進を図る観点か

ら、介護保険者（市区町村）が積極的にこうした基本理念の実現に向けた取組みを推

進することとされ、このために、本計画において、自立支援及び介護予防・重度化防

止に向けた取組み及び目標を記載することとされました。 

このような法改正の趣旨を踏まえ、本計画では、以下の方針で取り組むことによっ

て、自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた取組みを推進していきます。 

北 総 鉄 道  
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⑴ 自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた具体策及び目標の明確化 

自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた実効性ある取組を推進するため、本計

画期間において実施すべき施策内容を可能な限り具体的に記載することによって、本

計画期間中に達成すべき目標（施策の内容）を明確にします。 

 

⑵ 主要施策等についての数値目標の設定 

 自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた取組についての達成状況を効果的に評

価できるよう、主要施策等のうちのポイントとなる取組みについて、数値目標の設定

を図ります。 

 

⑶ 本市の基本方針等の周知・普及 

本計画に盛り込まれた施策などの自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた本市

の基本方針や介護保険の理念などを、広報・研修会・説明会・勉強会などの様々な媒

体・機会を活用して、地域住民・介護支援専門員＊・地域包括支援センター・介護サー

ビス事業者等に周知していきます。 

 

３．関連計画との連携 

医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムの

深化・推進を図るとともに、高齢者・障害者・子ども等を総合的に支援する地域共生

社会に向けた取組を推進するため、本計画においては、本市における関連計画や千葉

県が策定する医療計画との連携を図ります。 

 

⑴ 本市における関連計画との連携 

①松戸市地域福祉計画（第３次）・松戸市地域福祉活動計画（第５次）との連携 

誰もが住み慣れた地域での支え合いにより、安心して幸せな生活を送るために、高

齢・障害・子どもなどの分野横断的に、地域福祉推進の主役である市民や社会福祉関

係の事業者、そして社会福祉活動の担い手が行う地域での取組みや市の支援策につい

て策定された「松戸市地域福祉計画」と引き続き整合を図っていきます。 

あわせて、「松戸市地域福祉計画」と連動し、松戸市社会福祉協議会及び地区社会

福祉協議会の具体的な活動計画を定めた「松戸市地域福祉活動計画」とも、引き続き、

協働して取り組んでいきます。 

 

②松戸市障害福祉計画（第５期）との連携 

地域共生社会の実現に向けた取組を推進する観点から、高齢者・障害者の一体的な
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相談支援や共生型サービスの整備などについて、松戸市障害福祉計画と連携しながら

推進していきます。 

また、精神科病院から地域生活への移行を進め、障害者の自立支援を図る観点から、

高齢の精神障害者が地域生活へ移行し、地域生活を維持・継続できるよう、退院後の

介護保険サービスの円滑な利用を図るための連携を進めていきます。 

 

③松戸市健康増進計画（健康松戸21Ⅲ）との連携 

 「健康寿命＊の延伸・健康格差＊の縮小」を基本目標に掲げ、市民自らの健康づくり

とそれを支える地域環境づくりを推進する「健康松戸21Ⅲ＊」との連携のもと、介護保

険対象年齢による区分に捉われることなく、健康増進及び介護予防一体での取組を推

進していきます。 

 

④松戸市データヘルス計画（第２期）・松戸市特定健康診査等実施計画（第３期）

との連携 

 松戸市データヘルス計画＊及び松戸市特定健康診査等実施計画との連携のもと、特定

健康診査＊･特定保健指導＊等を通じた糖尿病等の生活習慣病＊対策と、介護予防との連

携した取組を推進していきます。 

 

⑵ 医療計画との連携 

 医療計画とは、地域の実情に応じた医療提供体制の確保を図るために都道府県が策

定する計画です。医療と介護の一体改革が進められる中で、病床の機能分化・連携の

推進による効率的で質の高い医療提供体制の構築と、在宅医療・介護の充実等の地域

包括ケアシステムの構築を一体的に行うことが求められていることから、千葉県が策

定する医療計画と本計画の整合性を図っていきます。 

 医療計画で定めることとされている地域医療構想の中では、本市の属する東葛北部

区域における将来の必要病床数と在宅医療の必要量が定められています。この内容に

基づき、松戸市介護保険運営協議会における分析に沿って粗く推計すると、2013年か

ら2025年にかけて、松戸市における在宅医療の需要（患者数）は約75％の大幅な増加

となります。このため、本計画においては、重度者向け在宅サービスの積極的な整備

や在宅医療・介護連携支援センターの創設など、在宅医療の大幅な需要増への対応に

資する取組みを推進していきます。 

 

４．関係団体・関係者との連携に基づく取組みの推進 

 地域包括ケアシステムを構築するためには、行政による取組みだけではなく、関係

団体・関係者と行政が緊密に連携しつつ、取組みを進めていくことが必要不可欠です。 
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 このため、町会・自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、高齢者支援連絡

会や医療・介護の関係団体・関係者と市役所・地域包括支援センターが「顔の見える

関係」を構築することによって、関係団体・関係者との連携に基づき、地域包括ケア

システム構築に向けた取組みを推進していきます。 

 なお、こうした取組みを推進するためには、関係団体・関係者・行政が、共通の目

標の下に、役割分担と連携を行いながら、地域包括ケアシステム構築に向けたプロジ

ェクトを推進することが効果的です。本市における「まつど認知症予防プロジェクト」

は、認知症の早期支援に向けて、医療・介護・行政の多様な関係者が連携・協働する

事業であり、こうした事業の推進を通じて、多様な関係者の連携に基づく地域包括ケ

アシステムの推進を図っていきます。 

 

５．地域住民への情報提供の推進 

 地域住民のニーズに応じた制度や事業などの情報提供を推進するとともに、地域包

括ケアシステムの深化・推進に向けた本市施策の考え方を広く周知するため、地域住

民への情報提供を推進していきます。 

 具体的には、ながいき手帳の配布、パートナー講座（出前講座）の実施、地域住民

を対象にした説明会、ホームページへの情報の掲載などを通じて、地域住民への情報

提供を行っていきます。 

 こうした取組みに加えて、新たに、年２回、広報まつどで高齢者・介護分野の特集

号を組み、分かりやすい情報を幅広く提供することによって、地域住民への情報提供

を積極的に推進していきます。 

 

６．計画の点検・評価及び進行管理 

 高齢者・介護分野における条例に基づく附属機関として、高齢者保健福祉計画及び

介護保険事業計画の策定及び推進に関する事項等についての調査審議を行う「高齢者

保健福祉推進会議」と、介護保険事業計画の進行状況の管理に関すること等について

の調査審議を行う「松戸市介護保険運営協議会」があります。 

 本計画については、松戸市高齢者保健福祉推進会議及び松戸市介護保険運営協議会

に対して、定期的に進行状況を報告することにより、計画の点検・評価及び進行管理

を行っていきます。 
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第２節 介護サービスの充実 

 

 高齢化の進展に伴うサービスニーズの増大に対応するため、介護サービスの充実を

図っていきます。 

特に、要介護状態になっても、住み慣れた自宅や地域で生活したいと希望する多く

の市民の希望を実現するとともに、今後、在宅医療の需要が大幅に増加する見込み

（2013年から2025年にかけて約75％の増加）であることも勘案して、小規模多機能サ

ービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）や定期巡回・随時

対応サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）など、住み慣れた地域で暮らし

続けるための重度者向け在宅サービスを積極的に整備していきます。また、在宅サー

ビス全般について、ニーズの増大に対応したサービスの確保を図るとともに、重度対

応力・医療対応力の強化や介護予防・重度化防止の推進を図ります。 

 一方、施設・居住系サービスについては、高齢化の進展に伴うニーズの増大ととも

に、サービスの利用状況を踏まえつつ、整備の在り方を検討していきます。 

 

１．重度者向け在宅サービスの整備・普及 

⑴ 小規模多機能サービスの整備 

重度の要介護状態になっても、住み慣れた自宅や地域で生活し続けられるよう支援

するため、通いを中心に、訪問、泊りのサービスが利用でき、同じスタッフが関わる

という利点がある「小規模多機能型居宅介護」や、これらのサービスに加えて、訪問

看護も提供される「看護小規模多機能型居宅介護」について、積極的な整備を図って

いきます。なお、要介護者の主たる介護者へのアンケート調査の結果によれば、仕事

と介護の両立支援のために必要なサービスとして「必要なときにいつでも利用できる

サービスの充実」を求める回答が最も多く、「ショートステイなど、休息のためのサ

ービスの充実」や「早朝や夜間も対応できるデイサービスの充実」との回答も多くな

っており、小規模多機能サービスの積極的な整備は、家族介護負担の軽減にも資する

ものと考えられます。 

小規模多機能サービスの具体的な整備については、本計画期間（平成30～32年度）

を集中整備期間と位置づけ、現在、未整備となっている地区をはじめとして、市内の

全ての日常生活圏域に小規模多機能型居宅介護又は看護小規模型居宅介護の事業所

（サテライト型＊を含む）を整備することを目指します（３年間で合計８事業所の整備）。 

なお、重度者への対応を充実する観点から、医療ニーズへの対応力の強い看護小規

模多機能型居宅介護の優先的な整備を図ります。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

整備 整備 整備 
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⑵ 定期巡回・随時対応サービスの整備 

重度の要介護状態になっても、住み慣れた自宅や地域で生活し続けられるよう支援

するため、訪問介護と訪問看護の連携の下、24時間365日の対応を行う「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護」の整備を積極的に推進します。 

具体的には、本計画期間中に定期巡回・随時対応サービスの事業所を合計３か所整

備することにより、市内のどこへでも車でおおむね20分程度で訪問できるようにし、

多くの人が定期巡回・随時対応サービスを利用できるようにすることを目指します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

整備 整備 整備 

 

⑶ 重度者向け在宅サービスの普及・機能強化の推進 

 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護といった重度者向け在宅サービスについては、新しいサービス類型である

ために、市民、ケアマネジャー、医療機関等に十分に認知されていない面があります。

また、重度者の在宅生活を支えていくためには、医療対応能力の向上等を図っていく

ことが重要です。 

このため、講演会・研修会・広報まつどなど、さまざまな機会を通じて、重度者向

け在宅サービスの内容やメリットなどを、市民、ケアマネジャー、医療機関等に分か

りやすく周知していきます。あわせて、松戸市介護保険運営協議会における給付分析

などの議論に基づいて、重度者向け在宅サービスの普及策や医療対応能力向上のため

の検討を行い、順次、実施していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

普及推進・検討推進 → → 

 

⑷ 小規模多機能サービス普及のための環境整備 

 平成29年の介護保険法改正によって、小規模多機能型居宅介護等をさらに普及させ

る観点から、地域密着型通所介護（定員18人以下）が介護保険事業計画で定める見込

み量に達しているとき等には、市町村は、地域密着型通所介護の指定を拒否できるこ

ととされました。また、介護保険法の規定により、通所介護（定員19人以上）につい

て同様の状況である場合には、市町村は、通所介護事業者の指定について、都道府県

に協議を求めることができるものとされています。なお、松戸市介護保険運営協議会

における給付分析によれば、本市における地域密着型通所介護・通所介護の利用状況

は、いずれも60％前後であり、供給が需要を上回っている状況です。 

 このため、小規模多機能サービスの整備・普及を積極的に推進していく観点から、

介護保険法の規定に基づき、地域密着型通所介護の新規開設（出張所の設置を含む）

や定員の増加は、原則として認めないこととします（ただし、認知症対応型通所介護
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及び療養通所介護は除きます）。また、通所介護についても、新規指定に当たっては、

本市と協議を行うよう、千葉県に求めることとします。 

 なお、こうした取扱いを原則とした上で、一定の要件の下、整備率の低い日常生活

圏域でサービス提供を行う事業者や、機能訓練・栄養改善・口腔機能＊向上に積極的に

取り組む事業者については、例外として、新規指定を可能とする仕組みも検討します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施・検証 → → 

 

２．在宅サービスの充実 

⑴ 在宅サービスの確保 

 今後、高齢化の進展に伴って、在宅サービスのニーズが増大していくことが見込ま

れています。このため、サービス量の見込みに応じた適切な保険料の設定等を行うこ

とによって、必要となる在宅サービスの確保を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

適切な財政運営 → → 

 

⑵ 在宅サービスの機能強化 

要介護状態になっても、住み慣れた自宅や地域で生活したいと希望する多くの市民

の希望を実現するため、在宅サービス全般の機能強化を図ります。具体的には、松戸

市介護保険運営協議会における給付分析等の議論を通じて、医療対応能力の向上など、

重度者への対応力を高めるための在宅サービスの在り方や、介護予防・重度化防止を

図るための在宅サービスの在り方などについて、検討を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討推進 → → 

 

３．施設・居住系サービスの整備 

⑴ 利用状況とニーズを踏まえた施設・居住系サービスの整備 

 本市においては、従前より、施設・居住系サービスの整備を進めていることから、

高齢化の進展に伴うニーズの増大とともに、サービスの利用状況を踏まえて、施設・

居住系サービスの整備を検討していきます。具体的には、松戸市介護保険運営協議会

における給付分析に基づき、以下の方針に沿って、整備等を行います。 

なお、軽費老人ホーム・住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅と

いった高齢者向け住まいについても、空床が相当程度あり、市外利用も多くなってい

ること、また、サービス付き高齢者向け住宅は今後も整備が進むと予想されているこ

とから、高齢者向け住宅の供給量が施設・居住系サービスの需要と供給に及ぼす影響
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も勘案しつつ、施設・居住系サービスの整備を検討していきます。 

ⅰ．特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護） 

 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）については、待機者数が相当数（平成29

年９月１日時点：898人）にのぼっている一方で、施設側からは、「点数の高い順に入

所を打診しても、入所を断られることが多い」、「数字上の入所待機者数と実質的な

特養待機ニーズの間には乖離がある」などの意見もあがっています。 

このため、待機者における実質的な入所需要について調査・分析を行ったところ（特

別養護老人ホーム入所待機者アンケート調査、緊急度基準イメージによる試算）、ア

ンケート調査においては「今すぐに入所したい」とする待機者が26.8％となっており、

また、緊急度基準イメージによる試算によれば、緊急度が高い待機者は31.0％となっ

ていました。このことから、待機者（約900人）の概ね２割から３割が、特別養護老人

ホームへの早期入所の必要性が高い状況になっていると考えられます。 

 あわせて、特別養護老人ホーム（広域型・新設分）については、前期計画期間（平

成27～29年度）に実施された公募に基づき、平成30年３月に100床整備されるとともに、

今期計画期間中である平成31年３月にも100床整備され、合計200床整備されます。ま

た、今期計画期間においては、市民ニーズを反映して、小規模多機能サービス等の重

度者向け在宅サービスの積極的な整備を図っています。 

 したがって、今期においては、既に決定している上記200床の特別養護老人ホームの

整備のほか、高齢化の進展に伴うニーズ増加への対応を図ります。具体的には、介護

人材不足の状況を勘案するとともに、日常生活圏域レベルでのバランスの取れた整備

を図るため、市内の複数の既存施設において合計80床程度を限度に増床を行うととも

に、地域密着型特別養護老人ホーム＊（サテライト型を含む地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護）29床の整備を図ります。 

 なお、特別養護老人ホーム入所判定に係る緊急度基準については、入所希望時期や

サービスの利用状況などの反映を通じて、実質的な待機ニーズの把握に資するよう、

見直しを検討します。具体的には、松戸市介護保険運営協議会における議論や、松戸

市介護支援専門員協議会及び地域包括支援センターからの意見を踏まえつつ、松戸市

特別養護老人ホーム連絡協議会と介護保険課の間で緊急度基準の見直しを検討・協議

し、平成30年度前半からの見直しの適用を目指します。 

ⅱ．介護老人保健施設 

 介護老人保健施設については、利用状況調査によると、空床が相当程度発生してい

るとともに、市外利用者が多い状況です。また、特別養護老人ホーム入所待機者の約

４分の１が介護老人保健施設で待機していることから、今後の特養整備により、入所

者が減少する可能性があります。これに加えて、前期計画期間中に着工された100床が
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平成30年３月に開設予定であり、当面の需要は満たされるものと考えられることから、

本計画期間中の新規整備は行いません。 

ⅲ．特定施設入居者生活介護 

 特定施設入居者生活介護については、利用状況調査によると、空床が相当程度発生

しているとともに、市外利用者が多い状況です。また、厚生労働省の『地域包括ケア

「見える化」システム』によれば、本市における特定施設に係る年齢調整後の給付費

は、全国比・千葉県比で非常に高い状況にあります。このため、特定施設入居者生活

介護については、今期計画期間中の新規整備は行いません。 

ⅳ．認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）＊については、空床と待機者の数がほ

ぼ同一であり、需要と供給のバランスが整っているものと考えられます。しかしなが

ら、高齢化の進展に伴って、認知症と診断される高齢者の増加が予想されていますの

で、認知症対策の推進の観点から、２ユニット18床の整備を行います。 

ⅴ．介護医療院、介護療養型医療施設 

 平成30年度から創設される介護医療院については、介護療養型医療施設の市外利用

率が高い状況等を勘案して、既存の介護療養型医療施設からの転換を除き、今期計画

期間中の新規整備は行いません。なお、介護療養型医療施設については、介護医療院

等への転換期限が平成35年度まで延長されていますが、事業者の転換方針が未定であ

るため、現時点では、介護医療院等の他の施設への転換は見込んでいません。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

特養整備（決定済） グループホーム整備 
特養増床 

地域密着特養整備 

 

⑵ 施設・居住系サービスの機能強化 

 要介護状態になっても住み慣れた地域で生活し続けられるようにしていくためには、

施設・居住系サービスについても、それぞれの類型の役割に応じつつ、在宅復帰支援

などの介護予防・重度化防止に向けた取組みや、看取りなどを含めた医療対応能力の

向上を推進していくことが重要です。 

 このため、松戸市介護保険運営協議会における給付分析等の議論を通じて、介護予

防・重度化防止や医療対応能力の向上など、施設・居住系サービスの機能向上の方策

について、検討を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討推進 → → 
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４．介護サービスの質の確保・向上   

⑴ 事業者の指導・監督・指定 

①事業者の指導及び監督 

地域密着型サービス＊事業者の指導及び監督に関しては、引き続き、運営基準などに

基づき、実地指導や集団指導を通じて、サービスの質の向上や適正な運営に向けて、

継続して取り組んでいきます。こうした指導の中では、事業者が独自に行っている外

部評価の積極的な公表についても働きかけていきます。また、平成30年度より、千葉

県から本市に指定権限が移譲される居宅介護支援事業所への指導にも取組みます。  

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②地域密着型サービス等の指定  

 地域密着型サービス事業者、居宅介護支援事業者＊及び介護予防・日常生活支援総合

事業の指定事業者の指定に関しては、国が定める省令、市の基準等に基づき、松戸市

介護保険運営協議会における議論や、地域との連携、非常災害対策への取組、事業所

の経営状況などの法人・会社の健全性といった視点を重視しつつ、引き続き、適正に

進めていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑵ 介護サービスの質の向上に向けた取組みの推進 

①経営セミナーの実施  

介護サービスの質の向上のためには、介護事業者における経営やマネジメントが重

要になります。このため、介護事業者のスキルアップ及び従業者のモチベーションア

ップにつながるようなテーマを中心に扱う経営セミナーを開催し、経営のスキルや知

識の向上を促し、介護サービスの質の向上を図ります。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

②事業者の自主的研修会への支援 

 介護保険団体が行う自主的な研修会を支援することによって、サービス事業者とし

ての質を高め、介護保険事業の適正な実施を推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 
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③ 居宅介護支援事業者対象研修会の実施   

居宅介護支援事業者向けに、自立支援及び介護予防・重度化防止に向けた本市の基

本方針や本市の関係事業、介護保険の最新情報等の周知を行うとともに、介護給付の

適正化及び自立支援に向けた取組を推進するためのケアマネジメント研修を行います。 

また、平成30年度から、居宅介護支援事業所の指定権限が千葉県から本市に移譲さ

れることから、新規に指定された居宅介護支援事業所については、より細やかに研修

を実施し、適切な給付管理を支援していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

④ 介護相談員の派遣 

介護相談員が介護保険施設等の事業所を訪問し、介護サービスの利用者の話を聞き、

サービス提供者との間の橋渡しを行うことにより、利用者の権利擁護や介護サービス

の質の維持・向上を図ります。引き続き、施設系の全事業所へ介護相談員の派遣を行

い、介護相談員・事業所・市の連携に努めます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

[介護サービスの充実に関する数値目標] 

項目 平成30年度（目標） 平成31年度（目標） 平成32年度（目標）

小規模多機能型居

宅介護・看護小規

模多機能型居宅介

護の整備 

２か所 ３か所 ３か所 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護

の整備 

１か所 １か所 １か所 

施設・居住系サー

ビスの整備 
特養：100床（決定済） グループホーム：18床 

特養：80 床以内増床

地域密着特養：29床
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第３節 在宅医療・介護連携の強化 

 

要介護者の多くは慢性疾患を抱えており、心身機能の低下に伴って、医療・介護両

方のニーズが高まっていきます。このため、高齢者が重度な要介護状態になっても、

住み慣れた地域で生活し続けるためには、訪問診療などを提供する在宅医療が必要で

あるとともに、在宅医療と在宅介護の緊密な連携が重要です。さらに、今後、高齢化

の進展に伴って、在宅医療の需要が大幅に増加していく見込み（2013 年から 2025 年に

かけて約 75％の増加）であることから、在宅医療・介護連携推進事業の充実等を通じ

て、在宅医療・介護連携を強化していくことが必要になっています。 

このため、松戸市医師会、松戸歯科医師会、松戸市薬剤師会及び松戸市訪問看護連

絡協議会等の関係団体と協議を重ねながら、在宅医療・介護連携を強化していきます。 

 

⑴ 在宅医療・介護連携支援センターの創設 

本市では、前期計画期間（平成27年度～29年度）より、松戸市医師会への委託等を

通じて、介護保険法に基づく在宅医療・介護連携推進事業を実施してきました。具体

的には、市内全域の在宅医・医療関係職種などをメンバーとする５つのプロジェクト

を立ち上げ、相談窓口、在宅医療・介護関係者の連携推進、在宅医療・病院の連携推

進、研修・情報共有支援、地域住民への普及に関する取組みを進めてきたところです。

その一方で、今後の在宅医療の大幅な需要増に対応するためには、在宅医療・介護連

携の一層の強化が必要になっています。また、地域ケア会議で指摘されているように、

在宅医療・介護連携推進事業の機能充実のためには、地域に幅広く存在する医療関連

の相談事例への対応を強化するとともに、各プロジェクトで決定した在宅医療・介護

連携推進のための取組みを具体的に運用し、充実させていく専門的な執行機能が必要

になっています。 

このため、平成30年４月より、松戸市医師会への委託を通じて、在宅医療・介護連

携支援センターを設置し、在宅医療・介護連携推進のための専門的な相談機能・執行

機能の強化を図ります。 

在宅医療・介護連携支援センターは、在宅医療・介護連携の強化を図るため、基幹

型地域包括支援センター及び地域包括支援センターと緊密な連携を図るとともに、医

療・介護の関係機関の連携体制の構築を支援していく役割を果たしていきます。また、

在宅医療・介護連携を強力に推進する観点から、関係者の合意の下、順次、在宅医療・

介護連携支援センターの機能の充実を図ります。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

センター設置 機能充実 → 
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⑵ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

松戸市医師会への在宅医療・介護連携推進事業の委託を通じて、在宅医療・介護連

携に関する主要テーマごとにプロジェクトを設置し、在宅医・病院医師・関係職種・

行政職員等の参画の下、在宅医療・介護連携の現状の把握と課題の抽出、解決策等の

検討を行います。プロジェクトを通じて決定された解決策は、在宅医療・介護連携支

援センターにおいて、具体的な運用や充実を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 

 

⑶ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

在宅医療・介護連携支援センターにおいて、地域包括支援センター・介護支援専門

員・介護事業者・医療機関等からの在宅医療・介護連携に関する相談に対して専門的

な支援を行います。 

地域包括支援センター等からの相談事例のうち、受診拒否・サービス拒否の事例な

ど、医療関連の困難事例については、松戸市医師会が日常生活圏域ごとに配置した地

域サポート医が、アウトリーチ（訪問支援）等の支援を行います。在宅医療・介護連

携支援センターは、アウトリーチ等の支援が幅広く展開できるよう、アウトリーチ実

施前の事前調整の充実を図るとともに、多様な専門職が相談支援やアウトリーチを実

施できる体制の整備を進めます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 

 

⑷ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

診診連携（診療所間連携）による24時間対応体制構築の調整・支援や、医師の在宅

診療を補助する訪問看護師の配置調整（マッチング）などを通じて、在宅医療・介護

連携支援センターが、在宅医療に新規参入する開業医を支援します。また、現場ニー

ズに即した在宅医療・介護連携を推進するため、在宅医と他職種（訪問看護師、介護

支援専門員等）の連携ルールの作成・運用・改善を進めるとともに、在宅医と他職種

の間の集中的な事例検討会を開催します。 

在宅医療・介護連携支援センターによる二人主治医制の運用を通じて、在宅医と病

院医師の連携による退院支援や医療機関間の機能分担を推進します。 

在宅医療・介護連携支援センターにおいて、家族の休息のためのレスパイト入院の

受付・調整を実施することによって、在宅医療に係る家族の負担を軽減します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 
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⑸ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

在宅医療・介護関係者が参画するプロジェクトにおいて、在宅医療・介護関係者の

情報共有支援システム構築に向けた具体的な検討を進めます。 

在宅医療・介護連携支援センターにおいては、在宅医療・介護関係者が、ニーズと

希望に応じて、情報共有を支援するツールやシート等を利用できるよう、支援を行っ

ていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 

 

⑹ 医療・介護関係者の研修 

在宅医療・介護連携支援センターは、医療・介護関係者の連携能力向上のため、多

職種合同カンファレンスや、介護職員・介護支援専門員向けの医療連携関係研修会を

開催します。また、地域サポート医及び在宅医療・介護連携支援センターの対応実績

に基づく相談事例集の作成や、相談事例集を題材にした研修会の開催を通じて、実践

的な医療・介護連携能力の向上を図ります。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 

 

⑺ 地域住民への普及啓発 

市民向けの在宅医療・介護関連の講演会の開催を通じて、市民への在宅医療・介護

の普及啓発を図ります。 

在宅医療・介護連携支援センターにおいては、在宅医療・介護普及のための地域で

のきめ細かなミニ講演会を多数開催するとともに、松戸の在宅医療に特化した普及啓

発素材の開発・活用を進めます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能充実 → → 

 

⑻ 地域の医療・介護の資源把握 

在宅医療・介護事業者の情報把握・発信については、現行システムの利用状況や効

果を検証した上で、在宅医療・介護関係者の連携推進という観点から、効果的な情報

把握・発信に向けた検討・改善を行います。また、医療資源の情報を提供するととも

に、かかりつけ医＊・かかりつけ薬剤師＊を持つことを推進するために、医療機関マッ

プを住民向けに配布します。 

在宅医療・介護連携支援センターにおいては、医療・介護関係者間の連携に役立つ
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よう、必要とする診療や希望するサービス内容を適切に選択するために役立つ情報の

収集・共有化を行います。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

効果検証・改善検討 改善 機能充実 

 

⑼ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 

近隣市町村との連携・情報交換を通じて、松戸市の在宅医療・介護連携推進事業の

効果的な実施に役立てるとともに、広域連携が必要な事項について近隣市町村と連携

を行います。あわせて、行政レベルの広域連携のみならず、医師会レベルも含めた広

域連携について、検討を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実検討 → → 

 

[在宅医療・介護連携の強化に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

在宅医療・介護連携支援センター

における相談支援件数（実数） 

103件 

※相談窓口プロジェクトの

相談件数 

200件 

地域サポート医等によるアウト

リーチ支援件数（実数） 
８件 40件 

在宅医療・介護連携支援センター

の支援に基づいて在宅医療に参

入した医療機関の数 

― 

※新規項目 

30年度～32年度の合計

で６機関 
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第４節 介護予防・社会参加の推進 

 

 高齢になっても健康で暮らせるよう、介護予防・日常生活支援総合事業の推進等を

通じて、介護予防に向けた取組みを進めていきます。介護予防の推進に当たっては、

生活習慣病対策など、高齢期以前も含めた健康づくりとの連携が重要になるため、年

齢による区分に捉われることなく、健康増進及び介護予防一体となった取組を推進し

ていきます。また、社会参加に積極的であるほど、介護予防にも効果があると言われ

ていますので、就労・ボランティア・生きがいづくりへの支援を通じて、高齢者の希

望の実現を図るとともに、介護予防の推進につなげていきます。 

 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

高齢者が、希望に応じた介護予防活動への参加を通じて、活動的で生きがいのある

生活や人生を送ることができるように、本人の選択に基づき介護予防事業を実施して

います。あわせて、地域で行われている自主的な取組みについて、情報を収集、提供

していくことにより、様々な地域資源を活用し、包括的に介護予防に取組むことがで

きるよう支援します。また、高齢者が出来るだけ支援や介護が必要な状態にならず、

万が一、支援が必要な状態になっても重度化しないようにするために、介護予防と日

常生活を総合的に支援します。 

こうした取組みに地域住民ボランティア団体などの多様な主体が参加していくこと

により、地域の支え合い体制づくりを推進していくとともに、高齢者の社会参加によ

る生きがい感の向上や介護予防の推進を図ります。 

 

⑴ 都市型介護予防モデル「松戸プロジェクト」の推進 

住民主体の介護予防に資する活動を推進し、その効果および科学的根拠について、

千葉大学予防医学センターと共に研究するため、都市型介護予防モデル「松戸プロジ

ェクト」（一般介護予防事業評価事業）を実施し、ニーズ調査及び介入調査を実施し

ます。 

「松戸プロジェクト」においては、住民主体の介護予防の都市型モデルという観点

から、プロボノ型のボランティア（職務上の専門的な知識・経験・技能を社会貢献の

ために提供するボランティア）の参画を進めています。都市部である本市においては、

企業等から退職した高齢者も多いことから、こうした高齢者のスキルを活かしたプロ

ボノ型のボランティアの参画を推進していきます。また、今後は、住民主体の介護予

防活動をより幅広く展開していく観点から、例えば、地区社会福祉協議会が行ってい

る「ふれあい会食会」や「ふれあい・いきいきサロン」など、既存の活動との連携を

図っていきます。 

なお、「松戸プロジェクト」の研究期間は平成28年11月2日から平成32年3月31日ま
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でとし、検証結果を基に、今後の方向性を検討します。また、虚弱高齢者についてサ

ービス利用状況等を分析し自立に向けた施策を構築します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 検証 見直し 

 

⑵ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

平成27年度より開始した介護予防・生活支援サービス事業は、要支援の認定を受け

た人や事業対象者（基本チェックリスト＊により事業対象者の特定を受けた人）を対象

に、従前の（全国一律サービスとして提供されてきた）介護予防給付相当サービスを

含めた多様な介護予防・生活支援サービスとして整備し、利用者ニーズを踏まえ、介

護予防ケアマネジメントに応じて適切な支援を行っていきます。 

 

①訪問型サービス 

平成27年度より、従前介護予防給付相当訪問サービスおよび、本市独自の「訪問型

元気応援サービス（基準緩和型、住民による支援）」を開始しました。 

 

ⅰ．従前の介護予防給付相当サービス 

心身の状況により専門的な訪問サービス提供が必要な場合は、従前介護予防給付相

当サービスを提供します。今後、需給のバランスを考慮しながら（供給量が不足した

場合には、公募などにより）整備していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

ⅱ．訪問型元気応援サービス（基準緩和サービス、住民主体サービス） 

「訪問型元気応援サービス」の内容は、人員配置基準を緩和した「生活支援コース」

と住民主体による「困りごとコース」があります。 

「生活支援コース」は、従前の介護予防給付相当サービスのうち生活支援のみを実

施し、「困りごとコース」は、介護保険の範囲外である生活支援や付き添い等、身体

介護以外の困りごとに対してサービスを提供します。サービス実施事業所は、長年に

わたり住民活動を実践している団体や法人等で、市は事業の実施形態を考慮し費用の

一部を助成します。今後、需給のバランスを考慮しながら（供給量が不足した場合に

は、公募などにより）整備していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

需給バランスにより整備 → → 
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②通所型サービス 

平成27年度より、従前介護予防給付相当通所サービスおよび、本市独自の「短期集

中予防サービス」を開始しました。 

 

ⅰ．従前の介護予防給付相当サービス 

心身の状況により専門的な通所サービス提供が必要な場合は、従前介護予防給付相

当サービスを提供します。なお、従前相当の通所型サービスについては、供給が需要

を上回っていることから、原則として、新規指定は行いません。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

ⅱ．短期集中介護予防サービス（通所型のみ、訪問型と通所型の合体） 

事業対象者（基本チェックリストによる生活機能低下が認められた高齢者）、要支

援認定者を対象に、短期かつ集中的な専門職の関わりによって介護予防を促進してい

きます。基本チェックリストの該当項目数および内容によって参加するプログラムの

振り分けを行い、個々の状態に応じたサービスを提供することで自立した生活の支援

を行っていきます。 

ア．通所型単一プログラム 

生活機能低下該当項目により、運動機能向上、栄養改善、口腔機能向上、認知機能

向上のうち適した通所プログラムを実施します。 

イ．機能強化型プログラム（訪問サービスと通所サービスの合体） 

リハビリ専門職の訪問サービスにより生活課題を明確にし、個々に応じた通所サー

ビス複合プログラム（運動、栄養、口腔、認知全て）を実施後、再度、訪問サービス

により実施評価および終了後の活動等について支援します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行推進・拡充の検討 → → 

 

③介護予防ケアマネジメント 

介護予防ケアマネジメントは、要支援者や事業対象者など、生活機能の低下が見ら

れる高齢者の心身の状態や支援する家族などの情報を適切に把握し、サービス担当者

会議などを経たケアプラン＊に位置づけ、適切なサービスを実施していくことにより、

心身及び生活機能の向上を図るとともに、生きがいや自己実現のための取組みを支援

することで生活の質の向上を目指すものです。 

地域包括支援センターにおける「自立支援型ケアマネジメント検討会」の開催や居

宅介護支援事業者向けの研修会等を通じて、自立支援に資する介護予防ケアマネジメ

ントの取り組みを推進していきます。 
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平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 一般介護予防事業 

介護予防を推進する観点から、「通いの場」や介護予防教室の実施など、高齢者全

般を対象とする一般介護予防事業を推進していきます。 

 

①介護予防把握事業 

今後、高齢化の進展によって、独居高齢者等の増加が見込まれる中で、高齢者の生

活実態を様々な視点からアプローチ（調査）するとともに、収集した情報を活用する

ことにより、自宅での閉じこもりやうつ病など、何らかの問題を抱えた高齢者を早期

に発見することによって、重度化防止・介護予防など、早期対応を推進します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行推進・拡充の検討 → → 

 

②介護予防普及啓発事業 

ⅰ．地域住民に対する介護予防の普及啓発 

介護予防の知識や情報の普及啓発を通じて、気づきや介護予防への意欲向上を促す

とともに、実践につながるよう、加齢と不活発な生活が関連するフレイル＊予防を中心

に、広報まつどやホームページの掲載、パンフレット、動画等を通じて啓発を行い、

自助（自らの取組）を支援します。特に、孤立傾向にある高齢者に対しても効果的な

働きかけを検討し、取り組みます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行推進 → → 

 

ⅱ．地域包括支援センター主催の介護予防教室（体操教室） 

 各地域包括支援センターが、地域の高齢者を対象に、介護予防のための教室（体操

教室）を定期的に開催し、運動や交流の機会を提供します。地域の特性に応じ、高齢

者が地域での交流を深め、仲間と一緒に活動を継続できるような教室運営を推進しま

す。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 
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③地域介護予防活動支援事業 

高齢者の社会参加と地域貢献を支援することにより、高齢者自らによる健康増進と

介護予防の取組みを推進します。また、地域における住民主体の介護予防活動（集い

の場、体操教室及び社会参加活動など）の育成・支援を行います。 

 

ⅰ．介護支援ボランティア制度の推進 

介護支援ボランティア制度は、高齢者がボランティア活動に参加して自らの健康増

進を図り、介護予防につなげることを目的として推進するものであり、介護保険施設

や障害関連施設などでのボランティア活動実績に応じてポイントを付与し、そのポイ

ントを還元できるシステムです。 

介護支援ボランティア制度を通じて、元気な高齢者だけではなく、日常生活におい

て支援が必要な要支援者・要介護者についても、可能な範囲でのボランティア活動へ

の参加を推進することによって、高齢者の介護予防・社会参加といきいきとした生活

を推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

ⅱ．住民主体の通いの場や地域活動における介護予防の推進 

気軽に人とふれあい、介護予防活動に取り組む機会や場が身近にある地域づくりを

目指し、住民が主体的に運営する「通いの場」の開設及び運営支援を行うことによっ

て、「通いの場」の拡充を図ります。併せて、短期集中予防サービスを終了した人が、

地域活動につながる場として活用できるよう、環境整備を推進します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

④地域リハビリテーション活動支援事業 

高齢者個々の潜在能力を活かした効果的な介護予防や希望する生活が実現できるよ

う、ケアマネジャーのアセスメントの際、リハビリ専門職が同行訪問し、専門的視点

を活かしてケアマネジャーのアセスメントを支援します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行推進・拡充の検討 → → 
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２．健康増進事業の推進と連携強化 

以下の取組みなど、健康増進計画「健康松戸21Ⅲ」等に基づく高齢者の健康づくり

を推進するとともに、高齢者・介護施策との緊密な連携を図ることにより、介護予防

の推進につなげていきます。 

 

⑴ 健康増進啓発事業の推進 

①まつど健康マイレージの推進 

平成28年７月１日より、市民の健康づくりのきっかけ・継続・定着を促すため、「ま

つど健康マイレージ」を開始しました。内容は、健（検）診の受診や、本市及び健康

松戸21応援団が行う健康づくりイベント等に参加するとマイル（ポイント）が貯まり、

50マイルを貯めて応募すると特典の抽選に参加できる事業です。貯めたマイルは累積

加算し、規定マイルに達すると表彰が受けられます。 

高齢者の社会参加を促す仕組みともなっており、まつど健康マイレージを市民運動

にしていくため、普及啓発を実施していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②はり・きゅう・あん摩など施術費助成  

健康の維持増進を目的に、はり、きゅう、あん摩などの施術を受ける人に対し、施

術に要した費用の一部を助成します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑵ 生活習慣病予防対策の推進 

①特定健康診査・特定保健指導の推進  

生活習慣病の予防、受診者が健康を維持するための健康状態の把握、適切な保健行

動（受診や相談、生活習慣の改善）の実践などを促進するため、特定健康診査（40～

74歳）の受診を推進していきます。 

また、糖尿病や高血圧などの生活習慣病の発症の予防を図るため、特定保健指導の

実施を推進することによって、特定健康診査の結果に応じて、医師、保健師や管理栄

養士等が生活状況に合わせ、生活習慣改善のためのサポートを実施していきます。 

本市においては、これまでの特定健康診査のデータから、特に、糖尿病対策が重要

であることから、医療関係者及び行政が参画する糖尿病対策推進会議（仮称）を設置

し、特定健康診査・特定保健指導と連動した糖尿病対策を推進し、糖尿病の早期発見

や重症化予防を推進していきます。 
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平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・充実 → → 

 

②後期高齢者の健康診査の実施 

生活習慣病の早期発見及び重症化の予防を推進するため、後期高齢者（75歳以上）

の健康診査を、実施していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

③生活習慣病予防の実践指導の実施 

健康に暮らすための望ましい生活習慣を身につけることを目的とし、講話だけでな

く、運動実技及び調理実習などの実践的な指導を図ります。 

ⅰ．パートナー講座 

生活習慣病予防及びがん予防を目的として、望ましい生活習慣（食事、運動含む）

を知り、自身に必要な行動変容を促します。地区社会福祉協議会、家庭教育学級＊、町

会･自治会及び老人クラブなど、市民団体の依頼を受けて実施します。 

ⅱ．依頼による健康教育 

地域の様々なグループ（町会・自治会、老人クラブ、社会福祉協議会、家庭教育学

級及び運動や食生活改善に取り組むグループなど）からの依頼内容に応じ、健康に暮

らすために望ましい生活習慣を身につけるための教室（講話や実習）を実施します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 感染症予防接種の実施 

ⅰ．インフルエンザ予防接種 

インフルエンザの疾病に対する免疫を与えるため、予防接種法に基づき、65歳以上

で接種を希望する人等を対象として、原則、一定の自己負担の下、実施していきます。 

ⅱ．肺炎球菌ワクチン予防接種 

肺炎球菌の疾病に対する免疫を与えるため、予防接種法に基づき、過去に肺炎球菌

ワクチンを接種したことがない65歳の接種を希望する人等を対象として、原則、一定

の自己負担の下、肺炎球菌ワクチン予防接種を実施していきます。さらに、市独自で

上記以外の65歳以上の人で、過去に肺炎球菌のワクチンを接種したことがない人を対

象に、同じ自己負担額で同予防接種を実施していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 
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⑷ 各種がん検診の実施 

がんを早期に発見し、早期の対応（精密検査や治療）につなげるため、がん検診登

録による集団検診又は医療機関での個別検診を行っています。 

 20歳以上 30歳以上 35～39歳 40歳以上 50歳以上 

子宮頸がん検診

（女性対象） 
受診可能 受診可能 受診可能 受診可能 受診可能 

乳がん検診 

（女性対象） 

 

 

受診可能 

視触診 
エコー検診 

マンモグラ

フィ検診と

エコー検診

交互に実施 

マンモグ

ラフィ検

診 

肺がん・大腸が

ん・胃がん 
   受診可能 受診可能 

 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

３．社会参加の推進 

⑴ 就労支援の推進 

①シルバー人材センターの利用促進 

シルバー人材センターは、高齢者の知識、経験及び技能を生かし、健康や生きがい

のために仕事をしたいと考えている人に対して、一般家庭や民間企業、官公庁などか

ら高齢者に適した仕事を引き受けて提供しています。 

多くの高齢者が就労を希望している状況に鑑み、高齢者の就労の機会を拡大し、社

会参加が促進されるよう、シルバー人材センターの利用推進を図るための支援を行い

ます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②雇用に向けた支援 

高齢者の希望に応じるとともに、高齢者が自ら培ってきた知識や経験を生かすため

に、多様な就業ニーズにあった雇用の場の確保が必要となります。就職面談会、仕事

説明会などの情報を提供できるように、市内の企業や事業者等と連携を推進します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

見直し・精査 → → 
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③ハローワーク等との連携 

高齢者が意欲と能力に応じて就業できる機会を確保するため、ハローワーク松戸（公

共職業安定所）等と緊密な連携を図ることによって、就労に関する情報を充実し、発

信していきます。 

また、松戸地域職業訓練センター（テクノ21）で行っている各種講座の情報を提供

していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

見直し・精査 → → 

 

⑵ ボランティア活動の推進 

①ボランティア支援制度の推進 

 本市では、都市型予防モデル「松戸プロジェクト」、介護支援ボランティア制度、

オレンジ協力員制度など、介護予防対策や認知症対策の中で、高齢者等のボランティ

ア活動を積極的に支援する取組みを推進しています。 

 高齢者の希望に応じたボランティア活動を推進するために、こうした取組みを積極

的に推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②社会福祉協議会（ボランティアセンター）との連携 

松戸市社会福祉協議会には、市民のボランティア活動を促進するため、ボランティ

アの育成及び支援を行っているボランティアセンターが設置されています。 

さらに、地域福祉活動としては、市内15地区に地区社会福祉協議会が組織され、そ

の事務所を拠点として、名前を呼び合える近隣関係と、住民の自主的、自発的な活動

をもとに、「ふれあい会食会」や「ふれあい・いきいきサロン」、各種講座、研修会、

軽スポーツ大会の開催及び広報紙の発行など、住みよい福祉のまちづくりを推進する

ために様々な活動が実施されています。 

今後とも、社会福祉協議会と協働し、ボランティア活動や地域福祉活動等の推進を

図っていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 
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⑶ 生きがいづくり支援 

①はつらつクラブ活動の推進 

はつらつクラブ（老人クラブ）は、健康増進、社会奉仕、教養講座及びレクリエー

ション活動を通じて地域社会との交流と老後の生活を豊かにする活動に取り組んでい

ます。今後とも、高齢者が地域の重要な一員として生きがいを持って活躍できるよう、

はつらつクラブに対する支援を行っていきます。 

また、はつらつクラブは、近年、会員数及び加入率（60歳以上の人口に占める老人

クラブ会員数の割合）が減少傾向にあることから、この傾向に歯止めをかけるべく、

はつらつクラブで行っている社会奉仕活動、健康増進活動等のＰＲやチラシ作成、医

療機関とのコラボ活動など、会員増強につながる支援を行っていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②シニア交流センター・老人福祉センターの機能の充実 

シニア交流センターは、高齢者の「はたらく」、「まなぶ」、「ふれあう」、「つ

どう」をテーマとする生きがい対策の拠点として設置されており、元気高齢者の就労

支援や生きがい活動の情報を収集し、発信する役割を果たしています。施設内には「親

子ＤＥ広場」が設置されており、高齢者と子どもの世代間交流の場としての役割も果

たしています。 

また、老人福祉センターは、市内に６か所（分館１か所を含む）あり、元気高齢者

の生きがい、健康相談や機能回復訓練などの健康の増進、各種クラブ活動などの教養

の向上、レクリエーション等の機会を提供する場としての役割を果たしています。 

元気高齢者がいつまでも住み慣れた地域や家庭において、自己の個性や能力を最大

限に発揮し、生きがいをもって健やかに生活できるように、引き続き、シニア交流セ

ンター・老人福祉センターの有効活用とサービス内容の充実を推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

③生涯学習活動の推進 

高齢者の社会参加を通じた生きがいづくりや、ボランティア活動・自治会活動の担

い手の養成等を目的として、「千葉県生涯大学校」が本市の総合福祉会館内で活動し

ています。今後とも、「千葉県生涯大学校」への支援を行っていきます。 

また、生涯学習推進課では、60歳以上の市民の自己の充実と地域での新たな仲間づ

くりの支援など、高齢者の地域での活躍を応援する「まつど生涯学習大学講座」を開

講しています。 

高齢者の価値観が多様化する中で、生涯学習を通じて心の豊かさや生きがい感の充
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足の機会が求められていることから、これらのニーズに即した生涯学習機会の提供を

推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

[介護予防・社会参加の推進に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

一般介護予防事業に基づく住民

主体の「通いの場」の数 
22か所 100か所 

シルバー人材センター登録者数 2,169人 3,100人 
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第５節 日常生活を支援する体制の整備 

 

 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、見守りや外出など、日常生

活についての支援が必要になります。このため、地域における様々な社会資源の活用

を図りながら、見守りや外出への支援、介護する家族への支援など、日常生活を支援

する体制の整備を推進していきます。 

 

１．見守り体制の整備・推進 

高齢者が孤立せず住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるように、住

民同士のつながりを強化し、高齢者の変化に柔軟に対応できる体制が求められていま

す。行政が行うサービスに加え、高齢者の見守り体制の整備・推進を図ります。 

 

⑴ 民生委員・児童委員の見守り活動との連携 

民生委員・児童委員は、市民が住み慣れた地域で自立した生活を営む上で様々な困

難が生じたとき、地域の身近な相談相手として相談に応じ、福祉サービスなどの紹介

や助言を行い、また、自らも地域住民の一員として、担当の区域において高齢者など

の安否確認や見守りを行い、問題解決のために行政や関係機関とのパイプ役を務めて

います。 

引き続き、民生委員・児童委員の見守り活動と緊密な連携を図っていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑵ 高齢者支援連絡会との連携 

高齢者支援連絡会は、地域での見守り活動や勉強会などの開催を通じて、高齢者が

住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう支援し、生活上の課題を早めに発

見することを目的に、市内９地区に設置されています。 

地域住民と地域包括支援センター、介護などに関わる専門職が協働し、地域に根ざ

した活動を行えるよう、高齢者支援連絡会と引き続き連携をとり、活動の充実に努め

ます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 見守り協定に基づく事業者との連携 

本市では、市と事業者の間で締結する見守り協定に基づき、市内で活動する事業者

等が配達などの日常業務を行う際に、高齢者の異変を発見した場合、市に通報し、市

が状況の確認などを行うといった取組みを推進しています。（平成29年９月末現在：
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８事業者） 

重層的な見守り体制の整備を推進する観点から、引き続き、見守り協定の締結を推

進していきます。特に、高齢者ケアのスキルを有している介護サービス事業者等につ

いては、積極的な協力を依頼していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

充実 → → 

 

⑷ 避難行動要支援者名簿の活用の促進 

 地域の中で、災害に備えて高齢者など一人で避難することが困難な人の情報を共有

し、支援する人と支援が必要な人のマッチングが円滑に行われるよう、平時の見守り

に「避難行動要支援者＊名簿」を活用することについて、町会・自治会、民生委員・児

童委員などの地域関係者に対して、働きかけていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑸ 安否確認システムの運用 

ひとり暮らし高齢者に対する緊急時に通報できる緊急通報装置の貸与や、外出や食

事の用意が困難な高齢者を対象に、配食サービス事業者が夕食を直接手渡しすること

により、安否の確認を行っています。あわせて、開業医と地域ボランティアの協働に

よる「あんしん電話」による安否確認も行っています。 

引き続き、このような安否確認システムの運用を通じて、高齢者の安否確認を行っ

ていきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑹ 認知症対策と連動した見守りの推進 

オレンジ声かけ隊による見守り、防災行政用無線を活用した探索、高齢者見守りシ

ールの支給など、認知症対策と連動した見守りを推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・充実 → → 

 

⑺ 孤立を生まない地域づくり 

ひとり暮らしで、誰にも看取られることなく、自分の住居内で持病や突発的な疾病

の為死亡されるケースである孤独死が、年々、増加しています。 

引き続き、孤独死の実態把握に努め、松戸市社会福祉協議会をはじめ、関係機関と
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協力して、子どもや高齢者、障害の有無に関わらず、地域で生活する人々が一人ひと

りそれぞれの役割を持ちながらお互いに支え合い助け合って暮らすことのできるまち

づくりを推進します。 

また、地区社会福祉協議会をはじめとする地域活動を行う関係者の協力で、今後も、

「ふれあい・いきいきサロン」や「ふれあい広場」などの行事の活性化を支援してい

きます。 

「参考：第 3 次松戸市地域福祉計画 P.32『常盤平団地孤独死ゼロ作戦（4 つの課題）』」 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

２．生活支援体制の整備   

⑴ 生活支援コーディネーターの配置 

 生活支援体制の整備を図るため、第１層（市全域）と第２層（日常生活圏域）に、

生活支援コーディネーターを配置することとされています。 

 生活支援コーディネーターの主な役割は、資源開発（地域に不足するサービスの創

出、サービスの担い手の養成、高齢者等が担い手として活動する場の確保等）、ネッ

トワーク構築（関係者間の情報共有、サービス提供主体間の連携の体制づくり等）、

ニーズと取組のマッチング（地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチン

グ等）とされており、地域包括支援センターの役割と密接に関係しています。このた

め、地域包括支援センターの業務と密接な連携が図れるよう、平成30年度より、第１

層及び第２層に生活支援コーディネーターを配置します。 

 具体的には、第１層の生活支援コーディネーターは基幹型地域包括支援センターを

所管する高齢者支援課に配置するとともに、第２層の生活支援コーディネーターは地

域包括支援センターに配置します。 

各地域包括支援センターが生活支援コーディネーター業務を円滑に実施できるよう、

地域包括支援センターがこれまで行ってきた総合相談支援業務や地域ケア会議関係業

務等と密接な連携を図りつつ、地域の実情に応じて柔軟に生活支援コーディネーター

業務を実施できるようにします。また、基幹型地域包括支援センターにおいては、各

地域の実情を踏まえつつ、各地域包括支援センターに対する後方支援を積極的に行っ

ていきます。基幹型地域包括支援センター及び地域包括支援センターは、生活支援体

制整備の充実に向けて、順次、生活支援コーディネーターの機能の充実を図ります。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

配置 機能充実 → 
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⑵ 地域の実情に応じた協議体の実施 

 生活支援体制整備事業に基づく協議体は、生活支援コーディネーターの組織的な補

完、地域ニーズ・既存の地域資源の把握及び情報の見える化の推進、生活支援等サー

ビスの担い手養成など、地域ケア会議や地域包括支援センターの役割と密接に関係し

ています。 

 本市においては、平成27年度以降、日常生活圏域レベルで地域の課題を議論する地

域包括ケア推進会議を年２回程度実施しており（28年度：市全体で26回）、社会資源

の把握・開発なども含めて、各圏域において地域の課題を解決するための熱心な議論

が行われています。これにあわせて、参加する地域関係者・関係団体代表者等の負担

軽減という点も考慮し、平成30年度以降は、住民主体の取組みと連携を図りつつ、地

域ケア会議（松戸市地域ケア会議、地域包括ケア推進会議）など既存の会議の枠組み

を活用して、協議体に係る議論も実施していくこととします。 

 第２層においては、「支え合う地域づくり勉強会」や高齢者支援連絡会などの住民

主体の取組みと地域包括ケア推進会議が連携しながら協議体に係る議論を行うことに

よって、社会資源の開発など、地域の実情に応じた生活支援体制の整備を進めていき

ます。「支え合う地域づくり勉強会」については、現在、３圏域で先行的に開催され

ていますが、地域の実情や意向に応じて、対象圏域の拡充を図ります。また、住民主

体の活動を推進する観点から、地域の実情や意向に応じて、よりきめ細かな区域での

本勉強会の開催や本勉強会の体制構築を図っていきます。 

 生活支援コーディネーターは、「支え合う地域づくり勉強会」や高齢者支援連絡会

などの住民主体の議論の展開を受けて、これらの議論から抽出された地域課題を、地

域包括ケア推進会議での議論に円滑につなげていきます。市全域を対象とする松戸市

地域ケア会議においては、地域包括ケア推進会議など、第２層における議論の状況を

把握・検証していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

既存の会議の枠組みを活

用して実施 
→ → 

 

⑶ 軽度生活援助の実施    

在宅の75歳以上の高齢者等に対して、日常生活における軽度な生活援助サービスを

行うことにより、在宅の自立した生活を支援します。介護保険で供給できない一部の

サービス（草むしりなど）に対しても支援が可能です。利用者数は年々伸びており、

引き続き実施します。一方で、同種のサービスである介護予防・日常生活支援総合事

業の訪問型元気応援サービスとの関連性については、注視していく必要があります。 
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平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・検証 → → 

 

３．外出支援の推進 

⑴ 地域の支え合いによる外出支援の推進 

社会参加を促進し、閉じこもりを予防するため、地域の支え合いによる外出支援を

推進していきます。 

具体的には、例えば、市内を走っている医療機関等の送迎バスや介護事業者等の車

両を活用した外出支援策の実施等について、検討を進めます。また、市内の店舗と連

携し、「通いの場」等に定期的に商品を配送してもらうことによって、外出支援・買

い物支援と介護予防の一体的な推進を検討します。こうした外出支援策については、

地域ケア会議等における多様な関係者の議論に基づき、検討を進めることによって、

地域のニーズに合った支援策の実施を図ります。 

あわせて、地域のニーズに合った検討を推進する観点から、他市町村における好事

例の収集・分析や、本市における各地域の実情に応じた分析など、地域の支え合いに

よる外出支援を推進するための調査分析を行います。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

検討推進・実施 → → 

 

⑵ 福祉有償運送の推進 

福祉有償運送は、NPO法人等が身体障害者や要介護者など、単独で公共交通機関を利

用して移動することが困難な人に対して送迎を行うなど、営利とは認められない範囲

の対価によって行う個別サービスです。公共交通機関の利用が難しい高齢者や障害者

の移動をサポートする福祉有償運送事業の利用者は年々増加しています。 

福祉有償運送事業の立ち上げや運営のための相談・指導を行い、事業の周知を図り

ます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 情報発信を通じた買い物支援 

地域包括支援センターの協力を得ながら、地域の配達や訪問サービスの可能な店舗

を把握し、情報の発信を行います。  

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

検討・実施 → → 
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⑷ 高齢者が利用しやすい交通手段の導入の推進 

平成29年12月から中和倉地区をモデル地区とし、コミュニティバス＊の実証運行を開

始しています。実証運行終了後、評価・検証し、その後検討していきます。 

また、市内を走っている医療機関等の送迎バスや介護事業者等の車両を活用した外

出支援策の実施等について、検討を進めます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑸ 公共施設等のバリアフリー化の推進 

「すべての市民が、好きなときに好きなところへ自由に行動することにより、人や

自然と出会い、多様で豊かに人とふれあい、社会参加ができるような、人にやさしい

まちづくりをめざす」という、「松戸市人にやさしい公共施設整備設計指針」の基本

理念に基づき、高齢者が住み慣れた地域の中で安心して生活を送ることができるよう、

引き続きバリアフリー化を推進します。 

また、市内路線バス車両において、ノンステップバスの導入を推進していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

４．防災・防犯・交通安全事業 

 東日本大震災を教訓とし、大規模災害発生時に心身機能が低下している高齢者等を

守るため、家庭や地域における防災対策を推進するとともに、地域の防犯体制の向上

と防犯対策の強化を図るため、行政、市民、地域活動団体及び関係機関等の理解と協

力を得ながら、地域性を考慮しつつ、地域ぐるみの取組みとして展開できるよう努め

ます。 

 

⑴ 防災対策の推進 

ひとり暮らし高齢者や重度要介護者（要介護３～５）など、いわゆる避難行動要支

援者をはじめとした高齢者は、自力避難が困難である場合や、避難所生活で健康を崩

しやすくなる場合があるため、支援体制を整備し、安全、安心対策の充実を図ります。 

 

①避難行動要支援者名簿を活用した避難支援体制の整備 

 本市では、災害時の支援として、ひとり暮らし高齢者や要介護度が重い人（要介護

３～５）などのうち、避難行動要支援者としての登録を希望する人を対象とした「避

難行動要支援者名簿」を作成しています。 

 この名簿の登録情報を市、町会・自治会及び民生委員・児童委員など地域関係者と
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共有することによって、災害時の安否確認や避難誘導、平常時の防災訓練などに役立

てます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

②家具転倒防止器具の設置支援 

地震による家具の転倒等の被害から高齢者等の身体を守り、安心した在宅生活を送

ることができるよう、引き続き、家具転倒防止器具の購入や取り付け費用の助成を行

います。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑵ 防犯対策の推進 

日常生活における身近な犯罪を防止するためには、各自が防犯の意識をしっかり持

つと同時に、市民・事業者・市が警察と連携協力して防犯活動を効果的に実施する必

要があります。高齢者の安全確保のため、各地域の活動を活発化させ、効果的な活動

を推進します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 交通安全対策の推進 

高齢者が、住み慣れた地域において、安全で安心して快適に暮らすことができるよ

う、参加・体験・実践型の交通安全指導など、高齢者が交通事故に遭わない、交通事

故を起こさないための取組を行うとともに、はつらつクラブと松戸警察が連携した交

通安全の研修会を実施するなど、地域ぐるみで交通安全対策を推進します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

５．介護する家族への支援 

⑴ 仕事と介護の両立支援のための環境整備 

要介護者の主たる介護者へのアンケート調査の結果によれば、仕事と介護の両立支

援のために必要なサービスとして「必要なときにいつでも利用できるサービスの充実」

を求める回答が最も多く、「ショートステイなど、休息のためのサービスの充実」や

「早朝や夜間も対応できるデイサービスの充実」との回答も多くなっています。こう

したニーズに対応するため、通いや泊まり等のサービスを柔軟に組み合わせて利用で
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きる小規模多機能サービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）

の整備を積極的に推進していきます。 

あわせて、地域包括支援センターにおいては、仕事の関係で、平日の来所相談が困

難である場合に対応するため、事前の予約により、土曜日に面接相談対応を行える環

境整備を進めるとともに、土曜日の予約相談が可能である旨を、広く市民に周知して

いきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

環境整備推進 → → 

 

⑵ 介護者のつどい・認知症カフェの推進 

自宅での介護経験や日頃抱えている悩み等を共有し、情報交換を行う「介護者のつ

どい」（地域包括支援センターが実施）については、より身近な地域で多くの人が参

加できるよう、開催場所や日程を工夫して行っていきます。 

また、認知症の人と家族がともに参加し、地域住民や医療・介護の専門職等と認知

症や介護等について話し合える「認知症カフェ」についても取組みを推進していきま

す。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続・拡充 → → 

 

⑶ 家族介護講座の開催等 

要介護者を介護している家族に対し、介護の不安等を少しでも軽減できるよう、引

き続き、研修等を実施します。また、介護を行うために離職せざるを得ない家族に対

しての情報提供に取り組み、離職防止に繋げます。 

あわせて、介護用品（紙おむつなど）や慰労金の支給については、引き続き、事業

を継続します。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

現行継続 → → 

 

[日常生活を支援する体制の整備に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

市と見守り協定を締結している

事業者の数 
８事業者 15事業者 

地域の支え合いによる外出支援

の事例数 
１事例 10事例 
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第６節 高齢者の住まいの確保 

 

 「住まい」は地域包括ケアシステムの要素の１つとされているように、高齢者が要

介護状態になっても住み慣れた地域で生活し続けていくためには、生活の基盤となる

住まいの確保が必要です。このため、高齢者・介護部門と住宅部門の緊密な連携を図

りつつ、高齢者の住まいの確保を図っていきます。 

 

⑴ 多様な高齢者向け住まいの確保 

①高齢者向け住まいの利用状況の定期的な把握 

 介護保険における施設・居住系サービスとは位置づけられていない住まいの類型と

しては、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等があります。これら

の住まいでは、介護保険の在宅サービスの提供を通じて、重度者も含めた要介護者の

生活が支えられているケースがあるとともに、介護保険の施設・居住系サービスとも

相互に影響を及ぼし合う関係にあります。なお、住宅型有料老人ホームやサービス付

き高齢者向け住宅は、民間事業者の意向に応じて、整備が行われます。 

 松戸市介護保険運営協議会における給付分析においては、住宅型有料老人ホーム・

サービス付き高齢者向け住宅のいずれにおいても、空床が相当程度あるとともに、市

外利用率が高くなっており、現時点では、供給が需要を上回っていると考えられます。

なお、千葉県高齢者居住安定確保計画を基に、住宅政策課が推計したところによれば、

サービス付き高齢者向け住宅は、現在の伸びの傾向が維持されれば、2017年から2020

年にかけて、約15％増加する見込みとなっています。 

 引き続き、高齢者・介護部門と住宅部門の連携の下、事業者への聞き取り調査等を

通じて、高齢者向け住まいの利用状況を定期的に把握するとともに、松戸市介護保険

運営協議会における議論等を踏まえて、必要な対策を検討していきます。 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 

利用状況把握・対策検討 → → 

 

②高齢者向け住まいにおける介護サービスの検証 

 住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅といった高齢者向け住まいで

提供される在宅サービスについては、特定の介護サービス事業者による「囲い込み」

を懸念する意見があります。一方で、例えば、バリアフリー化され入居者の権利性が

高い環境において、高い介護力を備えたサービスが提供できるといったケースも想定

され、こうした場合においては、民間の居住サービスが、介護保険施設の機能を補完

し、地域の介護力の向上を図ることができるというメリットが発生することになりま

す。 

 今後、サービス付き高齢者向け住宅の増加が予想されるという見通しも踏まえ、松
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戸市介護保険運営協議会において、高齢者向け住まいにおける在宅サービスの給付分

析等を進めることにより、高齢者向け住まいで提供される在宅サービスの実態を把握

するとともに、高齢者向け住まいにおける介護対応力の向上方策を検討していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討推進 → → 

 

③ケアハウス・養護老人ホームの運営 

市内に５か所あるケアハウス（軽費老人ホーム）と、平成27年４月に開設した養護

老人ホーム＊１か所については、高齢者向け施設や住宅の多様化により、需要に対して

ほぼ供給を満たしていると思われます。このため、本計画では、新たな整備は見込ま

ず、現状を維持していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現状維持 → → 

 

④住まいに関する情報の提供 

 高齢者に適した住宅や高齢者の入居を拒まない民間賃貸住宅、住み替え等に関する

情報の提供を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑤公的高齢者住宅の供給 

 公的住宅等が、真に住宅に困窮する人に的確に供給され、住宅セーフティネットと

して機能するよう努めるとともに、住宅基盤整備については、市営住宅はもちろんの

こと、千葉県・千葉県住宅供給公社や都市再生機構（UR都市機構）へも住宅整備を要

請し、安全で快適な住宅の確保に努めます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑵ 住宅環境の整備 

①住宅改修費貸付・助成事業の利用促進 

高齢者が、要支援・要介護状態になっても、在宅で自立した生活を送ることができ

るよう、住宅のバリアフリー化や増改築等の改修工事に対して、要する資金の助成や

貸付を行います。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 
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②シルバーハウジング入居者への支援 

高齢者専用市営住宅「シルバー中金杉」に生活援助員を派遣し、入居者に対し、日

常生活の相談、援助を行っており、入居者が自立して、安全かつ快適な生活を営むこ

とができるよう、引き続き支援を行っていきます。  

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

③「空家」の活用等の検討 

 本市では、現在、平成29年度から32年度までを計画期間とする「松戸市空家等対策

計画＊」が策定され、同計画に基づいて、総合的に空家対策が検討・推進されています。 

今後、空家の利活用を促進するためには、空家を地域資源と捉え、高齢者の住まい

の確保という視点から活用の方向性について検討するとともに、既に本市においても、

通いの場や子どもの学習支援の場として利用されている事例もあることなどから、住

宅としての活用だけではなく、高齢者の通いの場や、多世代交流を含めた地域の生き

がいづくりの拠点等としての活用につなげる仕組みづくりについても検討していきま

す。 

あわせて、空家化の予防・発生抑制については、介護が必要となったこと等による

住み替えや施設への入所がきっかけとなって空家となる事例が考えられることから、

高齢者・介護部門と住宅部門との間の情報連携の推進に向けた検討を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討 → → 
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第７節 認知症対策の充実 

 

平成 27 年時点で、本市における認知症の人は約 2 万人、認知症の前段階である軽度

認知障害（MCI）の人は約 1.7 万人と推計されるなど、認知症は多くの高齢者に関係す

るとともに、本人・家族・ケアに与える影響が非常に大きい疾患となっています。ま

た、高齢化の進展に伴って、2025 年（平成 37 年）には、認知症の人が約 2.8 万人に増

加すると推計されるなど、今後、認知症の人の増加が予想されています。このため、

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくために、地域支援・普及啓発及び早期支

援・予防の観点を柱に、認知症対策の充実を図っていきます。 

 

１．認知症の地域支援・普及啓発の推進 

⑴ 認知症サポーターの養成 

認知症の人や家族を地域で支えるためには、さまざまな世代・職種において、認知

症の理解を推進することが重要です。このため、引き続き、市役所や地域包括支援セ

ンター等を中心に、さまざまな世代・職種を対象として、認知症サポーターの養成を

積極的に推進していきます（平成 29 年９月末現在：21,087 人）。 

あわせて、市役所の全ての部署・担当者が認知症に対応できるようにするため、平

成 30 年度までに、原則として、市役所の全ての正規職員が認知症サポーターとなりま

す（平成 29 年９月末現在：2,371 人、76％）。 

さらに、松戸市医師会による「まちっこプロジェクト」（小中学校に対する認知症等

の出前講座）と連携し、小中学生への認知症に関する啓発を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

養成推進 → → 

 

⑵ オレンジ声かけ隊の養成 

本市では、認知症サポーターに対して、「オレンジ声かけ隊」への登録を呼びかけ

ています。オレンジ声かけ隊とは、本市独自の制度で、日頃からの挨拶や積極的な声

かけ活動を行い、手助けが必要な高齢者を見かけた場合は、できる範囲での手助けを

する「あんしん一声運動」を行います。認知症サポーターのうち希望者が、オレンジ

声かけ隊になることができます。なお、オレンジ声かけ隊には、団体での登録も可能

です。（平成 29 年９月末現在：3,173 人、219 団体） 

高齢者を地域全体で温かく見守っていくために、オレンジ声かけ隊への登録を積極

的に推進するとともに、研修会等により、オレンジ声かけ隊の見守りスキルの向上を

図っていきます。あわせて、オレンジ声かけ隊への松戸市安全安心メールへの登録を

勧奨することにより、市民による高齢者の見守りの充実を図ります。 
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平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

養成推進・活動充実 → → 

 

⑶ オレンジ協力員の養成と活動の充実 

 本市では、オレンジ声かけ隊のうちの希望者について、「オレンジ協力員」への登録

を推進しています。オレンジ協力員とは、専門職と連携して、認知症の人やその家族

の話の傾聴（傾聴ボランティア）や認知症カフェ・サロンの運営補助などの実践的な

支援を行うボランティアです（平成29年９月末現在：475人）。 

認知症の地域支援を推進する観点から、地域包括支援センター、松戸市社会福祉協

議会等と連携し、オレンジ協力員の養成を推進していきます。また、オレンジ協力員

活動の好事例の収集・周知や積極的なモデルケースづくり、受入機関における環境整

備を推進することによって、オレンジ協力員による実践的な支援活動の充実を図って

いきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

養成推進・活動充実 → → 

 

⑷ 認知症カフェやサロンの取組みの推進 

市内全域で、認知症カフェやサロンの取組みが進むよう、引き続き、取組みの把握

や周知を行い、認知症の人や家族の居場所作りを推進します（平成 29 年９月現在：７

か所）。また、認知症カフェやサロンの関係者や地域の専門職等との連携を強化し、認

知症の人や家族の声を認知症施策に反映できるよう努めます。 

あわせて、認知症カフェやサロンについては、その実績や効果を検証し、整備の考

え方を整理した上で、自主的な運営という原則に則りつつ、支援策の在り方を検討し

ていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・拡充 → → 

 

⑸ 認知症高齢者の安全対策の充実 

認知症の高齢者が行方不明になった際には、早期に保護することを目的に、松戸警

察署および松戸東警察署と連携し、防災行政用無線を活用した探索を、引き続き行い

ます。 

また、認知症等によって行方不明になった高齢者の安全を確保し、家族や介護者へ

の負担を軽減するとともに、発見・保護した人が必要な情報を得られることで、スム

ーズな声かけ、対応を行いやすくするために、高齢者の見守りシールの普及啓発を行

います。 
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あわせて、認知症等により徘徊症状のある高齢者が、市の指定する位置情報を探索

する機器を利用している場合は、その介護者に利用料の助成を行っています。しかし、

この機器の利用者が減少していることから、利用者の利便性を高めるために機器の選

択肢を増やすなど、事業内容の改善を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・拡充 → → 

 

⑹ 認知症に関する情報発信の推進 

① 認知症ガイドブック（認知症ケアパス）の普及・活用 

認知症に関する情報や、状態に応じた適切なサービス利用の流れを示す「認知症ガ

イドブック」（松戸市版認知症ケアパス）について、認知症コーディネーター＊等（認

知症地域支援推進員＊）と定期的に検討会を実施し、内容の更新や普及推進の検討を行

います。あわせて、市民や専門職が「認知症ガイドブック」について理解を深め、積

極的に活用できるよう、「認知症ガイドブック」を様々な会議、研修等の場面で説明、

活用していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・拡充 → → 

 

②講演会・ホームページ・広報・リーフレット等を用いた周知の推進 

「認知症を予防できる街💛まつど」「認知症になっても安心して暮らせる街💛まつど」

をめざして、認知症に関する正しい知識や予防から対応までの総合的な情報について、

講演会、ホームページ、広報まつどおよびリーフレット等で広く周知します。 

また、携帯電話等を使って簡単に認知症チェックができる「認知症簡易チェックシ

ステム」の周知・活用を推進します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

２．認知症の早期支援・予防の推進 

⑴ まつど認知症予防プロジェクト（軽度認知症把握・ケアマネジメント事業）

の推進 

本市では、医療・介護連携に基づき軽度認知症の把握・ケアマネジメントを行う「ま

つど認知症予防プロジェクト」（軽度認知症把握・ケアマネジメント事業）を実施して

います。まつど認知症予防プロジェクトは、実施機関（地域包括支援センター、医療

機関、薬局、介護事業所、ケアマネ事業所等）の専門職（認知症地域支援推進員）が、

①軽度認知症の早期把握・アセスメント、②ケアマネジメント、③モニタリングを行
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う事業です。このプロジェクトは、平成 28 年度から開始し、関係団体の協力の下、幅

広い実施機関において実施され、医療連携やセルフケアの推進につなげることができ

るなど、一定の成果を得ることができています。 

このため、松戸市医師会・松戸歯科医師会・松戸市薬剤師会・松戸市特別養護老人

ホーム連絡協議会・松戸市介護支援専門員協議会・松戸市通所介護事業所連絡協議会

等の関係団体の協力の下、まつど認知症予防プロジェクトの定着・拡充を図っていき

ます。あわせて、本プロジェクトと関係施策（認知症初期集中支援チーム、地域サポ

ート医、地域保健体制等）の連携体制の構築を図ることにより、認知症早期支援の効

果の向上を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

拡充・効果向上 → → 

 

⑵ 認知症初期集中支援チーム（オレンジサポートチーム）の充実 

認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を複数の専門職が訪問し、初期支援

を包括的・集中的に行う「認知症初期集中支援チーム」（オレンジサポートチーム）に

ついて、本市では、平成 27 年度から設置し、平成 29 年度には１か所から４か所への

増設を行いました。 

認知症初期集中支援チームについては、平成 29 年度における増設の効果を検証しつ

つ、順次、地域包括支援センターへのさらなる増設を行うことによって、認知症初期

集中支援の拡充を図っていきます。あわせて、まつど認知症予防プロジェクト等の関

係施策との連携を推進することによって、認知症初期集中支援チームの機能向上を図

っていきます。 

また、認知症研究会内に「認知症初期集中支援チーム検討委員会」を設置し、認知

症初期集中支援チーム事業の効果検証や評価を行います。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

増設 増設 増設 

 

⑶ 認知症予防教室の開催 

地域の身近なところで認知症予防に関する知識の普及、啓発や認知症予防となる活

動を継続するための仲間づくりができるよう、地域包括支援センターにおいて、地域

の特性に合わせた認知症予防教室を、引き続き開催します。また教室についての好事

例の収集・共有等を通じて、内容の充実を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 
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３．認知症に関する諸課題への対応の推進 

⑴ 若年性認知症対策の推進 

若年性認知症＊の人の居場所づくり、就労・社会参加を支援していきます。若年性認

知症の人を対象とした通いの場の立ち上げを支援し、当事者が役割を担える活動、収

入につながる活動など、当事者の声を活かした取組みを推進します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

通いの場立ち上げ支援 拡充の検討 → 

 

⑵ 認知症地域支援推進員等の活動支援・連携 

認知症ケアに関わる専門職の資質向上、認知症の人や家族への相談支援の充実等を

図るため、認知症地域支援推進員等の活動を支援するとともに、認知症地域支援推進

員等と連携して、認知症支援に関する取組みを推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 認知症研究会における検討 

医療と介護の専門職、認知症の人と家族の会及び地域包括支援センターの職員等で

構成される「認知症研究会」において、引き続き認知症に関する諸課題について検討

し、医療と介護の顔の見える連携の下、施策を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

[認知症対策の充実に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 目標（平成32年度） 

認知症サポーターの人数 19,042人 26,000人 

市役所正規職員のうち認知症サ

ポーターである者の比率 
37％ 

原則100％ 

（平成30年度以降） 

オレンジ協力員のうち実活動者

数 
115人 200人 

まつど認知症予防プロジェクト

の新規実施件数 
91件 250件 
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第８節 権利擁護の推進 

 

高齢者虐待の相談・通報受理件数は、平成 20 年度は 105 件でしたが、平成 28 年度

には 173 件に増加しているなど、高齢者虐待は増加傾向にあります。このため、広範

な関係者が参画する高齢者虐待防止ネットワークに基づき、虐待防止対策を推進して

いきます。また、認知症の人やその前段階である軽度認知障害（MCI）の人が増加する

中で、意思決定が困難になる高齢者の増加も予想されることから、認知症等の意思決

定支援の取組みを推進していきます。 

 

１．虐待防止対策の推進 

⑴ 虐待の予防 

現状では、高齢者虐待防止啓発活動として、地域包括支援センターにおける虐待相

談への対応体制の周知や高齢者虐待防止法の周知を行っています。今後は、広報まつ

どや松戸市ホームページ、高齢者支援課が作成する地域包括支援センターだよりに、

虐待相談対応体制や高齢者虐待防止法の情報を掲載することによって、高齢者虐待に

ついて、広く周知を図っていきます。 

また、高齢者虐待防止に関するパンフレットの市民への配布、市民向け講演会の市

内３圏域(中央、常盤平、小金)での開催、高齢者虐待防止マニュアル(家庭用、養介護

施設用、専門職用の３種類)の作成・配布等を通じて、高齢者虐待防止を普及啓発して

いきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

⑵ 虐待の早期発見 

⑴に記載した普及啓発策等を通じて、市民の高齢者虐待防止に対する知識を広め、

意識を高めていくことにより、高齢者虐待発見の裾野を広げていきます。 

また、市内の介護支援専門員や地域包括支援センター職員を対象とした、専門職向

けの研修会を開催します。保健、医療、福祉、人権擁護関係者、弁護士、警察及び学

識経験者などの多職種・多機関で構成された高齢者虐待防止ネットワークを構築して

おり、このネットワークを通じた専門職間での定期的な情報共有を進めることにより、

高齢者虐待の早期発見を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

⑶ 虐待への早期対応 

家庭内における高齢者虐待及び養介護施設従事者による虐待についての相談に、各
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地域包括支援センター及び基幹型地域包括支援センターが対応していきます。 

また、市内３圏域(中央、常盤平、小金)ごとに、虐待事例の情報共有や検討を行う

会議を毎月開催し、虐待事例への速やかな対応を図ります。 

保健、医療、福祉、人権擁護関係者、弁護士、警察及び学識経験者などの多職種・

多機関のメンバーで構成された、高齢者虐待防止ネットワーク担当者会議を２か月に

１度開催することによって、複雑化する虐待事例への介入方法、支援方法の検討を行

い、早期の対応を推進していきます。 

あわせて、虐待により保護を要する高齢者等を一時的に保護する体制として、緊急

的にショートステイを利用する緊急ヘルプネットワーク事業も推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

⑷ 虐待の再発防止 

市内３圏域(中央、常盤平、小金)ごとに行う虐待事例の検討会や、保健、医療、福

祉、人権擁護関係者、弁護士、警察及び学識経験者などの多職種・多機関のメンバー

で構成された高齢者虐待防止ネットワーク担当者会議の開催により、関係者間での見

守り体制を構築するなどし、虐待の再発防止を図ります。 

また、虐待の発生防止を図るため、これらの会議で虐待事例の検討を積み重ねるこ

とにより、高齢者虐待が発生する要因の分析を進めていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

２．認知症等の意思決定支援の推進 

⑴ 成年後見制度利用推進体制の充実 

成年後見制度＊は、認知症、知的障害、精神障害などの理由により判断能力が不十分

となった人が、財産管理や契約で不利益を被ったり、人間としての尊厳が損なわれた

りすることのないように、法律面で支援する制度です。本市では、地域の住民、民生

委員、介護支援専門員等の支援だけでは十分に問題が解決できない、適切なサービス

につながる方法が見つからないなどの困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳

のある生活を維持し、安心して生活を行うことができるよう、以下のⅰからⅳのよう

な、成年後見制度の利用につなげるための必要な支援を行います。 

あわせて、こうした支援を円滑に実施できるよう、成年後見制度の導入を判断する

市長申立検討会をタイムリーに開催するとともに、成年後見制度に関する判断基準の

策定・運用を行って、成年後見制度の的確かつ迅速な利用を推進していきます。 

また、成年後見に係るニーズの増大に対応するため、法人後見における市民後見協
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力員の養成を推進していきます。 

ⅰ．成年後見制度の説明、関係機関の紹介等 

成年後見制度の利用が必要と思われる高齢者の親族等に対して、成年後見制度の説

明や申立てに当たっての関係機関の紹介等を行います。 

ⅱ．市長申立て 

申立てを行える親族がいないと思われる場合や、親族があっても申立てを行う意思

がない場合で、成年後見制度の利用が必要と認められる場合は、市からの申立てを行

います。 

ⅲ．申立費用や報酬の助成 

本人や親族が家庭裁判所に成年後見制度利用の申立てをする際の費用や、後見人等

へ支払う報酬金の助成を行います(収入や預貯金等の条件があります)。 

ⅳ．普及啓発 

成年後見制度のパンフレットの配布や講演会の開催など、普及啓発に取り組みます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

体制充実 → → 

 

⑵ 日常生活自立支援事業の充実 

松戸市社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業は、高齢者や障害者が地域

で安心して日常生活が送れるように支援する制度です。「介護保険や福祉サービスの利

用の仕方がわからない」、「公共料金や家賃の支払い手続きを手伝ってほしい」、「通帳

や証書等の大切な書類をどこにしまったか忘れてしまう」などの多様な相談へ対応し、

円滑な制度利用を図っています。 

今後、高齢化の進展に伴い、認知症や軽度の認知障害がある人の増加が予想される

中、日常生活自立支援事業を必要とする人の増加が予想されます。こうしたニーズの

増大に対応できるよう、社会福祉協議会と連携し、日常生活自立支援事業の充実を図

っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

事業充実 → → 

 

⑶ 消費者被害の防止の推進 

認知症の人等の消費者被害の防止と相談体制の構築を図るため、市の高齢者・介護

部門や地域包括支援センターと消費生活センター＊との間で、必要な情報共有を図るな

ど、連携を強化していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

連携強化 → → 
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第９節 地域包括支援センターの機能強化 

 

 地域包括ケアシステムの深化・推進を図っていくためには、医療・介護・福祉等に

関わる幅広い関係機関・関係者の連携・調整を推進していくことが必要です。このた

め、こうした連携・調整を推進するための中核機関である地域包括支援センターの機

能強化を図っていきます。 

 

⑴ 基幹型地域包括支援センターの機能強化 

平成29年４月から市直営の基幹型地域包括支援センターを設置し、各地域包括支援

センターの総合調整機能や後方支援機能の強化を図っています。地域包括ケアシステ

ムの深化・推進に向けて、各地域包括支援センターの機能強化を図るため、以下のⅰ

からⅳなどを重点ポイントとして、基幹型地域包括支援センターの総合調整機能や後

方支援機能をさらに強化していきます。 

なお、基幹型地域包括支援センターの効果的･効率的な運営を図るため、国における

地域包括支援センター業務に関する市町村評価項目を参照しつつ、年度ごとに、基幹

型地域包括支援センターの運営方針を策定し、松戸市介護保険運営協議会における議

論を経て、運営方針を決定します。また、松戸市介護保険運営協議会において各年度

の運営方針の実施状況を検証することによって、基幹型地域包括支援センターの業務

改善を推進していきます。 

ⅰ．地域ケア会議（地域包括ケア推進会議・地域個別ケア会議）の取組みの深化 

３層構造の地域ケア会議のうち、日常生活圏域ごとに開催される地域個別ケア会議

（個別事例を議論）及び地域包括ケア推進会議（地域の課題を議論）は、地域包括支

援センターが事務局となっています。 

地域個別ケア会議については、地域におけるより多くの介護支援専門員等が会議を

通じた支援を受けられるよう、ルール作りや環境整備を進めます。また、個別事例の

選定、事例に応じた出席者の選定、議論の結論の導出、個別事例からの地域課題の抽

出等について、地域包括支援センターへの助言を積極的に行っていきます。 

地域包括ケア推進会議については、各地区の民生委員や町会長、専門職などの関係

者の参画に加えて、商店会や学生など、地域課題の解決を目指した、より幅広い関係

者の連携を支援していきます。また、地域における意見・問題意識が充分に反映され

るような、会議の運営方法や議題の設定方法、把握された議題を解決するプロセス等

について助言を行い、議論がより深まるような支援を行っていきます。 

あわせて、地域包括支援センターにおける地域ケア会議運営に関する取組みが深化

するよう、地域包括支援センター間での運営方法や好事例の共有を推進していきます。 
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ⅱ．市レベルの地域包括支援ネットワークの構築推進 

地域包括支援センターの直面する困難事例に対して、基幹型地域包括支援センター

が幅広く効果的な支援が実施できるよう、基幹型地域包括支援センターと多様な関係

団体、関係機関、市役所内の関係部署等との連携を一層強化することによって、市レ

ベルの地域包括支援ネットワークの構築を推進していきます。 

ⅲ．ケアマネジメントの質の向上 

自立支援型ケアマネジメント検討会を市内の主任介護支援専門員と共に開催し、一

連のケアマネジメント過程における視点・考え方を共有・標準化することにより、ケ

アマネジメントの質の向上を図ります。 

ⅳ．人材育成、センター間の連携強化 

地域包括支援センターの３職種の専門職（保健師・看護師、社会福祉士、主任介護

支援専門員）が、それぞれの専門性を発揮しチームとして効果的な高齢者支援を行う

ために、職種ごとの部会を設置し、専門分野に即した事例検討や討議等を通じて、専

門分野の強化を図っていきます。 

 また、地域包括支援センター間の情報や好事例の共有を図るための定期的な会議の

場を設定し、地域包括支援センター間の連携や交流を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能強化 → → 

 

⑵ 地域包括支援センターの安定的な運営 

地域の様々な関係者・関係機関と緊密な連携を図る観点から、圏域を担当する地域

包括支援センターは、引き続き、日常生活圏域（15地区）ごとに設置します。また、

人員基準を定める市条例に基づき、高齢者数の増加に応じて、地域包括支援センター

の職員の増員を図っていきます。 

本市の高齢者・介護分野における状況・課題や、地域包括ケアシステムの深化・推

進に向けた本市施策の進展に対応して、地域包括支援センターの業務を展開できるよ

う、毎年度、松戸市介護保険運営協議会における審議を経て策定した運営方針に基づ

き、地域包括支援センターの運営を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能強化 → → 

 

⑶ 事業評価を通じた地域包括支援センターにおける業務改善の推進 

 平成29年の介護保険法改正によって、平成30年４月から、地域包括支援センター自

身による自己評価及び市町村による行政評価が全ての市町村で義務化されます。本市
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では、これに先立って、平成27年度の地域包括支援センター事業から、数値や事例等

の客観的な根拠に基づく地域包括支援センターの事業評価を実施し、松戸市介護保険

運営協議会における審議を経たのち、評価結果をホームページで公表しています。27

年度・28年度の２か年の事業評価を通じて、評価結果を踏まえた業務改善が図られて

おり、地域包括支援センターの機能向上につながっているところです。 

 こうした成果を踏まえ、地域包括支援センターの事業評価を業務改善に確実につな

げていく観点から、「地域包括ケアシステムの深化・推進」に向けた施策の進展に応

じて、事業評価の評価項目の改定を行っていきます。 

 また、基幹型地域包括支援センターは、事業評価の書類審査及びヒアリング審査を

通じて、地域包括支援センターごとの強みや課題等を把握するとともに、こうした強

みや課題等を題材にして、各地域包括支援センターと業務改善に向けた具体性の高い

意見交換を行うことにより、業務改善を積極的に推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

評価充実・業務改善推進 → → 

 

⑷ 地域包括支援センターにおける新たな課題への対応の推進 

 地域包括支援センターは、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケア

マネジメント支援業務、地域ケア会議関係業務、介護予防ケアマネジメント業務等を

通じて、地域における高齢者支援を担っています。引き続き、こうした業務を確実に

実施するとともに、以下のⅰ及びⅱのような、新たな課題への対応を推進していきま

す。 

ⅰ．家族介護者への相談支援の充実 

 介護と仕事の両立支援や介護離職防止を推進するため、地域包括支援センターにお

ける家族介護者への支援を強化します。こうした観点から、仕事の関係で、平日の来

所相談が困難である場合に対応するため、事前の予約により、土曜日に面接相談対応

を行える環境整備を進めるとともに、土曜日の予約相談が可能である旨を、広く市民

に周知していきます。 

ⅱ．住民主体の予防活動の推進 

 元気高齢者を中心に、住民主体の予防活動へのニーズや意欲が高まっていることか

ら、地域包括支援センターにおいても、住民主体の予防活動を推進していきます。こ

うした観点から、高齢者支援等に関する介護保険外サービスなど、地域の社会資源の

把握・開発を推進するとともに、地域包括支援センターで実施している介護予防教室

や認知症予防教室が、地域特性に合わせた住民主体の予防活動につながるように、地

域づくりの視点を取り入れて運営していきます。 
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平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能強化 → → 

 

⑸ 地域ケア会議を通じた課題解決の推進 

 地域ケア会議については、個別レベル（地域個別ケア会議）、地域レベル（地域包

括ケア推進会議）、市レベル（松戸市地域ケア会議）の３層構造の会議の連携強化を

図ることによって、それぞれの会議で把握された課題の解決に向けて、具体的な対応

策の検討・実行を進めます。 

 松戸市地域ケア会議については、地域レベルの会議から把握された市レベルの課題

の解決に向けて、関係団体・関係機関・行政が実行可能な取組を積極的に持ち寄るこ

とにより、具体的な対応策の検討・実行を推進していきます。また、地域ケア会議の

みで解決が困難な中長期の課題については、高齢者保健福祉推進会議への提言を行い、

いきいき安心プランに位置づけていきます。 

 地域個別ケア会議及び地域包括ケア推進会議については、地域の課題解決や介護支

援専門員に対する支援によりつながるよう、基幹型地域包括支援センターと圏域担当

の地域包括支援センターの連携の下、取組みの深化を図っていきます。 

 また、困難性の高い事例・典型的な事例等に対する課題解決能力の向上を通じて、

地域個別ケア会議及び地域包括ケア推進会議の機能強化を図るため、各地域における

両会議の構成員の参加を求めて、市レベルで、事例検討会や先駆的な地域についての

研修会等を開催します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能強化 → → 

 

[地域包括支援センターの機能強化に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

地域包括支援センターへの相談

件数（延べ件数） 
46,623件 55,000件 

地域個別ケア会議において検討

した事例数 
59事例 150事例 
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第 10 節 地域共生社会に向けた取組みの推進 

 

地域ケア会議においては、例えば、高齢の親と障害者である子で構成される世帯な

ど、課題が複合化している事例がしばしば取り上げられており、また、育児と介護に

同時に直面する、いわゆるダブルケアという課題も指摘されています。このように、

高齢者以外の分野も含めた支援の重要性が高まっているとともに、平成29年の介護保

険法等の改正に伴って、地域共生社会の実現に向けた取組みの推進が求められている

ことから、高齢者・介護分野においても、地域共生社会に向けた取組みを推進してい

きます。 

 

⑴ 基幹型地域包括支援センターの共生窓口への深化 

基幹型地域包括支援センターにおいては、高齢者の総合相談窓口を設置しています。 

地域共生社会の実現に向けた取組を推進するため、この高齢者総合相談窓口の機能

を拡充することによって、高齢者分野はもちろんのこと、障害分野や児童分野などに

ついても、基礎的な相談への対応や適切な機関の紹介ができる体制を構築していきま

す。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

機能拡充 → → 

 

⑵ 多分野における相談機関の連携の推進 

複合化した課題を抱える世帯への支援体制や総合的な相談体制を整備する観点から、

平成29年度より、基幹型地域包括支援センター・地域包括支援センター（高齢者）、

基幹相談支援センターCoCo（障害児者）、親子すこやかセンター（子ども）、松戸市

社会福祉協議会相談センター（生活支援）、松戸市自立相談支援センター（生活困窮

者）、中核地域生活支援センターほっとねっと（分野横断）及び市関係各課で構成さ

れる「地域共生相談機関連絡会」を開催し、多分野相談機関の連携の推進を図ってい

ます。 

今後も、地域共生相談機関連絡会を定期的・継続的に開催するとともに、平成30年

度から設置する在宅医療・介護連携支援センターなど、参加する相談機関を順次拡充

していくことによって、多分野における相談機関の連携を深化させていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

充実 → → 

 

⑶ 在宅医療・介護連携支援センターにおける多分野対応 

医療連携に係る多分野連携を推進するため、松戸市医師会への委託を通じて設置す

る在宅医療・介護連携支援センター（平成30年４月設置）において、平成30年10月以
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降、高齢者等に係る相談支援を行う一環として、世帯全体の課題を把握する観点から、

障害児者など他分野に係る支援を行います。相談事例などを通じた実際のニーズ、財

政制度上の制約等を勘案しつつ、障害児者への対応など、在宅医療・介護連携支援セ

ンターにおける多分野対応の充実について検討を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

相談対応開始（10 月以降） 充実の検討 → 

 

⑷ 包括的な地域保健体制の構築 

保健分野において、高齢、障害、子ども、がん・生活習慣病等の慢性疾患などの複

合的な課題を抱える事例への包括的な対応や、世代別施策の連携に基づく包括的な疾

患・介護予防を推進することが重要です。このため、平成29年度から、地域保健に関

わる市の関係部署の連携推進会議を開催しています。 

今後も、同連携推進会議を定期的・継続的に開催するとともに、平成30年度から設

置する在宅医療・介護連携支援センターや糖尿病対策推進会議（仮称）などとの連携

を図ることによって、包括的な地域保健体制の構築に向けた取組みを深化させていき

ます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

充実 → → 

 

⑸ 地域ケア会議における共生対応の推進 

 個別事例に関わる担当者や関係機関の連携推進を最優先としつつ、地域共生社会に

向けた取組みを推進する観点から、地域ケア会議において、世代を超えて学生や障害

者、元気な高齢者など一般市民も共に協議できる場の設定を検討していきます。また、

この協議の過程で「松戸市高齢者等の見守り活動に関する協定」を締結している企業

などの参画を推進するなど、多角的な地域ケア会議の運営に向けて、検討を推進しま

す。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討推進 → → 

 

⑹ 共生型サービス整備の検討の推進 

 平成29年度の介護保険法改正においては、高齢者と障害児者が同一の事業所でサー

ビスを受けやすくするため、 新たに共生型サービスが創設されました。 

共生型サービスについては、従来から障害福祉サービス事業所を利用していた障害

者が高齢者となった場合に、馴染みの事業所を利用し続けられるようになる、需要に

比してサービス供給が少ない傾向にある障害サービスの供給量の増大に寄与し得るな
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ど、利点があると考えられます。一方で、事業者において、高齢者及び障害児者のケ

アを両方行うことができるかどうかといったことや、今後、国において決定される指

定基準や介護報酬等を踏まえて、事業者が、共生型サービスの実施を検討するかどう

かといった点も踏まえる必要があります。 

したがって、国において、具体的な指定基準や報酬が決定されたのち、松戸市にお

ける共生型サービスのニーズを把握するとともに、事業者の意向を確認しつつ、共生

型サービス整備の検討を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

検討推進 → → 
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第 11 節 介護保険制度の安定的な実施   

 

 地域包括ケアシステムの深化・推進のためには、地域包括ケアシステムを支える介

護保険制度の安定的な実施を図ることが必要です。このため、介護保険制度の安定的

な財政運営を図るとともに、公平性の確保を図っていきます。あわせて、高齢化の進

展に伴って介護給付費が増大していく状況を踏まえ、介護給付費の適正化を通じて、

効果的・効率的な介護給付の実施を推進していきます。 

 

１．安定的な財政運営 

 第５章に記載するとおり、介護サービスの整備目標やサービス・地域支援事業の見

込み量を踏まえ、介護保険料を適切に設定するとともに、介護保険法に基づき、必要

な財源を確保することにより、必要な介護サービスを提供するための介護保険財政の

安定的な運営を図ります。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

２．公平性の確保 

⑴ 費用負担の公平化 

① 保険料収納率の維持・向上 

介護保険料は、介護保険制度を運営するための貴重な財源です。今後とも、介護保

険制度の趣旨や保険料の多段階の所得段階設定など、被保険者の理解が得られるよう、

きめ細やかな対応を心掛けます。 

また、介護保険料の滞納者には、生活状況などを確認し、世帯状況に応じた納付指

導を行い、収納率の維持・向上に努めます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

② 介護保険料の減免 

低所得者の経済的負担の軽減や、災害等による特別な事情による保険料納付困難者

への対応のため、介護保険料の減免制度を引き続き実施します。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

③サービス利用料金の軽減  

利用料の軽減を図るために、社会福祉法人減免制度＊の活用を促進し、現在実施して
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いない社会福祉法人に事業の実施を引き続き働きかけていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

④サービス利用負担の公平化 

 平成27年８月から、一定以上の所得のある利用者の自己負担割合が１割から２割と

なりましたが、平成29年の介護保険法改正によって、世代間・世代内の公平性の確保、

制度の持続性を高める観点から、平成30年８月より、２割負担者のうち特に所得の高

い層については、３割負担になることとされました。ただし、自己負担額には月額上

限が設けられているため、上限額を超えた利用者には高額介護サービス費が支給され

ます。 

 利用者に混乱が生じることのないよう、こうした制度改正を円滑に実施していきま

す。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

８月施行 → → 

 

⑵ 要介護認定の平準化等の推進 

認定審査における判定の公平性を確保するため、具体的事例に基づく模擬判定や、

介護認定審査会正副委員長会議での判定結果に基づく議論を通じて、審査判定の平準

化を推進していきます。あわせて、要介護認定の公平性の確保を推進するため、認定

調査員研修、認定審査会委員研修などの充実を図ります。 

また、介護認定審査会資料を迅速に整えるとともに、申請者の主治医や介護認定審

査会委員の協力を求めることによって、要介護（要支援）認定の申請があってから認

定調査や介護認定審査会を経て認定の結果が出るまでの期間の短縮を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

充実 → → 

 

３．介護給付の適正化 

平成29年の介護保険法改正により、市町村介護保険事業計画においては、介護給付

等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り組むべき施策に関する事項及びその目

標を定めるものとされました。 

 本市では、「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点検」、

「医療情報等との突合・縦覧点検」、「介護給付費通知」の介護給付適正化に関する

主要５事業は既に実施していることから、引き続き、必要な給付を適切に提供するた

めの適正化事業を推進していきます。 
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⑴ 要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 

 委託により実施している全ての認定調査票のチェック・点検を実施するなど、要介

護認定の適正化（認定調査状況チェック）を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑵ ケアプラン点検 

 市内居宅介護支援事業所に対し、サービスの質の向上を目的にケアプラン点検を行

っていきます。平成30年度からは、居宅介護支援事業所の指定権限が千葉県から本市

へ委譲されることから、実地指導とケアプラン点検の切り分けを明確にし、より効果

的な点検方法で実施していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑶ 住宅改修、福祉用具購入・貸与の点検 

住宅改修及び福祉用具購入・貸与については、書類審査を通じて給付適正化を図っ

ていますが、提出書類や写真からは現状が分かりにくいケース等に留意しながら、必

要に応じた現地調査等を行うことで、不適切又は不要なサービスの抑制を図っていき

ます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑷ 縦覧点検・医療情報との突合 

国民健康保険団体連合会＊の審査情報を基に重複請求等を点検し、誤った請求を是正

します。また、居宅介護支援事業者研修会等を通じて、適正な請求のための注意喚起

を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

⑸ 介護給付費通知 

介護給付費通知を通じて、介護サービスの利用者に１年間のサービス実績を通知し、

実際に利用したサービスと請求との整合性の確認を求めることによって、事業者の不

正請求を防止します。また、介護給付費通知を通じて、利用者及び家族に１年間のサ

ービス費用を知らせるとともに、介護保険サービスの適正な利用方法に関するお知ら
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せを同封するなど、適正化を図っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

[介護保険制度の安定的な実施に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

認定調査状況チェックの実施件

数 

委託による認定調査票

の全件 

委託による認定調査票

の全件 

ケアプラン点検の対象事業所数 42事業所 45事業所 

住宅改修、福祉用具購入・貸与の

点検に係る現地調査の実施件数 
１件 ６件 

縦覧点検・医療情報との突合の実

施件数 
疑義のある全件 疑義のある全件 

介護給付費通知の対象 全ての利用者 全ての利用者 
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第12節 介護人材の確保・育成・定着     

 

地域包括ケアシステムの深化・推進のためには、地域包括ケアシステムを支える介

護人材の確保・育成・定着が必要です。 

しかしながら、今後、少子高齢化の進展により、必要となる介護サービスが増大す

る一方で、若年世代の減少により、労働力人口が減少し、介護人材の確保が困難にな

ると予想されます。実際、事業者からは、サービス提供に必要な人員の確保が難しく

なっているとの声も聞かれており、本市としても、介護人材の確保・育成・定着に向

けた対策を推進していくことが必要になっています。 

松戸市介護保険運営協議会の給付分析における粗い推計によれば、現状の本市にお

ける介護従事者数（職種は問わず、介護事業所・施設で従事する者の数）は約１万人

で、そのうち常勤・非常勤の比率は概ね１対１となっています。また、介護従事者の

うち、直接介護を行う介護職員（訪問介護員）は約6,000人、看護師・准看護師は約1,100

人と推計されます。これらの粗い推計を基に、高齢者の増加に伴って単純に介護従事

者の必要数が増加するものと仮定して推計すると、平成32年度には、必要人材数は約

10％増加して約11,000人となり、4年間で約1,000人の人材を確保することが必要にな

ると推計されます。 

経営者・管理者向けアンケート調査に基づく推計及び厚生労働省の平成28年雇用動

向調査によれば、平成28年度の本市介護事業所における正規職員の離職率は11.4％で

あり、全国の主要産業合計における一般労働者（正規職員）の離職率と同程度となっ

ています。一方、本市介護事業所ごとの正規職員の離職率を見ると、51.3％の事業所

が離職率10％未満であるのに対して、16.3％の事業所は離職率30％以上であるなど、

その状況は事業所ごとに大きくばらついていることから、各事業所における雇用管理

改善や処遇改善の取組みが重要になっていると考えられます。 

このため、介護事業への入職を推進するとともに、雇用管理改善や処遇改善を通じ

て離職防止を図ることによって、必要な介護人材の確保を図るため、参加支援・雇用

管理改善・処遇改善のための対策を総合的に講じていきます。 

 なお、対策の実施に当たっては、非正規雇用や女性が多いといった介護労働市場の

特性を踏まえて、希望に応じたキャリアアップの仕組みの構築や女性が働きやすい環

境整備等の取組みを推進していくとともに、本市の介護事業所で現に働いている人や

これから働くことを検討している人に対して、本市における総合的な介護人材対策を

広く周知していきます。 

 

⑴ 事業者との連携に基づく介護人材の必要数の把握・確保 

 今回の松戸市介護保険運営協議会における人材推計は、粗い推計となっていますが、

今後、介護人材確保対策を具体的に推進していくためには、事業者団体との連携の下、
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サービス別、職種別、常勤・非常勤別など、人材数に関する詳細な現状と将来見通し

を把握することが必要になります。 

このため、本計画における施設等の整備を着実に進めるために必要な約400人の人材

確保を第１の目標とした上で、現在、不定期に実施している人材確保に向けた事業者

団体との意見交換会（人材確保対策会議）を定期的に開催し、定量的な実態調査や、

事業者団体からの状況聴取等を行うことによって、介護人材についての詳細な現状把

握と将来推計を行います。あわせて、人材確保対策会議を通じて、事業者との緊密な

連携を図ることによって、実効性ある人材対策を実施していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施・検証 → → 

 

⑵ 参加支援の推進 

①「働きながら資格をとり、正規雇用に移行する」介護人材確保事業 

地方創生交付金を活用して実施している「有期雇用として働きながら介護職員初任

者研修の資格を取り、正規雇用へ移行するプログラム」について、継続して実施して

いきます。なお、松戸市総合戦略の重点事業としては平成31年度までの事業とされて

いることから、平成31年度に、施策の実施状況等を検証した上で、代替施策の検討を

行います。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 継続、検証・代替施策検討 検討結果に応じて実施 

 

②介護事業所合同就職フェアの開催 

介護事業者団体との緊密な連携の下、参加者がより多くなるような工夫を行いつつ、

介護事業所合同就職フェアを開催していきます。また、介護人材の確保に向けて、ハ

ローワーク等との連携協力を深めます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

③介護職イメージアップ事業の実施 

介護の魅力を発信し、介護職のイメージアップを図ることによって、介護事業への

参加を推進するため、小中学校への介護キャラバン隊の派遣や、介護福祉士養成校と

の連携による介護を目指す人材のすそ野を広げる取組等を実施していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 
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⑶ 雇用管理改善の推進 

①事業者向け雇用管理改善研修の実施 

介護従事者へのアンケート調査によれば、介護業界内で転職（介護事業所を離職）

した理由の上位３つは、「法人や施設事業所の理念や運営の在り方に不満があったた

め」、「職場の人間関係に問題があったため」、「能力や実績に比べて、収入が少な

かったため」となっています。また、経営者・管理者向けアンケート調査によれば、

離職防止や就業定着のために特に効果が高かった方策として「面談等でのコミュニケ

ーションを図り、職場内の人間関係を良好にすること」が最も多い回答となっていま

す。つまり、事業所の雇用管理の取組内容が、定着や離職に大きな影響を与えている

ものと考えられます。 

このため、事業者向けに雇用管理改善のための経営セミナーを実施し、事業者にお

ける雇用管理改善の取組を支援することによって、介護人材の定着を支援していきま

す。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施 → → 

 

②労働法規の遵守の推進 

離職防止の観点から、過重な時間外労働・夜勤等を防止するため、労働基準監督署

との連携を強化するとともに、事業者への啓発や、介護報酬の処遇改善加算における

キャリアパス要件を適正にチェックすることで、介護事業所における労働法規の遵守

を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

③介護事業所内保育施設への支援 

 介護業界が女性の多い職場である点を勘案し、育児と仕事の両立が図れるよう、介

護事業所内保育施設への支援を継続して実施するなど、介護事業所内保育施設の設置

を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

④介護ロボット等の活用推進による負担軽減 

平成28年度に一部事業所に導入された介護ロボットの活用や普及啓発を図るととも

に、介護者支援のための機器の導入などによる負担軽減について、情報提供を行って

いきます。 
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平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続・充実 → → 

 

⑷ 処遇改善の推進 

①介護報酬地域区分の引上げ 

介護事業者において介護人材の処遇改善の原資とすることができるよう、平成30年

度から、介護報酬における地域区分を６級地から５級地へ引上げ、人件費に係る介護

報酬の増加（約3.8％の増加）を図ります。 

あわせて、増加した介護報酬が着実に処遇改善につながるよう、介護報酬の増額分

を、介護人材の処遇改善に積極的に活用するよう、介護事業者に対して働きかけてい

きます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域区分引上げ → → 

 

②介護報酬における処遇改善加算の取得の推進 

介護事業者において介護人材の処遇改善の原資とすることができるよう、普及啓発

等を通じて、引き続き、介護報酬における処遇改善加算の取得を推進していきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

現行継続 → → 

 

③事業者におけるキャリアアップの取組の推進 

 経営者・管理者向けアンケート調査によれば、離職防止や就業定着のために特に効

果があった方策として、「面談等でのコミュニケーションを図り、職場内の人間関係

を良好にすること」に次いで、「能力や実績に応じた役職や給与体系（キャリアアッ

プの仕組み）を構築すること」と「人材育成のための研修・資格制度を構築すること」

が上がっています。 

 つまり、介護人材の育成・定着を図っていくためには、事業所においてキャリアア

ップの仕組み（能力や実績に応じて役職や給与を決定する仕組み）が構築され、OJT（職

場での仕事の経験を通じた職業訓練）等を通じて介護職員の能力の向上を図っていく

ことが重要です。あわせて、こうしたキャリアアップの仕組みが構築されれば、介護

業界への入職促進にもつながっていくと考えられます。 

 このため、キャリアアップについての事業者の好事例を収集・周知するとともに、

キャリアアップの取組に係る表彰制度の創設を検討します。あわせて、事業者向けに、

キャリアアップの仕組みの構築を推進するための実践的なセミナーを開催していきま

す。 
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平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施 充実 → 

 

④介護職のモチベーションアップ・社会的評価の向上 

介護従事者のモチベーションのアップと社会的評価の向上を図るため、長年にわた

り活躍する、優秀な介護職等への表彰制度の創設等を行っていきます。 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

実施 → → 

 

[介護人材の確保・育成・定着に関する数値目標] 

項目 現状（平成28年度） 平成32年度（目標） 

市内の介護従事者数 
約10,000人 

（総数の推計） 

本計画に基づく施設等

の 整 備 に 必 要 な 約 400

人の介護従事者の確保 

介護事業所における正規職員の

離職率 

11.4％（推計） 

※全国の主要産業合計

と同率 

全国の主要産業合計よ

りも低くする 

 

 

  



117 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 サービス・地域支援事業・保険料

の見込み 
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１．介護保険給付対象サービス量推計 

介護保険給付対象サービス量については、以下の手順により推計します。 

 

 

２．被保険者数 

本市の被保険者数は、平成 29 年度の 293,879 人から、平成 32 年度には 303,004 人

に増加するものと見込まれます。特に、今後は、医療や介護の必要性が高まる 75 歳以

上の後期高齢者数が大きく増加していくものと予想されています。 

 

 

 

被保険者

•被保険者推計（年齢階層別、性別）

認定者

•要支援・要介護認定者数の推計（年齢階層別、性別）

•本計画に基づく自立支援及び介護予防・重度化防止に資する取組み結果の反映

利用者

•在宅・居住系・施設サービス利用者数の推計

•市民アンケート調査、給付分析、医療ニーズ、施設整備状況の反映

総給付費

•居住系・施設サービス 利用者数×給付費/月×12月

•在宅サービス 利用者数×利用回数･日数/月×給付費/回･日 ×12月

(単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

118,387 121,589 123,906 126,621 129,346 132,078 135,187

65～74歳 66,770 66,358 65,247 64,356 63,464 62,566 51,026

75歳以上 51,617 55,231 58,659 62,265 65,882 69,512 84,161

168,644 169,291 169,973 170,290 170,608 170,926 173,599

総数 287,031 290,880 293,879 296,911 299,954 303,004 308,786

※各年10月1日

※平成27～29年度は住民基本台帳人口実績値、平成30年度以降は推計値

第1号被保険者

第2号被保険者
 (40歳～64歳)
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３．要介護（要支援）認定者・事業対象者数 

要介護（要支援）の認定者数は、過去の認定率の実績や後期高齢者（75 歳以上）人

口の伸びなどを考慮して推計しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

2,367 2,500 2,643 2,786 3,285

2,750 2,893 3,044 3,197 3,760

3,335 3,553 3,768 3,985 4,800

4,246 4,473 4,697 4,917 5,890

2,949 3,120 3,297 3,471 4,230

2,391 2,540 2,687 2,836 3,500

1,830 1,932 2,035 2,138 2,589

19,868 21,011 22,171 23,330 28,054

（参考）事業対象者 1,156 1,223 1,290 1,357 1,632

※各年10月1日

※平成29年度は実績値、平成30年度以降は推計値

要介護４

要介護５

認定者計

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３
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４．介護給付費・地域支援事業費の見込み 

介護給付費及び地域支援事業費の見込みについては、以下の表のとおり、推計しま

した。 

保険給付に必要な介護給付費の見込みについては、過去のサービス利用実績、介護

保険施設や地域密着型サービスの整備計画などに基づき、次ページ以降の⑴～⑶のと

おり、サービス利用者数を推計し、その結果に基づいて、費用の見込みを推計しまし

た。 

また、地域支援事業費は、これまでの事業実績、本計画で定める事業内容や事業量

の見込み、国が定める上限額や標準額などに基づき、推計しました。 

 

  

(単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

居宅サービス介護給付費 14,622,555 15,699,748 16,894,441 18,329,604 21,920,922

居宅サービス予防給付費 567,111 668,810 751,468 822,080 1,016,768

施設サービス給付費 8,320,269 8,844,563 9,422,571 9,601,363 10,351,495

地域密着型サービス介護給付費 4,486,046 4,965,022 5,412,752 5,898,193 7,739,508

地域密着型サービス予防給付費 19,367 22,470 22,719 25,876 38,268

小計 28,015,348 30,200,613 32,503,951 34,677,116 41,066,961

高額介護(予防)サービス費 692,750 880,442 1,030,135 1,143,743 1,820,363

高額医療合算介護(予防)サービス費 143,114 154,564 180,840 200,733 297,322

特定入所者介護サービス費 788,859 950,325 971,340 1,008,510 1,540,975

審査支払手数料 25,407 31,381 34,279 35,873 39,879

給付費計 29,665,478 32,217,325 34,720,545 37,065,975 44,765,500

介護予防・日常生活支援総合事業費 1,149,680 1,293,481 1,405,709 1,495,144 1,754,434

包括的支援事業・任意事業 743,410 807,621 878,959 935,392 997,927

社会保障充実分以外の事業分 717,796 741,434 796,084 837,211 883,081

社会保障充実分 25,614 66,187 82,875 98,181 114,846

地域支援事業費計 1,893,090 2,101,102 2,284,668 2,430,536 2,752,361

合計 31,558,568 34,318,427 37,005,213 39,496,511 47,517,861

※平成29年度は見込み、平成30年度以降は推計値

※社会保障充実分以外の事業分とは、包括的支援事業費（地域包括支援センター運営）・任意事業費

※社会保障充実分とは、包括的支援事業費（在宅医療・介護連携推進、認知症総合支援、生活支援体制整備、地域ケア会議推進）
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⑴ 居宅サービス利用者数の見込み 

自宅などの生活で必要な居宅サービスの利用者数の見込みは、過去の居宅サービス

の利用実績に基づき、今後の要介護（要支援）認定者数を考慮して推計しました。 

 

①介護サービス（要介護者向けサービス） 

 

 

 

  

(単位：人/月）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

訪問介護 3,822 4,081 4,283 4,552 6,078

訪問入浴介護 270 283 299 319 379

訪問看護 1,041 1,185 1,382 1,618 2,163

訪問リハビリテーション 346 381 447 519 768

居宅療養管理指導 3,541 3,886 4,485 5,182 6,477

通所介護 3,614 3,755 3,974 4,268 4,997

通所リハビリテーション 1,179 1,231 1,253 1,288 1,397

短期入所生活介護 902 976 1,036 1,108 1,151

短期入所療養介護 113 118 123 132 137

特定施設入居者生活介護 971 988 1,005 1,021 1,278

福祉用具貸与 5,264 5,681 6,258 6,934 8,558

特定福祉用具販売 121 129 135 145 169

住宅改修 83 90 115 133 161

居宅介護支援 8,463 8,870 9,780 10,685 12,849

※各年10月1日

※平成29年度は実績値、平成30年度以降は推計値
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②介護予防サービス（要支援者向けサービス） 

  (単位：人/月）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

介護予防訪問入浴介護 1 1 1 1 1

介護予防訪問看護 79 92 110 124 154

介護予防訪問リハビリテーション 32 41 49 58 62

介護予防居宅療養管理指導 231 281 330 384 518

介護予防通所リハビリテーション 325 375 395 415 515

介護予防短期入所生活介護 21 29 29 30 60

介護予防短期入所療養介護 1 2 3 4 6

介護予防特定施設入居者生活介護 162 165 168 172 215

介護予防福祉用具貸与 999 1,149 1,357 1,581 1,900

介護予防特定福祉用具販売 35 41 43 45 56

介護予防住宅改修 48 52 69 73 98

介護予防支援 1,321 1,518 1,712 1,910 2,297

※各年10月1日

※平成29年度は実績値、平成30年度以降は推計値
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⑵ 施設サービス利用者数の見込み 

介護保険施設での生活に必要な施設サービスの利用者数の見込みは、過去の入所者

数の実績に基づき、今後の施設整備による増床分を考慮して推計しました。 

なお、「介護療養型医療施設」については、介護老人保健施設や介護老人福祉施設（特

別養護老人ホーム）といった介護施設などへの転換が平成 35 年度末まで期限延長され

ているところですが、事業者の転換方針が未定であることから、他の施設への転換は

見込んでいません。 

 

 

 

 

  

(単位：人/月）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

介護老人福祉施設 1,539 1,639 1,739 1,739 1,979

介護老人保健施設 1,008 1,008 1,058 1,078 1,148

介護療養型医療施設 102 102 102 102 －

介護医療院
（平成37年度は介護療養型医療施設を含む）

－ 0 0 0 102

※各年10月1日

※平成29年度は実績値、平成30年度以降は推計値
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⑶ 地域密着型サービス利用者数の見込み 

住み慣れた地域で暮らし続けるための地域密着型サービスの利用者数の見込みは、

過去の地域密着型サービスの利用実績や地域密着型サービスの整備目標に基づき、今

後の要介護（要支援）認定者数を考慮して推計しました。 

 

①介護サービス（要介護者向けサービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護予防サービス（要支援者向けサービス） 

 

 

  

(単位：人/月）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

夜間対応型訪問介護 0 10 10 10 10

認知症対応型通所介護 58 62 63 64 72

小規模多機能型居宅介護 168 205 205 242 388

認知症対応型共同生活介護 596 632 632 650 704

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 116 116 116 116 174

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 41 51 71 91 181

看護小規模多機能型居宅介護 75 100 150 175 300

地域密着型通所介護 1,605 1,745 1,954 2,108 2,838

※各年10月1日

※平成29年度は実績、平成30年度以降は推計値

(単位：人/月）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 18 21 21 24 38

介護予防認知症対応型共同生活介護 1 1 1 1 1

※各年10月1日

※平成29年度は実績、平成30年度以降は推計値
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５．介護保険施設などの施設整備 

高齢化の進行に伴うニーズの増大とともに、サービスの利用状況を踏まえつつ、整

備の在り方を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．地域密着型サービスの整備 

要介護状態になっても、住み慣れた自宅や地域で生活したいと希望する市民の希望

を実現するとともに、今後、在宅医療の需要が大幅に増加する見込みであることも勘

案して、小規模多機能サービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅

介護）や定期巡回・随時対応サービス（定期巡回・随時訪問介護看護）など、住み慣

れた地域で暮らし続けるための重度者向け在宅サービスを積極的に整備していきます。 

なお、小規模多機能サービスの整備・普及を積極的に推進していく観点から、介護

保険法の規定に基づき、地域密着型通所介護（定員 18 人以下の小規模な通所介護）の

新規開設（出張所の設置を含む）や定員の増加は、原則として認めないこととします

（ただし、認知症対応型通所介護及び療養通所介護は除きます）。 

 

 

  

(単位：か所）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

夜間対応型訪問介護 1 0 0 0

認知症対応型通所介護 3 0 0 0

小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護

14 2 3 3

認知症対応型共同生活介護（床） 664 0 18 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（床） 116 0 0 29

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5 1 1 1

※平成29年度の数値は平成29年度末までに開設する整備数の総数です。
※開設ベースにて記載

(単位：床）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度
平成33年度

～平成37年度

介護老人福祉施設 1,596 100 0 80 200

介護老人保健施設 1,096 100 0 0 100

介護療養型医療施設 114 0 0 0 －

介護医療院
（平成36年度以降は介護療養型医療施設を含む）

－ 0 0 0 0

特定施設入居者生活介護 2,431 0 0 0 200

※平成29年度の数値は平成29年度末までに開設する整備数の総数です。
※開設ベースにて記載
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７．介護予防・日常生活支援総合事業の整備 

介護予防・日常生活支援総合事業にかかる訪問型サービスの整備については、サー

ビス供給量が不足した場合は、公募などにより新たな整備に努めます。また、通所型

サービスの整備につきましては、供給が需要を上回っていることから、原則として、

新規指定は行いません。 
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８．第１号被保険者保険料 

⑴ 保険料基準額算定手順 

介護保険料は、介護保険サービス（保険給付費）と地域支援事業にかかる費用の一

部として被保険者に負担していただきます。 

今期の保険料の算定にあたっては、平成 30 年度から平成 32 年度までの事業計画期

間中の被保険者数、要介護（要支援）認定者数及びサービス利用者数の見込みの推計

等を行って、介護保険事業に要する費用を算出します。 

この費用をもとに、第１号被保険者の保険料必要額を算出し、第１号被保険者の人

数で割り返して保険料基準額を算出します。 

 

◇ 保険料基準額算定手順のイメージ図 

 

 

⑵ 介護保険サービスの費用負担 

介護保険サービスにかかる費用は、自己負担分を除き、保険料と公費（国・県・市）

で賄われます。 

なお、被保険者数の構成割合の変化により、平成 30 年度からの今期の第１号被保険

者の保険料の負担割合が 22％から 23％に変更となります。 

 

介 護 保 険 事 業 に 要 す る 費 用 の 算 出

・保険給付費＋地域支援事業費

第 １ 号 被 保 険 者 負 担 分 の 算 出

・介護保険事業に要する費用 × 第１号被保険者負担割合 23％  

第 １ 号 被 保 険 者 の 保 険 料 必 要 額 の 算 出

・第１号被保険者負担分 － 介護給付費等準備基金取崩額  

保 険 料 基 準 額

・第１号被保険者保険料必要額  
÷ 保険料予定収納率（98.4％）

÷ 補正後第１号被保険者数（所得段階別被保険者数）  
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◇ 介護保険サービスの費用負担の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 第１号被保険者の保険料基準額 

今期計画期間（平成 30 年度～平成 32 年度）の保険給付費見込みなどから保険料を

推計すると、高齢者数の伸びに伴うサービス利用者数の増加などにより保険料が増加

します。第１号被保険者の保険料基準額の算定にあたっては、介護給付費等準備基金

を取り崩すことにより、保険料基準額の引下げを行います。 

平成 29 年度末の介護給付費等準備基金＊（前期計画の第１号被保険者保険料など）

の残高は、約●●億●千万円となる見込みであり、今期計画期間においては、基金残

高を●●円取り崩し、保険料基準額●●●円の引下げに使用します。 

この結果、今期の保険料基準額は、●●●●円となります。 

前期計画における推計では、今期の保険料基準額は約 6,700 円と推計されていたこ

とから、当初想定に比べて、●●●円の抑制が図られました。今期計画においては、

利用状況やニーズに応じたサービス整備等を図っており、こうした取組みを通じて、

介護保険料負担の合理化が図られたところです。 
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◇ 保険料基準額（月額）の引下げイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 保険料所得段階の設定 

本市の保険料段階設定については、所得水準に応じたきめ細やかな保険料設定を行

うため、前期計画では国の示す標準所得段階 9 段階を 17 段階に細分化し、多段階設定

を図っております。 

今期計画ではその考えをさらに推し進めるため、新たに１区分追加し、18 段階とす

るものです。 

また、第１段階の保険料については、前期計画から公費を投入して保険料基準額に

乗じる割合の引き下げを行っておりますが、今期計画においてもこれを継続し、低所

得者の負担軽減を図ります。 

 

 

⑸ 保険料基準額の推移と見込み 

 高齢化の進展に伴って、保険料基準額の引上げが必要になっており、本市における

高齢者人口、要介護者・要支援者数、サービス利用者数の伸びの推計から算定すると、

2025 年度（平成 37 年度）の保険料基準額は約●●●●円になると推計されます。 

 なお、前期計画における推計では、2025 年度の保険料基準額は約 8,600 円と推計さ

れていたことから、今期計画における利用状況やニーズに応じたサービス整備等の取

組みを通じて、将来的にも、介護保険料負担の合理化が図られたところです。 
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◇ 介護保険料の推移と見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,620
2,820

3,840 3,840

4,660

5,400

約6,700

約8,600

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

第１期

12～14年度

第２期

15～17年度

第３期

18～20年度

第４期

21～23年度

第５期

24～26年度

第６期

27～29年度

第７期

30～32年度

第９期

36～38年度

前期計画時の保険料推計

介護保険料負担
の合理化

（円）
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◇ 第７期の所得段階別介護保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階

本人及び世

帯全員が市

民税非課税

で、本人の

課税年金収

入額と合計

所得金額の

合計が
120万円以

下の人

本人及び世

帯全員が市

民税非課税

で、第１段

階・第２段

階に該当し

ない人

本人が市民

税非課税

で、同じ世

帯に市民税

課税者がい

て、本人の

課税年金収

入額と合計
所得金額の

合計が80万

円以下の人

本人が市民

税非課税

で、同じ世

帯に市民税

課税者がい

て、第４段

階に該当し

ない人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

120万円未

満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

120万円以

上190万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

190万円以

上290万円

未満の人

基準額

（月額）
5,400

基準額に

乗じる割合
0.68 0.72 0.9 1.0 1.12 1.25 1.5

保険料

月額
3,670 3,890 4,860 5,400 6,050 6,750 8,100

保険料

年額
44,040 46,680 58,320 64,800 72,600 81,000 97,200

第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階

本人及び世

帯全員が市

民税非課税

で、本人の

課税年金収

入額と合計

所得金額の

合計が

120万円以
下の人

本人及び世

帯全員が市

民税非課税

で、第１段

階・第２段

階に該当し

ない人

本人が市民

税非課税

で、同じ世

帯に市民税

課税者がい

て、本人の

課税年金収

入額と合計

所得金額の
合計が80万

円以下の人

本人が市民

税非課税

で、同じ世

帯に市民税

課税者がい

て、第４段

階に該当し

ない人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

120万円未

満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

120万円以

上200万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金

額が

200万円以

上300万円

未満の人

基準額

（月額）

基準額に

乗じる割合

保険料

月額

保険料

年額

※第1段階の割合は公費投入よる減額賦課▲0.05

2,320

・老齢福祉年金受給

者で、本人及び世帯

全員が市民税非課税

の人

・生活保護受給者

・本人及び世帯全員

が市民税非課税で、

本人の課税年金収入
額と合計所得金額の

合計が

80万円以下の人

0.48→0.43　※

基準額増減

（月額）

世帯課税世帯非課税

27,840

第

７

期

所得段階

第１段階

・老齢福祉年金受給

者で、本人及び世帯

全員が市民税非課税

の人

・生活保護受給者

・本人及び世帯全員

が市民税非課税で、

本人の課税年金収入

額と合計所得金額の
合計が

80万円以下の人

第

６

期

所得段階

第１段階
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第９段階 第10段階 第11段階 第12段階 第13段階 第14段階 第15段階 第16段階

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

290万円以

上400万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

400万円以

上500万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

500万円以

上600万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

600万円以

上700万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

700万円以

上800万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

800万円以

上900万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

900万円以

上1000万円

未満の人

本人が市民

税課税で、

合計所得金
額が

1000万円以

上1500万円

未満の人

5,400

1.6 1.7 1.9 2.0 2.1 2.2 2.3 2.4

8,640 9,180 10,260 10,800 11,340 11,880 12,420 12,960

103,680 110,160 123,120 129,600 136,080 142,560 149,040 155,520

第９段階 第10段階 第11段階 第12段階 第13段階 第14段階 第15段階 第16段階 第17段階 第18段階

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

300万円以

上400万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

400万円以

上500万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

500万円以

上600万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

600万円以

上700万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

700万円以

上800万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

800万円以

上900万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

900万円以

上1000万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

1000万円以

上1500万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

1500万円以

上2000万円

未満の人

本人が市民

税課税で、
合計所得金

額が

2000万円以

上

13,500

第17段階

本人が市民税課税で、合

計所得金額が

1500万円以上

2.5

世帯課税

162,000
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第６章 参考資料 
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第１節 計画策定・情報提供の体制・経緯 

 

１．松戸市高齢者保健福祉推進会議 

ニーズや課題に即した実効性ある計画の策定を図るため、学識経験者、保健・医療

関係者、福祉関係者、その他市長が必要と認める者及び公募による市民代表で構成さ

れる「松戸市高齢者保健福祉推進会議」において、各委員の専門的かつ市民の見地か

らの審議を行い、計画の策定を行いました。 

 

⑴ 設置条例 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき、

松戸市高齢者保健福祉推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、及び

これらの事項に関して市長に建議する。 

(1) 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定及び推進に関する事項 

(2) 高齢者保健福祉事業及び介護保険事業の円滑な運営に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 推進会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 公募市民 

(2) 学識経験を有する者 

(3) 保健・医療関係者 

(4) 福祉関係者 

(5) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 推進会議に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
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（会議） 

第７条 推進会議の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 推進会議は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（部会） 

第８条 推進会議は、必要に応じ、特定事項を調査審議するために部会を置くことが

できる。 

２ 部会は、推進会議の委員をもって組織し、部会に属すべき委員は、推進会議の委

員のうちから会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によりこれを定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから

部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中「推進

会議」とあるのは「部会」と、同条第１項中「会長」とあるのは「部会長」と、同

条第２項中「委員」とあるのは「部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（臨時委員） 

第９条 部会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置

くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。 

３ 臨時委員の任期は、その者の委嘱に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了

したときまでとする。 

（意見の聴取等） 

第 10 条 推進会議及び部会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出

席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第 11 条 この条例に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

（特別職の職員の給与及び費用弁償の支給に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員の給与及び費用弁償の支給に関する条例（昭和 31 年松戸市条例第 15

号）の一部を次のように改正する。 

別表２に次のように加える。 

松戸市高齢者保健福祉推進会議委員 日額 8,500 円 
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⑵ 委員名簿 

 

 

 

 

  

1 会 長 結城　康博 淑徳大学　総合福祉学部社会福祉学科　　 教　授

2 須田　　仁 聖徳大学　心理・福祉学部　社会福祉学科　　 准教授

3 堀田　聰子 国際医療福祉大学大学院 教　授

4 近藤　克則 千葉大学予防医学センター 教　授

5 和座　一弘 一般社団法人　松戸市医師会 会　長

6 藤内　圭一 公益社団法人　松戸歯科医師会 副会長

7 佐藤　勝巳 一般社団法人　松戸市薬剤師会 会　長

8 佐塚　みさ子 松戸市訪問看護連絡協議会 会　長

9 廣谷　明子 東部地域包括支援センター センター長

10 藤井　智信 松戸市介護支援専門員協議会 副会長

11 恩田　美智子 松戸市特別養護老人ホーム連絡協議会 監　事

12 副会長 文入　加代子 社会福祉法人　松戸市社会福祉協議会 会　長

13 平川　茂光 松戸市民生委員児童委員協議会 会　長

14 安蒜　正己 常盤平地区高齢者支援連絡会 会　長

15 大塚　清一 松戸市町会・自治会連合会 会　長

16 渡辺　英雄 松戸市はつらつクラブ連合会 副会長

17 龍谷　公一 公益社団法人　松戸市シルバー人材センター 理事長

18 森 　  清 第１号被保険者

19 御給　芳子 第２号被保険者

保健 ・ 医 療関 係者

福 祉 関 係 者

そ の 他 市 長 が
必 要 と 認 め る 者

公 募 市 民

（順不同・敬称略、平成29年10月30日現在）

区　分 氏　名 所　属　等

学 識 経 験 者
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⑶ 開催状況 

 

 

 

  

平成２７年度

回数 開催日時 主な議題など

第１回
平成27年6月19日（金）
午後6時30分～午後8時30分

１　委員の公募について
２　いきいき安心プランⅤまつど事業概要、現状等について
３　次期計画に向けて

第２回
平成27年10月30日（金）
午後6時30分～午後8時30分

１　いきいき安心プランⅤまつどについて
２　松戸市高齢者を支え合う地域づくり協議体について

第３回
平成28年3月23日（水）
午後3時00分～午後5時00分

１　いきいき安心プランⅤまつどについて
２　次期計画について

平成２８年度

回数 開催日時 主な議題など

第１回
平成29年2月7日（火）
午後1時30分～午後3時30分

１　いきいき安心プランⅤまつどについて
２　介護保険制度改正の方向性について
３　次期計画について

平成２９年度

回数 開催日時 主な議題など

第１回
平成29年7月19日(水)
午後1時30分～午後3時30分

１　松戸市の現況
２　関連施策と介護保険制度改正の概要及び市の施策
３　いきいき安心プランⅤまつどの進捗状況
４　総合事業の事業評価
５　生活支援体制整備の進捗状況
６　いきいき安心プランⅥまつど策定のためのアンケート調査
７　地域ケア会議（市レベル）における課題
８　介護サービスに係る給付分析
９　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（いきいき安心プ
　　ランⅥまつど）策定に係るスケジュール

第２回
平成29年10月4日 (水)
午後6時30分～午後8時30分

１　推進会議の今後の進め方
２　いきいき安心プランⅥまつど策定のためのアンケート調査
　　（29年度実施分）
３　地域マネジメントの推進に向けた給付分析
４　いきいき安心プランⅥまつどのフレーム・骨子
５　いきいき安心プランⅥまつどの重点施策

第３回
平成29年10月30日 (月)
午後6時30分～午後8時30分

１　前回の指摘事項について
２　いきいき安心プランⅥまつど（素案）

第４回
平成29年11月20日（月）
午後6時30分～午後8時

１　いきいき安心プランⅥまつど（答申案）
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２．市民に対する情報の提供・周知の徹底 

市民説明会の開催を通じて本計画の内容の周知を図るとともに、今後も、パートナ

ー講座（出前講座）の実施や広報まつどの発行などを通じて、本計画や本計画に基づ

く施策の内容の情報提供や周知を進めていきます。 

 

⑴ 市民説明会等の開催 

本計画の内容の周知を図るため、以下のとおり、市民説明会を開催しました。今後

も、市民の皆さまの要請に応じたパートナー講座（出前講座）の開催などを通じて、

地域包括ケアシステムや介護保険に関わる事項について説明を行い、市民の皆さまの

理解と協力を求めてまいります。 

［市民説明会の概要］ 

・日時：平成 29 年 1 月 26 日（金） 午後 2 時 00 分 

・場所：松戸市民劇場 ホール 

・主な内容：いきいき安心プランⅥの基本的考え方・概要、質疑応答、パブリック

コメントの説明など 

 

⑵ 広報まつどの発行 

年２回、広報まつどで高齢者・介護分野の特集号を組み、分かりやすい情報を幅広

く提供することによって、本計画に基づく施策の内容の情報提供や周知を推進してい

きます。また、テーマや時期に応じて、広報まつどを発行し、施策の周知の徹底を図

っていきます。 

 

⑶ 「いきいき安心プランⅥまつど」の閲覧 

本計画は、市役所、公共施設及びホームページで、閲覧が可能です。 

［閲覧可能な場所・媒体］ 

・ 市役所 本館１階 高齢者支援課 

・ 市役所 別館１階 行政資料センター 

・ 各支所 

・ 図書館 

・ 市民活動サポートセンター 

・ 市ウェブサイト（ホームページ） 

 

 

 

 



142 
 

３．事業所に対する情報提供・協力要請 

事業所説明会の開催等を通じて、事業所に対する本計画の周知及び協力要請を行い

ました。今後も、積極的な情報提供等を通じて、本計画実施に向けた連携体制の強化

を図っていきます。 

 

⑴ 事業所説明会の開催 

事業所に対する本計画の周知を図るため、以下のとおり、事業所説明会を開催しま

した。 

［事業所説明会の概要］ 

・日時：平成 30 年 1 月 26 日（金）午後 6 時 30 分 

・場所：松戸市民劇場 ホール 

・主な内容：いきいき安心プランⅥの基本的考え方・概要、質疑応答、パブリック

コメントの説明など  

 

⑵ 事業所対象の情報提供 

市ウェブサイト（ホームページ）への資料の掲載などを通じて、事業所に対する情

報提供を実施します。 

 

４．パブリックコメントによる意見募集 

⑴ 意見募集期間 

平成 30 年 1 月 26 日（金）から 2 月 23 日（金）まで 

（広報まつど 1 月 15 日号掲載） 

 

⑵ 公表方法 

・ 市ウェブサイト（ホームページ）への掲載 

・ 福祉長寿部 高齢者支援課での閲覧 

・ 行政資料センター、各支所、図書館、市民活動サポートセンターでの閲覧 

 

⑶ 意見提出者数・件数 

・●●名 

・●●件 
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第２節 アンケート調査結果の概要 

 

１．調査概要 

⑴ 調査目的 

ニーズや課題に即した実効性ある計画の策定を図るため、各種のアンケート調査を

実施しました。具体的には、介護サービス等に関する実態や希望、介護予防・社会参

加に関する実態や意向、介護従事者に関する実態や意向等を把握するため、市民アン

ケート調査、介護従事者調査、特別養護老人ホーム入所待機者調査、町会・自治会等

調査及び在宅介護実態調査を実施しました。 

 

⑵ 調査構成 

①市民アンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ

調査名 若年者調査
一般高齢者調査
（JAGES調査）

事業対象者・要支
援認定者調査

要介護認定者調査 施設利用者調査

基準日 平成28年11月1日 平成28年4月1日

年齢区分 40歳以上65歳未満 65歳以上 40歳以上 40歳以上 40歳以上

対象
介護保険の要支
援・要介護認定を受
けていない市民

介護予防・日常生
活支援総合事業対
象者の特定を受け
ていない市民及び
介護保険の要支
援・要介護認定を受
けていない市民

介護予防・日常生
活支援総合事業対
象者の特定を受け
ている市民及び介
護保険の要支援の
認定を受けている
市民（施設利用者
調査の対象者は除
く）

介護保険の要介護
の認定を受けてい
る市民（施設利用者
調査の対象者は除
く）

特別養護老人ホー
ム・老人保健施設・
介護療養型医療施
設・特定施設・グ
ループホームに入
所・入居している市
民

母集団 163,495人 94,890人 5,494人 10,191人 3,769人

抽出日 平成28年11月8日 平成28年10月14日

標本数 3,000人 8,000人 5,000人 9,000人 1,500人

抽出方法

調査期間
平成28年11月28日
～12月26日

平成28年11月14日
～12月５日

調査方法

回収数 1,365人 4,469人 3,109人 4,430人 846人

有効回収数 1,364人 4,330人 3,106人 4,425人 842人

有効回収率 45.5% 54.1% 62.1% 49.2% 56.1%

平成28年11月1日

平成28年11月8日

住民基本台帳から無作為抽出

平成28年11月28日～12月26日

郵送配布・郵送回収
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②介護従事者調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③特別養護老人ホーム入所待機者調査、町会・自治会等調査、在宅介護実態調査 

 

 

 

 

 

  

ⅰ ⅱ ⅲ

調査名
介護事業所従事者調査
（経営者・管理者）

介護事業所従事者調査
（従事者）

介護事業所従事者調査
（介護支援専門員）

対象
介護事業所の経営者・管
理者

介護従事者 介護支援専門員

母集団 580人 7,979人 641人

標本数 580人 7,979人 641人

抽出方法

調査期間

調査方法

回収数 320人 2,435人 337人

有効回収数 320人 2,434人 337人

有効回収率 55.5% 30.6% 52.6%

事前調査により把握できた対象者への悉皆調査

平成29年６月２日～６月23日

郵送配布・郵送回収（自記式）

ⅰ ⅱ ⅲ

調査名
特別養護老人ホーム入所
待機者調査

町会・自治会等調査 在宅介護実態調査

対象
特別養護老人ホーム入所
待機者

町会長、自治会長、マン
ション管理組合長等

要支援・要介護認定者のう
ち、更新申請・区分変更申
請に伴う認定調査を受ける
者

母集団 898人 1,000人 646人

標本数 898人 1,000人 646人

抽出方法
調査期間中に調査対象に
該当した者

調査期間
平成28年12月21日～
平成29年４月３日

調査方法
認定調査員による聞き取り
調査

回収数 351人 346人 606人

有効回収数 351人 341人 606人

有効回収率 35.1% 34.7% 93.8%

悉皆調査

平成29年６月２日～６月23日

郵送配布・郵送回収（自記式）
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２．アンケート調査結果の概要 

⑴ 介護サービス等に関するアンケート調査結果の概要 

①介護に関する希望（介護が必要になった時、どのような介護を希望するか） 

一般高齢者の65.1％、事業対象者・要支援認定者の56.8％、若年者の65.8％が自宅

での介護を希望しており、多くの人が自宅での介護を希望しています。一方、特養な

どの施設や病院などでの介護を希望する人は、一般高齢者の14.1％、事業対象者・要

支援認定者の13.9％、若年者の12.8％に止まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後、介護を受けたい場所 

在宅で生活する要介護認定者のうち、45.4％は現在の住まい（在宅）で介護を受け

たいと希望しています。一方、施設や病院での介護を希望する人は 12.7％に止まって

います。 

 

 

 

 

  

10.2%

10.3%

8.5%

29.7%

23.4%

29.8%

25.1%

23.1%

27.4%

9.0%

7.6%

16.5%

9.9%

8.5%

9.2%

4.1%

5.5%

3.6%

1.8%

1.7%

3.7%

10.0%

20.0%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者

事業対象者・

要支援認定者

若年者

自宅で家族中心に介護を受けたい

自宅で家族と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい

家族に頼らずに生活できる介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい

ケア付き高齢者住宅などに住み替えて介護を受けたい

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

医療機関に入院して介護を受けたい

その他

無回答

自宅での介護を

希望

※端数処理の関係で、合計が100％にならない場合がある（以下同じ）。

45.4% 22.0% 5.9%

6.8%

4.1%

15.2%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定者

現在の住まいで介護を受けたい

介護付きの有料老人ホームや高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい

特養や老健施設などの介護保険施設に入所して介護を受けたい

病院に入院して介護を受けたい

その他

一概に言えない

わからない
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③介護サービスと保険料の関係に関する意向（介護サービスと、サービスを支え

る保険料の関係について、どう考えるか） 

介護サービスとサービスを支える保険料の関係をどう考えるかという質問について

は、一般高齢者、事業対象者・要支援認定者、要介護認定者、施設利用者、若年者の

いずれにおいても、「保険料負担の引上げ幅を抑えるため、介護に関する希望を可能な

限り実現しつつ、費用負担を軽減する対策も講じる」との回答が最も多くなっていま

す。こうしたことから、高齢化の進展に伴う保険料の引上げは許容した上で、引上げ

幅を抑えるために、介護に関する希望を可能な限り実現しつつ、費用負担の軽減策を

講じるべきとする意見が最も多くなっているといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22.9%

23.3%

20.9%

19.7%

20.1%

4.8%

5.7%

4.3%

3.9%

5.2%

42.1%

31.1%

34.7%

33.6%

51.6%

4.9%

5.4%

3.8%

2.4%

3.9%

16.3%

13.6%

15.3%

34.1%

16.1%

8.9%

20.9%

21.0%

6.3%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般高齢者

事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

施設利用者

若年者

ａ．現在のサービス水準を維持するために必要な保険料引上げであれば、やむを得ない

ｂ．現在以上にサービスを充実するために、ａよりもさらに保険料負担が引き上げられても

やむを得ない

ｃ．保険料負担の引上げをａよりも抑えるため、介護に関する希望を可能な限り実現しつ

つ、費用負担を軽減する対策も講じる

ｄ．保険料を現状程度に維持することが重要であり、サービスが削減されても構わない

ｅ．わからない

ｆ．無回答
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④仕事と介護の両立のために必要な支援 

仕事と介護の両立のために必要な支援については、介護される人が要介護認定者で

ある場合、介護される人が事業対象者・要支援者である場合、主な介護者が若年者で

ある場合のいずれにおいても、「必要なときにいつでも利用できるサービスの充実」を

挙げる人が最も多くなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤特別養護老人ホーム入所待機者の現在の生活の場 

特別養護老人ホーム入所待機者のうち 41.9％は自宅で生活している人ですが、一方

で、老健施設（24.5％）・有料老人ホーム（10.3％）・グループホーム（8.8％）など、

介護施設等に入所している人が 47.9％に上っています。  
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住
環
境
の
整
備

要
介
護
者
や
家
族
・
親
族
の
理
解
と
協
力

そ
の
他

無
回
答

介護される人が
要介護認定者

26.3% 13.8% 22.1% 12.1% 12.9% 26.2% 29.7% 42.8% 14.1% 20.6% 15.0% 23.4% 5.6% 22.7%

介護される人が
事業対象者
要支援認定者

22.4% 12.1% 17.5% 10.8% 12.7% 14.4% 17.9% 35.0% 15.2% 13.5% 13.6% 17.6% 3.8% 35.5%

主な介護者が
若年者

50.7% 19.5% 44.7% 19.3% 22.6% 39.1% 40.9% 56.0% 24.7% 36.5% 25.6% 40.7% 3.5% 7.2%

（複数回答）

自宅（親族宅含む）

41.9%

有料老人ホーム

10.3%ケアハウス

1.1%

サービス付き高齢

者向け住宅

3.1%

グループホーム

8.8%

老人保健施設

24.5%

医療機関

6.3%

その他, 2.8%

無回答, 1.1%
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⑥特別養護老人ホーム入所待機者の要介護度・入所希望居室 

特別養護老人ホームへの入所は原則要介護３以上とされていますが、待機者の中で

は、要介護３・要介護４の人の比率が高くなっています。また、待機者のうち 13.4％

は、要介護１及び要介護２となっています。（左図） 

待機者の入所希望居室は、ユニット型などの個室を希望する人が多くなっています。

（右図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦特別養護老人ホーム入所待機者の入所希望時期 

特別養護老人ホーム入所待機者の入所希望時期は、「今すぐに入所したい」が 26.8％

に止まっている一方で、「当面は入所しなくてもよいが、必要になったときに入所した

い」が 42.5％に上っています。 

 

 

 

 

 

  

個室（ユ

ニット型ま

たは従来

型）, 
36.8%

多床室, 
29.9%

どちらで

もよい, 
27.6%

無回答, 
5.7%

今すぐに入所したい, 

26.8%

３ヶ月から半年くら

い先に入所したい, 

7.1%

半年から１年くらい

先に入所したい, 

10.3%

当面は入所しなくてよ

いが、必要になったと

きに入所したい, 

42.5%

その他, 6.0%

無回答, 7.4%

要介護１, 

2.6% 要介護２, 

10.8%

要介護３, 

31.9%

要介護４, 

30.5%

要介護５, 

23.6%

無回答, 

0.6%



149 
 

⑧特別養護老人ホーム入所待機者の今すぐに入所を希望しない理由 

⑦において「今すぐに入所したい」と回答しなかった特別養護老人ホーム入所待機

者にその理由を尋ねると、「当面、自宅で生活を続けられるため」（34.2％）や、老人

保健施設・有料老人ホーム・グループホームなどの介護施設等に入所・入居または入

所・入居予定であるため（39.4％）という理由が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨特別養護老人ホーム入所待機者が在宅生活に必要だと考えること 

特別養護老人ホーム入所待機者が在宅生活に必要だと考えることとしては、「介護す

る家族が休息をとれるようなサービス」、「24 時間、定期的な巡回と随時の訪問で介護

や看護、緊急時の対応などが受けられるサービス」、「デイサービスを中心に、訪問・

宿泊を組み合わせ、介護や看護のケアが受けられるサービス」などを挙げる人が多く

なっています。 

 

 

 

 

 

  

当面、自宅で生活を続

けられるため, 

34.2%

医療機関に入院中、

または入院予定のた

め, 5.6%
介護老人保健施設に入所している、

または入所予定のため, 

21.2%

有料老人ホーム・軽費老人ホーム（ケア

ハウス含む）・グループホーム等に入居

している、または入居予定のため, 

18.2%

本人（入所予定者）が拒否し

ているため, 3.9%

家族（または親族）の意見が分か

れているため, 0.9%

その他, 8.7%

無回答, 7.4%

介護する家族が休息をとれるようなサービスの実施 53.8%

介護しやすい住環境の整備 38.2%

デイサービスを中心に訪問や宿泊などが柔軟に受けられるサービス 40.2%

２４時間、定期的な巡回と随時の訪問で介護や看護、緊急時の対応
などが受けられるサービス

44.4%

デイサービスを中心に、訪問・宿泊を組み合わせ、介護や看護のケ
アが受けられるサービス

40.7%

困ったときに気軽に介護相談ができる場所 38.7%

介護する家族同士がお互いに知識や悩みを共有できる場所 17.9%

その他 9.1%

無回答 11.1%

（複数回答）
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⑩要介護度別・訪問診療の利用割合 

 訪問診療の利用割合は、要介護度が重くなるほど高くなる傾向にあり、要介護４で

は 36.4％に、要介護５では 62.5％になっています。要介護状態が重くなるほど、医療

ニーズが高まり、在宅医療の必要性が高まっていく傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪情報収集手段として知っている手段 

 高齢者向けサービス等の情報を収集する手段として知っている手段としては、事業

対象者・要支援認定者及び若年者のいずれにおいても、広報まつどを挙げる人が最も

多くなっています。 

 

 

 

 

 

  

6.1%
2.5%

6.0%

15.0% 14.7%

36.4%

62.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

広
報
ま
つ
ど

松
戸
市
公
式
ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ

松
戸
市
在
宅
医
療
・
介
護
事
業
者

情
報
検
索
シ
ス
テ
ム

ハ
ー

ト
ペ
ー

ジ

（
介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス
事
業
所
等
の
情
報
冊
子

）

生
活
カ
タ
ロ
グ

（
行
政
情
報
冊

子

）

な
が
い
き
手
帳

（
市
独
自
の
高
齢

者
向
け
サ
ー

ビ
ス
冊
子

）

そ
の
他

知
ら
な
い

無
回
答

事業対象者・
要支援認定者

70.9% 6.2% 8.4% 5.3% 27.7% 6.2% 3.7% 13.8% 6.3%

若年者 69.6% 44.1% 7.6% 3.8% 28.2% 2.1% 1.4% 18.3% 1.0%

（複数回答）
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⑵ 介護予防・社会参加に関するアンケート調査結果の概要 

①生活機能 

 口腔機能低下のサインの１つである「むせる経験」がある人の割合、運動機能低下

のサインの１つである「転んだ経験」がある人の割合、転倒に対する不安がある人の

割合は、要介護・要支援状態である場合の方が高くなっています。 

一方で、要介護・要支援状態ではない一般高齢者においても、「むせる経験」がある

人の割合が 17.3％、過去１年間に転んだ経験のある人の割合が 23.0％、転倒に不安が

ある人の割合が 40.2％となっており、一般高齢者においても生活機能低下のサインが

出ている場合があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.7%

42.5%

54.8%

32.5%

41.7%

28.6%

29.1%

9.9%

8.7%

29.3%

4.2%

4.6%

1.4%

1.7%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者

事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

転倒に対する不安がある人の割合

とても不安である やや不安である

あまり不安でない 不安でない

無回答

4.3%
17.5%

29.7%18.8%

29.5%

26.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

一般高齢者 事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

１度ある 何度もある

23.0%

56.0%
47.0%

過去１年間に転んだ経験のある人の割合

17.3%

39.5%

45.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

一般高齢者 事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

お茶や汁物などでむせることがある人の割合
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②ボランティア活動への参加状況 

 ボランティアのグループへは、一般高齢者の 16.0％、事業対象者・要支援認定者の

18.9％が参加しています。また、介護予防・健康づくり活動へは、事業対象者・要支

援認定者の 30.9％が参加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域活動への参加意向 

 地域住民の有志による健康づくり活動や趣味等のグループ活動について、企画・運

営面で参加の意向があるのは、一般高齢者の 34.9％、事業対象者・要支援認定者の

23.7％となっています。また、こうした地域活動に参加者として参加意向があるのは、

一般高齢者の 34.9％、事業対象者・要支援認定者の 23.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

2.5% 1.8% 1.1%

32.4%
22.0%

9.6%

0%

10%

20%

30%

40%

一般高齢者 事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

企画・運営での参加意向

是非参加したい 参加してもよい

34.9％

23.7％

10.7％

4.4% 6.1% 2.0%

48.7%

38.2%

18.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

一般高齢者 事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

参加者としての参加意向

是非参加したい 参加してもよい

53.2％

20.8％

44.3％

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回

一般高齢者 16.0% 1.3% 2.4% 2.7% 5.3% 4.3% 69.9% 14.0%

事業対象者
要支援認定者

18.9% 0.8% 3.7% 4.0% 6.1% 4.2% 66.6% 14.5%

要介護認定者 3.2% 0.2% 0.7% 0.3% 1.0% 1.0% 88.0% 8.9%

【ボランティアのグループへの参加頻度】

参加してい
る

参加してい
ない

無回答
（内訳）

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回

一般高齢者 8.8% 1.3% 1.6% 1.4% 1.6% 2.8% 78.1% 13.1%

事業対象者
要支援認定者

30.9% 1.1% 10.5% 14.2% 3.2% 1.9% 57.3% 11.8%

要介護認定者 13.2% 1.4% 6.5% 3.5% 1.1% 0.6% 76.6% 10.2%

【介護予防・健康づくり活動への参加頻度】

参加してい
る

（内訳）
参加してい
ない

無回答
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④地域内の近所とのつきあい方 

 地域内の近所とのつきあいに関して、一般高齢者の 29.9％はあいさつ程度の最小限

のつきあいしかしておらず、2.4％は近所とのつきあいは全くしていません。また、要

介護状態が重くなるほど、つきあいが少なくなっていく傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤地域住民との交流の場 

 事業対象者・要支援認定者の 48.6％は、住まいの近くに地域住民と交流できる場が

あると回答しています。 

 

 

 

 

  

13.8%

12.4%

6.2%

7.0%

52.6%

45.8%

27.8%

27.1%

29.9%

30.9%

40.3%

53.0%

2.4%

5.5%

19.7%

7.7%

1.4%

5.4%

6.0%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般高齢者

事業対象者

要支援認定者

要介護認定者

若年者

互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生活面で協力しあっている人もいる

日常的に立ち話をする程度のつきあいはしている

あいさつ程度の最小限のつきあいしかしていない

つきあいは全くしていない

無回答
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⑥町会・自治会等による支え合い・助け合い活動 

 町会・自治会等への調査によれば、町会・自治会等での人と人とのつながりや支え

合いについて、92.4％の町会・自治会等が必要だと思うと回答しています。 

 また、町会等が主体となった高齢者の日常生活における支え合い・助け合い活動に

ついては、34.3％の町会・自治会等で行われています。その活動内容については、高

齢者の見守り・声かけが非常に多くなっているとともに、ごみ出しも比較的多くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

89.7%

13.7%

0.9%

4.3%

3.4%

3.4%

14.5%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者の見守り・声かけ

ごみ出し

掃除・洗濯

病院など外出時の付き添い

買い物の代行

移送・送迎

その他

無回答

町会等が行っている助け合い活動の内容

（複数回答）
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⑶ 介護従事者に対するアンケート調査結果の概要 

①介護従事者の雇用形態・性別 

 介護従事者のうち正規職員は 47.7％、非正規職員が 51.6％となっており、正規・非

正規はほぼ同率となっています。性別ごとに見ると、正規職員の３分の１程度が女性

ですが、非正規職員では 90％以上が女性となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護従事者の年齢 

 介護従事者のうち正規職員は 30 歳代～50 歳代が多くなっていますが、非正規職員は

年齢層が上がって、40 歳代～60 歳代が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.8%

0.1%

16.4%

4.1%

26.9%

13.4%

29.2%

25.6%

20.6%

19.0%

5.9%

28.0%

0.2%

9.3%

0.3%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

非正規職員

19歳以下 20歳以上30歳未満 30歳以上40歳未満

40歳以上50歳未満 50歳以上60歳未満 60歳以上70歳未満

70歳以上 無回答

34.5%

8.9%

65.1%

90.1%

0.4%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

非正規職員

男性 女性 無回答
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③年収 

 介護従事者のうち正規職員については、250 万円以上 300 万円未満の層が最も多く、

約 50％が年収 300 万以上となっています。一方、非正規職員については、約 40％が年

収 103 万円以下であるとともに、約 60％は年収 130 万円未満となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④介護従事者の仕事の選択理由 

 介護従事者に現在の仕事を選択した理由を尋ねたところ、「通勤の便がよかったため」

のほか、正規職員では「やりがいを感じられると思ったため」や「福祉の仕事に興味、

関心があったため」が多くなっています、一方、非正規職員では「自分や家族の都合

の良い時間に働けるため」が多くなっています。 

 

 

 

  

給
与

（
賃
金

）
が
よ
か

っ
た
た
め

通
勤
の
便
が
よ
か

っ
た
た
め

自
分
や
家
族
の
都
合
の
良
い
時
間

（
日

）
に
働
け
る
た
め

こ
の
仕
事
は
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
ま
す

ま
す
必
要
に
な
る
と
考
え
た
た
め

や
り
が
い
を
感
じ
ら
れ
る
職
業
だ
と

思

っ
た
た
め

福
祉
の
仕
事
に
興
味

、
関
心
が
あ

っ
た

た
め

資
格

、
技
能
を
生
か
す
た
め

他
の
職
業
に
求
人
が
な
か

っ
た

、
ま
た

は
採
用
さ
れ
な
か

っ
た
た
め

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

無
回
答

正規職員 8.5% 37.0% 9.8% 29.0% 34.1% 32.5% 29.3% 6.6% 8.4% 5.2% 1.5%

非正規職員 7.6% 41.9% 42.7% 20.2% 28.4% 27.0% 30.2% 4.5% 5.9% 3.3% 0.8%

（３つまでの複数回答）

1.0%

42.0%

2.1%

20.2%

6.9%

18.4%

16.5%

10.4%

21.3%

4.0%

19.8%

1.9%

12.8%

0.9%

11.4%

0.6%

3.4%

1.3%

3.4%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

非正規職員

103万円以下 103万円超130万円未満 130万円以上200万円未満

200万円以上250万円未満 250万円以上300万円未満 300万円以上350万円未満

350万円以上400万円未満 400万円以上500万円未満 500万円以上600万円未満

600万円以上 無回答
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⑤介護従事者の就職のきっかけ 

 介護従事者に現在働いている施設・事業所等に就職した主なきっかけを尋ねたとこ

ろ、「家族、知人の紹介」のほか、正規職員では「公共職業安定所を通じて応募」が、

非正規職員では「新聞広告等の求人募集に応募」が多くなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥介護業界内での転職理由 

 介護業界内での転職理由としては、正規職員・非正規職員のいずれでも「法人や施設事

業所の理念や運営の在り方に不満があった」、「職場の人間関係に問題があった」が多くな

っています。また、正規職員では、「能力や実績に比べて、収入が少なかった」が多くなる

一方で、非正規職員では、「結婚や出産、転居、病期のため」が多くなっています。  
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た
は
法
人
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散
等
の
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職
場
の
人
間
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に
問
題
が
あ

っ
た
た
め

家
族
の
看
護
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護
の
た
め

結
婚
や
出
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、
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、
病
気
の
た
め

そ
の
他

無
回
答

正規職員 24.5% 33.4% 19.0% 9.3% 12.0% 3.2% 6.5% 3.5% 28.0% 3.5% 13.5% 20.5% 3.8%

非正規職員 16.7% 24.1% 9.2% 13.8% 6.8% 1.5% 2.7% 5.4% 26.9% 7.7% 20.4% 20.7% 4.3%

（３つまでの複数回答）

14.4%

28.0%

4.0%

2.2%

2.4%

3.7%

12.0%

7.6%

6.5%

1.8%

21.6%

22.3%

6.5%

6.9%

16.8%

9.9%

7.6%

5.8%

7.3%

9.8%

0.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

非正規職員

新聞広告等の求人募集に応募 就職相談会、説明会に参加 就職情報誌の情報

インターネットの情報 母校の進路指導 家族、知人の紹介

事業所職員からの勧誘 公共職業安定所を通じて応募 人材派遣会社の紹介

その他 無回答
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⑦介護従事者の就労継続意向 

 介護従事者の就労継続意向を調査すると、正規職員においては「労働環境が改善さ

れれば続けていきたい」が最も多くなっているが、非正規職員においては「今の状況

のままでも続けていきたい」が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧離職防止、就業定着に向けて特に効果が高かった方策 

 経営者・管理者への調査では、離職防止・就業定着に向けて特に効果が高かった方

策として、「面談等でのコミュニケーションを図り、職場内の人間関係を良好にする」、

「キャリアアップの仕組みの構築」、「人材育成のための研修・資格取得制度の構築」

を挙げる意見が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.4%

9.7%

21.6%

15.0%

4.4%

14.4%

10.3%

45.3%

7.8%

3.1%

3.4%

12.2%

8.4%

0% 20% 40% 60%

キャリアアップの仕組み（能力や実績に応じた役職や給与体系）の構築

超過勤務手当等の諸手当の支給の充実

人材育成のための研修・資格取得制度の構築

規則的な勤務ローテーションやシフト体制等の確立

事務作業の効率化・省略化（ICT等の導入による書類作成の軽減等）

福利厚生（育児・介護休暇等の支援体制や資格取得支援等）の充実

研修や相談体制の確立によるメンタルヘルスケアの充実

面談等でのコミュニケーションを図り、職場内の人間関係を良好にする

苦情等のトラブル対応への組織的サポート体制の整備

その他

どの方策も効果が上がらなかった

特に取り組んだことはない

無回答 （３つまでの複数回答）

26.2%

43.0%

47.7%

27.6%

3.4%

1.6%

18.5%

22.1%

2.7%

4.2%
1.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正規職員

非正規職員

今の状況のままでも続けていきたい
給与、休暇等福祉厚生、人材育成、人間関係等の労働環境が改善されれば続けていきたい
給与、休暇等の福祉厚生、人材育成、人間関係等の労働環境が改善されても続けていきたくない
わからない
その他
無回答
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第３節 用語解説 

※ この節では、本文中で解説されていない専門用語等の解説を行います。 

 

【ア行】 

アウトリーチ 

援助が必要であるにもかかわらず、自発的に申し出をしない人々に対して、公共機関や関係

機関などが積極的に働きかけて支援の実現をめざすこと。「訪問支援」などと訳される。 

 

アセスメント 

 利用者に関する情報を収集・分析し、解決すべき課題を把握すること。 

 

親子すこやかセンター 

妊娠・出産から子育てまで切れ目のない支援をおこなう相談機関。市内３か所にあり、一人

ひとりに合わせたプランで家庭訪問等しながら支援を行うとともに、妊娠・出産から子育て期

にわたる様々な相談に対応する。 

 

【カ行】 

介護医療院 

 長期の療養が必要である要介護者に対して、療養上の管理、看護、医学的管理の下における

介護、機能訓練、必要な医療及び日常生活上の世話を行う施設。要介護１～５が対象。介護保

険法改正によって平成 30 年度から創設される新たな介護保険施設であり、介護療養型医療施

設は、平成 35 年度までに、順次、介護医療院等に転換することとされている。 

 

介護キャラバン隊 

 小・中・高校生に対する高齢者疑似体験等の介護体験授業のこと。 

 

介護給付等準備基金 

 市町村が第１号被保険者保険料部分の余剰金を積み立てている基金のこと。準備基金は、保

険給付及び地域支援事業に要する費用の著しい増加又は経済事情の変動などにより財源が著

しく不足する場合などに利用される。 

 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

要介護者・要支援者等からの相談を受け、ケアプランを作成し、サービスを提供する事業者

との連絡・調整などを行う専門職のこと。 

 

介護療養型医療施設 

療養病床等を持つ病院等の介護保険適用部分に入院する要介護者に対し、療養上の管理、看

護、医学的管理の下における介護、機能訓練、必要な医療などを提供する施設。要介護１～５

が対象。なお、介護療養型医療施設は、平成 35 年度末までに、介護医療院等の他の施設に転

換することとされている。 
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介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

在宅で介護を受けることが困難である高齢者が入所し、入浴・食事などの日常生活上の支援

や機能訓練、療養上の世話などの提供を受ける施設。原則、要介護３～５が対象だが、要介護

１または２で特例要件に該当する場合は、入所が可能。 

 

介護老人保健施設 

在宅復帰を目指して、必要な医療、機能訓練、病後の自立への援助などを行う施設。要介護

１～５が対象。 

 

かかりつけ医 

 通常の診療を行うだけではなく、日頃から患者の体質や病歴などの健康状態を把握し、必要

なときには専門の医療機関を紹介するといった対応を行う医師のこと。患者にとっては最も身

近で、かつ適切な医療をアドバイスできる医師。 

 

かかりつけ薬剤師 

 患者の服薬状況を一元的かつ継続的に管理していく薬剤師。患者の同意を得た上で、患者の

病歴や市販薬を含む服薬状況を把握し、24 時間体制で相談に応じるとともに、必要があれば

患者宅も訪問し、残薬の整理等も行う。処方後も健康相談に対応したり、医療機関への受診勧

奨を行うなど、地域の医療機関と連携し、患者をサポートする。 

 

家庭教育学級 

 小学校の保護者同士が家庭教育や家庭のあり方について、学校と連携しながら学年の枠を超

えて話し合い、交流し、豊かな人間関係づくりを基盤にして、自主的、集団的、継続的に学習

する場として、小学校各校に開設している。 

 

通いの場 

 高齢者が容易に通える範囲にあって、継続して体操などのトレーニングを行える場所のこと。

住民主体での運営や、週１回以上のトレーニングの実施などが望ましいと言われている。 

 

基幹相談支援センター 

 障害のある人やその家族などの相談を受け、解決するための支援を行う相談機関。障害者総

合支援法に基づく相談機関で、地域における障害者関係の相談支援の中核的な役割を担う機関

とされている。 

 

基本チェックリスト 

厚生労働省が定める 25 項目のチェックリスト。このチェックリストについて一定の基準に

該当すると、事業対象者となり、介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支

援サービス（訪問型サービス、通所型サービスなど）を利用できる。 
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協議体 

高齢者向け生活支援・介護予防サービスの体制整備に向けて、生活支援コーディネーターと

生活支援等サービスの多様な提供主体等が参画する定期的な情報共有・連携強化の場。既存の

枠組みを活用する等、地域の実情に応じた形での実施が可能とされている。 

 

居宅介護支援事業者 

市町村長の指定を受けたケアマネジャー（介護支援専門員）がいる事業所。要介護認定の申

請の代行や、ケアプランの作成、サービス事業者との連携・調整を行う。 

 

ケアプラン 

 個々の利用者のニーズに合わせた適切な保健・医療・福祉サービスなどが提供されるように、

介護支援専門員（ケアマネジャー）などを中心に作成される介護計画のこと。 

 

ケアマネジメント 

 利用者のニーズを明確にし、必要な保健・医療・福祉サービスなどを受けられるように調整

すること。 

 

軽費老人ホーム（ケアハウス） 

 低額な料金で、家庭環境、住宅事情等の理由により居宅での生活が困難な高齢者が入居し、

日常生活上必要な支援を受ける施設。 

 

健康格差 

 地域や社会状況の違いによる集団における健康状態の差。 

 

健康寿命 

 平均寿命から寝たきりや認知症など介護状態の期間を差し引いた期間。 

 

健康松戸 21Ⅲ 

 松戸市における健康増進計画であり、市民が 10 年後も健康を維持、増進していくための計

画。基本理念「市民が主役！自ら取り組み、地域で共に支え合い、健康で心豊かに暮らせるま

ちづくり」に基づいて、「健康寿命の延伸」と「健康格差の縮小」を基本目標としている。 

 

口腔機能 

 咀嚼（かみ砕く）、嚥下（飲み込む）、発音、唾液の分泌などの口の働きの総称。 

 

高齢者支援連絡会 

 高齢者が住み慣れた地域での生活を安心して続けられるよう支援し、生活上の課題を早めに

発見することを目的に、市内９地区に設置されている住民や専門職等の連絡会。地域の実情に

応じ、見守り等の活動、勉強会の開催等を行っている。 
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国民健康保険団体連合会 

国民健康保険法に基づき、会員である保険者（市町村及び国民健康保険組合）が共同して国

保事業などの目的を達成するために設立された公法人。各都道府県に一団体ずつ設立されてお

り、松戸市を管轄するのは、千葉県国民健康保険団体連合会。介護保険においては、介護保険

給付費の審査支払などや苦情を受け付けている。 

 

コミュニティバス 

 路線バスや他の交通手段でまかなうことができない地域の公共交通需要に応じて運行され

るバス。 

 

【サ行】 

サテライト型 

本体事業所・施設と密接な連携をしつつ運営される事業所・施設のこと。 

 

サービス付き高齢者向け住宅 

 高齢者向けの賃貸住宅または有料老人ホームであって、居住の用に供する専用部分に高齢者

が入居し、状況把握、生活相談サービス等を提供する住まい。床面積は原則 25 ㎡以上（居間、

食堂、台所等が高齢者が共同して利用するため十分な面積を有する場合は 18 ㎡以上）、バリア

フリー（廊下幅、段差解消、手すり設置）、少なくとも安否確認・生活相談サービス等を提供

する等の登録基準を満たす必要がある。 

 

事業対象者 

 基本チェックリストが定める一定の基準に該当した高齢者。事業対象者の特定を受けると、

介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス（訪問型サービス、通

所型サービスなど）を利用できる。 

 

施設・居住系サービス 

 介護保険サービスのうち、利用者が入所・入居して利用するサービス。具体的には、介護老

人福祉施設（特別養護老人ホーム。地域密着型を含む。）、介護老人保健施設、介護医療院・介

護療養型医療施設、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、特定施設入居者生活介護

（地域密着型を含む）のこと。なお、介護保険における施設・居住系サービスとは位置づけら

れていないが、施設・居住系サービスと影響を及ぼし合う高齢者向け住まいとして、住宅型有

料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、経費老人ホーム（ケアハウス）などがある。 

 

社会福祉法人減免制度 

 低所得で特に生計が困難である人に、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人などが、

その社会的な役割の一環として、利用者負担額を軽減することにより、介護保険サービスの利

用促進を図る制度。 

 

若年性認知症 

 65 歳未満で発症した認知症のこと。 
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住宅型有料老人ホーム 

 生活支援等のサービスが付いた有料老人ホーム。介護が必要になった場合、入居者自身の選

択により、地域の訪問介護等の介護サービスを利用しながら、当該ホームの居室での生活を継

続することが可能。 

 

住民基本台帳人口 

 住民基本台帳に基づき集計した人口。人口総数や字別人口数を毎月集計するとともに、年齢

別の集計も定期的に（１年間に３回）行っている。常住人口の基準となる国勢調査は住民基本

台帳への登録とは関係がない実態調査となっているため、住民票を残したまま遠方の大学に住

んでいる、単身赴任している、施設に入所しているなどの理由により、住民基本台帳人口と常

住人口の数値には差異が生じる。 

 

常住人口 

 直近の国勢調査（５年に１度）による人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳の増減数

により集計した人口。人口総数は毎月集計されるが、年齢別の集計は国勢調査の実施時のみ集

計される。国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口は常住人口に基づく推計になっ

ている。 

 

消費生活センター 

 市民の商品・サービス・契約トラブルなどについて、専門の消費生活相談員が相談を受け付

け、解決のための助言などを行うセンター。 

 

生活支援コーディネーター 

 地域に不足する高齢者向け生活支援・介護予防サービスの創出などのために、多様な主体に

よる多様な取組のコーディネート（調整）を行う。市町村全域（第１層）及び日常生活圏域（第

２層）に配置することとされ、地域の実情に応じた多様な配置が可能とされている。 

 

生活習慣病 

 食事や運動、喫煙、飲酒、ストレスなどの生活習慣が深く関与し、発症の原因となる疾患の

総称。がん、脳血管疾患、心疾患の他に、動脈硬化症、糖尿病、高血圧症、脂質異常症などが

生活習慣病であるとされている。 

 

成年後見制度 

 判断能力が不十分な人が不利益を被らないように支援するための制度。法定後見制度と任意

後見制度がある。法定後見制度は、現在すでに認知症や知的障害、精神障害などの理由で、判

断能力が十分ではない人が対象になる制度であり、本人の判断能力の程度に応じて、「後見」

「保佐」「補助」のいずれかの制度を利用できる。任意後見制度は、現在は判断能力が十分あ

る人が、将来、認知症などで判断能力が不十分になった場合に備えて、あらかじめ、誰にどの

ような支援をしてもらうかを契約しておく制度。 
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【タ行】 

第１号被保険者 

 介護保険制度における 65 歳以上の資格取得者のこと。市町村に介護保険料を納付し（原則、

年金からの天引き）、要介護・要支援状態になった場合に介護保険サービスを受けられる。 

 

第２号被保険者 

 介護保険制度における 40 歳から 64 歳までの資格取得者のこと。保険料は医療保険（健康保

険、国民健康保険等）の保険料と一括で徴収され、末期がんや関節リウマチ等の老化による病

気が原因で要介護・要支援状態になった場合に、介護保険サービスを受けられる。 

 

団塊の世代 

 1947～49 年（昭和 22～24 年）の第１次ベビーブーム時代に生まれた世代。他世代に比し人

数が特に多いため、このように表現される。 

 

地域ケア会議 

 医療・介護等の専門職、民生委員・町会・社会福祉協議会・ボランティアなどの地域の多様

な関係者、関係機関、関係団体等により構成される会議。地域ケア会議の機能は、①介護支援

専門員（ケアマネジャー）が担当する個別ケースなどにおける課題の解決、②地域の関係機関

等の相互連携の強化による地域包括支援ネットワークの構築、③個別ケースの課題分析等を通

じた地域課題の発見、④地域づくりや地域で必要な資源の開発、⑤地域で必要な取組について

の政策の形成とされている。市町村と地域包括支援センターが緊密に連携し、かつ役割分担を

行いながら、地域ケア会議を運営していくことが求められている。 

 

地域包括支援センター（高齢者いきいき安心センター） 

 介護保険法に基づく高齢者の総合相談窓口。本市では「高齢者いきいき安心センター」とい

う愛称がある。保健師等・社会福祉士・主任ケアマネジャーの３職種が配置され、総合相談支

援業務、権利擁護業務（成年後見制度利用調整、虐待対応等）、包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援業務（ケアマネジャー支援等）、地域ケア会議関係業務、介護予防ケアマネジメント

業務（要支援者・事業対象者のケアマネジメント）などの業務を実施している。 

 

地域密着型サービス 

 要介護者・要支援者の住み慣れた地域での生活を支えるため、身近な市町村で提供されるこ

とが適当とされた介護保険サービスの類型。市町村がサービス事業所の指定権限を持ち、原則

として、その市町村の住民のみが利用可能。定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機

能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

など９類型ある。 

 

地域密着型特別養護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

 入所定員 29 人以下の特別養護老人ホームのこと。地域密着型サービスの類型の１つ。 
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中核地域生活支援センター 

 千葉県独自の事業で、子ども・障害者・高齢者などが「誰もが、ありのままにその人らしく、

地域で暮らすことができる」地域社会を実現するために、24 時間・365 日体制で福祉の相談、

権利擁護事業を行い、地域住民の福祉向上を図ることを目的に設置されたセンターのこと。 

 

特定健康診査 

 40～74 歳までの公的医療保険加入者を対象としたメタボリックシンドローム（内蔵脂肪症

候群）に着目した健康診断で、2008 年 4 月より導入された。メタボリックシンドロームの判

定を行い、特定保健指導の対象者を抽出する。 

 

特定施設入居者生活介護 

 指定を受けた介護付有料老人ホームや軽費老人ホームなどに入居し、食事や入浴などの介護

や機能訓練などの提供を受ける介護保険サービス。要支援１～要介護５が対象。 

 

特定保健指導 

 特定健康診査の結果に基づき、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者や予

備群に対し、医師、保健師及び管理栄養士などが生活習慣の見直しをサポートする。 

 

【ナ行】 

日常生活圏域 

 住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口・交通事情等の社会的条件、施

設の整備状況等の条件を総合的に勘案して市町村が定める区域。地域密着型サービスの整備に

当たっては日常生活圏域ごとのサービスの整備状況を踏まえた検討を行うことや、地域包括支

援センターの担当圏域の設定に当たっては日常生活圏域との整合性に配慮することなどが必

要とされている。 

 

認知症カフェ 

認知症の人と家族、地域住民、医療や介護の専門職など、誰もが参加でき、認知症や介護な

どについて話し合える場。 

 

認知症コーディネーター 

 一定の研修を受講した、認知症に関する知識を有する医療・介護・福祉などの専門職。地域

の社会資源の情報を持ち、関係者と連絡しあいながら、認知症高齢者と家族に寄り添った支援

を行う。千葉県独自の仕組み。 

 

認知症サポーター 

認知症サポーター養成講座の受講者。認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族

を温かく見守り支援することが役割。養成講座の受講者には、オレンジリングが付与される。 
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認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

通称、グループホームと言われる。認知症の利用者が、小規模な生活の場（５～９人の共同

居住形態）に居住し、食事や入浴などの介護や機能訓練などのサービスを受ける。要介護１～

５及び要支援２が対象。 

 

認知症地域支援推進員 

 市町村における認知症に関する医療・介護等の連携の推進役。医療・介護などの支援機関の

連携を図るための取組や、認知症の人や家族を支援する相談業務等を行う。介護保険制度に基

づく仕組みであり、地域の実情に応じた取組の推進が重要とされている。 

 

【ハ行】 

避難行動要支援者 

 高齢者・障害者・乳幼児・その他特に配慮を要する人のうち、災害が発生し、又は災害が発

生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な人であって、円滑かつ迅速な避難の確保

を図るために特に支援を要する人のこと。 

 

フレイル 

 加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能障害、要介護状

態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。フレイルに対する適切な介入･支援により、

生活機能の維持向上が可能とされている。 

 

【マ行】 

松戸市空家等対策計画 

空家等対策措置法に基づく計画。適切に管理が行われていない空家等が防災・衛生・景観等

の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることを受け、空家等に関する施策を統合的

かつ計画的に実施するための計画。 

 

松戸市自立相談支援センター 

 経済的に困窮するおそれのある人の総合相談窓口。生活困窮者自立支援制度全体の相談窓口

であり、専門の相談支援員が常駐している。 

 

松戸市データヘルス計画 

 診療報酬明細書（レセプト）や特定健康診査結果などのデータを分析し、松戸市が被保険者

の健康維持増進を効率的に行うための事業計画。 

 

慢性疾患 

徐々に発病し、または急性期（急に症状を発して病気の進み方が早い時期）から移行して長

期間経過する病気のこと。 

 

モニタリング 

 利用者の継続的なアセスメントを含め、計画の実施状況を把握すること。 

 



167 
 

【ヤ行】 

有料老人ホーム 

 高齢者が入居し、①食事の提供、②介護（入浴・排せつ・食事）、③洗濯・掃除等の家事、

④健康管理のうち、いずれかのサービス（複数も可）を提供している施設のこと。 

 

養護老人ホーム 

65 歳以上の高齢者で、環境上の理由及び経済的理由により居宅での生活が困難な人が入所

し、社会復帰の促進や自立した生活を送ることができるよう必要な指導等を受ける施設。 

 

【ラ行】 

レスパイト入院 

 レスパイト（respite）とは、一時的中断、小休止を意味する英語。レスパイト入院とは、

在宅医療の対象者で、医療ニーズが高く、介護保険のショートステイの利用が難しい患者など

を対象とした医療機関での短期間入院のこと。たとえば、検査目的で短期間の入院を行った場

合等に、結果として介護を担っている家族等にとって休息する機会となることがある。 
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